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は じ め に 
 

 我が国は、急速な少子高齢化や雇用形態の多様化などが進

み、家庭、職場、地域における人と人とのつながりも希薄化

しており、8050 問題やダブルケア、大人のひきこもり、子ど

もの貧困など、地域の生活課題は、多様化、複合化し、解決

が困難な事案が増えています。 

 

 また、近年、大規模な風水害の発生や新型コロナウイルス感染症の感染拡大などに

より、行政だけでなく、地域全体で支え合う仕組みづくりが重要となっています。 

 

 このような社会状況の中、誰もが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らしてい

くため、地域の生活課題を「他人事」ではなく「我が事」として捉え、お互いの個性

や多様性を尊重し認め合い、一人ひとりが役割や生きがいを持って社会に参加し、地

域を共に創る「地域共生社会」の実現が求められています。 

 

 このたび策定した「第４期静岡県地域福祉支援計画」を推進し、地域共生社会の実

現を図ってまいります。具体的には、幼少期からあらゆる世代における福祉教育を推

進し、地域共生の意識の浸透を図る「共生の意識づくり」に努めるとともに、障害の

有無や年齢、性別などに関わらず、誰もが時に支え、支えられる存在となる「双方向

型」の支え合いの下に人と人との豊かなつながりを再構築できるよう、交流の促進や

学習の場の整備などを通じた「共生の地域づくり」を進めてまいります。さらに、個

人や家庭からの相談を分野ごとの縦割りを超えて受け止め、生活課題の解決に必要な

支援が包括的に提供されるよう、市町の包括的支援体制の構築を支援する「福祉の基

盤づくり」を進めてまいります。 

 

 本計画の基本目標である「一人ひとりが主体的に地域づくりに参画し、人と人、人

と社会がつながる孤立しない地域共生社会」の実現に向け、市町や社会福祉協議会、

福祉関係機関等と連携して地域福祉の一層の推進を図ってまいりますので、県民の皆

様の御理解と御協力をお願いいたします。 

 

 結びに、本計画の策定に当たり、多大な御尽力を賜りました静岡県地域福祉支援計

画策定委員会の委員や地域懇談会参加者の皆様をはじめ、貴重な御意見、御提案を頂

きました県民の皆様に、心から感謝申し上げます。 

 

 

 令和３年３月 
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コラム紹介（Ｎo） 

Ｎ o 題名 活動団体等 所 在 地 掲 載 頁

1 
「支えあいとわかちあい・おかげさま」 

の町へ 龍津寺
りょうしんじ

 静岡市 22 

2 
やさしさでつながる福祉(しあわせ)のまち 

「福祉のまちづくり絵画コンクール」 

ふじのくに健康福祉 

キャンペーン推進協議会 
県内 23 

3 持続可能な地域づくりの実践 株式会社ＬＣウェルネス 浜松市 24 

4 居場所づくりをサポート さわやか静岡 県内 3５ 

５ 誰でも、いつきても、何時に帰っても くるらの家 沼津市 35 

６ 自由な集まりから課題解決型の住民組織に 悠遊倶楽部 袋井市 37 

7 県営住宅を活用した居場所づくり 
県営光ケ丘団地 

（居場所 101） 
三島市 39 

８ 外国人散在地域で多文化共生を目指す のびっこクラブみしま 三島市 40 

9 
社会とつながる、互いにつながる 

介護サービス 

ＮＰＯ法人ＷＡＣ清水 

さわやかサービス 
静岡市 45 

10 高齢化の先進地が行う居場所活動 
浜松市社会福祉協議会 

天竜地区センター 
浜松市 46 

11 
社会参加支援の取組 みんなが笑顔で働ける

職場づくり 
株式会社カクト・ロコ 浜松市 49 

12 
地域と連携し、高齢者・障害のある人の観光

をサポート 「ラクタビスト」 
ＮＰＯ法人みんなの家 西伊豆町 53 

13 
災害ボランティア団体、社協、行政の 

３者連携 

富士市災害ボランティア 

連絡会 
富士市 61 

14 
多職種の専門職の連携から解決へのサポートへ

「医療・福祉・司法 なんでもかんでも相談会」
静岡市清水医師会 静岡市 67 

15 
地域で取り組む高齢者が安心して暮らせる 

まちづくり 

藤枝市西益津地区社会福祉 

協議会 
藤枝市 69 

16 
公共施設を活用した複数の相談事業所が連携

する相談体制 

社 会 福 祉 法 人 天 竜 厚 生 会

生活困窮者自立相談支援センター
浜松市 71 

17 
地域医療と連動した地域包括ケアの推進 

「シズケア＊かけはし」 
静岡県医師会 静岡市 73 

18 困った時に困らない 相互扶助の社会づくり
NPO 法人 青少年就労支援 

ネットワーク静岡 
静岡市 79 

19 
ひきこもり当事者と家族が安心して暮らせる

ために 
ＫＨＪ静岡県いっぷく会 静岡市 81 
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介護、育児、就労、住まい、家族関係、生活困窮などの 
 
 
 
１ 計画策定の趣旨 

 ＜静岡県地域福祉支援計画策定の経緯＞ 

○本県では、社会福祉法による計画策定の法定化に先立ち、平成元年 10 月に「静

岡県地域福祉推進計画」を策定し、地域福祉の推進に取り組んできました。 

○平成 15 年４月の社会福祉法改正により、市町村地域福祉計画及び都道府県地域

福祉支援計画の策定が規定され、本県においては、平成 18 年３月に「静岡県地

域福祉支援計画」（計画期間：平成 18 年度から平成 22 年度）を策定しました。

その後、３期にわたる計画の策定を行い、地域福祉を取り巻く社会状況の変化や

地域の実情を踏まえ、広域的な見地から市町における地域福祉計画に基づく地域

福祉の推進を支援してきました。 

 

＜第４期静岡県地域福祉支援計画の趣旨＞ 

○少子高齢化の進行や地域のつながりの希薄化などから、地域において個人や世帯を

取り巻く生活課題は、介護、育児、就労、住まい、家族関係、生活困窮などの複数

の分野にまたがり「複合化」し、雇用形態やライフスタイルの変化から「多様化」

しています。さらに、ごみ屋敷や大人のひきこもりなどの「制度の狭間」の問題が

生じ、これまでの分野別、属性別の制度の枠組みでは課題解決が困難な事案が増え

ています。 

○今後、核家族化や世帯の単身化・高齢化が一層進み、社会から孤立し、支援につな

がりにくい個人や世帯が増加することが懸念されます。また、人口減少の本格化に

より、社会経済のあらゆる分野で担い手が不足することが見込まれます。こうした

ことから、地域のつながりの再構築や地域活動の担い手の育成・確保などの持続可

能な社会づくりへの取組が必要です。 

○このような社会変化に対応するため、平成 28 年６月の「ニッポン一億総活躍プラ

ン」（閣議決定）において、国は「地域共生社会」の実現を提言し、支え手側と受

け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、

自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福祉などの地域の公的サービス

と協働して助け合いながら暮らすことのできる仕組みを構築することを今後の取

組の方向として示しました。 

○平成 29 年６月の改正社会福祉法において、分野や属性に関わらず、地域の生活課

題の解決に必要な支援が包括的に提供されるよう、住民主体の地域づくりや多機関

協働による包括的な相談支援体制づくりを主な内容とする、市町の包括的支援体制

の構築が努力義務とされました。この市町の包括的支援体制の構築を一層進めるた

め、令和２年６月の改正社会福祉法において、高齢者、障害のある人、子ども、生

活困窮者といった各福祉分野を超えて相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支

 第１章 計画の趣旨 
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援を一体的に行う新たな事業及びその財政支援などが盛り込まれ、令和３年４月か

ら市町の任意事業として施行されることとなりました。 

○本県においても、地域の実情などを踏まえ、地域共生社会の実現に向けて市町の包

括的支援体制の構築を支援するものとし、本県の地域福祉を推進することを目的に、

第４期静岡県地域福祉支援計画を策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

 (1) 計画の役割 

   本計画は、社会福祉法第 108 条の規定に基づく「都道府県地域福祉支援計画」

として、市町の地域福祉計画の達成や地域福祉の推進に関する取組を広域的な見

地から支援するための計画であり、本県の地域福祉施策の方向性を示す計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

  

 

 

 

 

 

 

 

(2) 計画の性格 

   本計画は、静岡県総合計画「新ビジョン」の分野別計画に位置付けられるもの

であり、「ふじのくに長寿社会安心プラン」、「ふじのくに障害者しあわせプラン」、

「ふじさんっこ応援プラン」などの関連する個別計画との整合や保健・医療、住

宅、交通、教育、商工等の関連計画・施策との連携を確保するとともに、高齢者、

障害のある人、子どもなどの福祉に関し、共通して取り組むべき事項や市町の包

括的支援体制構築の支援に係る事項などについて地域福祉の視点から分野横断

的に定めるものです。 

 

＜他の個別福祉計画の概要＞ 

（参考）社会福祉法第 108 条第１項 抜粋 

（都道府県地域福祉支援計画） 

第 108 条 都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通

ずる広域的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる

事項を一体的に定める計画（以下「都道府県地域福祉支援計画」という。）を策定

するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、

共通して取り組むべき事項 
二 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項  
三 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項 
四 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発

達のための基盤整備に関する事項 
五 市町村による地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の

整備の実施の支援に関する事項 
  ※下線は法改正に関する部分（平成 30 年４月、令和３年４月施行） 
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「ふじのくに長寿社会安心プラン」は、老人福祉法に基づく「静岡県老人福祉計画」

と、介護保険法に基づく「静岡県介護保険事業支援計画」を包含した計画であり、

「地域で支え合い、健やかに、安心して最期まで暮らせる長寿社会の実現」を理念

とし、地域包括ケアシステムの実現に向けて、医療、介護、介護予防、住まい及び

自立した日常生活の支援が包括的に確保されるよう施策を推進します。 

「ふじのくに障害者しあわせプラン」は、障害者計画、障害福祉計画、障害児福祉

計画の３計画を包含する計画であり、「障害のある人が分け隔てられない共生社会

の実現」を目指し、障害に対する理解と相互交流の促進、多様な障害に応じたきめ

細かな支援、地域における自立を支える体制づくりを柱として施策を推進します。

「ふじさんっこ応援プラン」は、子ども・子育て支援事業支援計画、次世代育成支

援対策行動計画、県子どもの貧困対策計画の３計画を包含した計画であり、「子育

ては尊い仕事～社会全体で、未来を担う子どもと家庭を応援～」を基本理念とし、

結婚や出産の希望がかなえられ、安心して子どもを育てることのできる社会やすべ

ての子どもが大切にされる社会の実現を目指し、保育所の待機児童解消や子どもの

安全・安心につながる様々な施策を推進します。 

「ひとり親家庭自立促進計画」は、「ひとり親家庭の自立と“安心と希望がある暮

らし”の実現」を基本理念とし、就業支援、経済的支援、子育て・生活支援及び安

心につながる支援を推進します。 

「配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護・支援に関する基本計画」（ＤＶ防

止基本計画）は、「ＤＶのない社会づくりとＤＶ被害者の自立を目指して」を基本

理念とし、広報・啓発から、相談体制づくり、安全な保護の実施、被害者の自立ま

で、関係機関が連携して推進します。 

 

３ 計画の期間 

  本計画の計画期間は、令和３年度から令和８年度までの６年間とし、３年で中間見

直しを行います。 

  なお、社会状況の変化や社会保障・社会福祉制度の改正などの動向を踏まえ、計

画期間中であっても、必要に応じ計画の見直しを行います。 

 

第３期計画（５年） 

平成 28 年度～令和２年度 

第４期計画（６年） 

令和３年度～令和８年度 
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静岡県地域福祉支援計画・市町地域福祉計画 概念図 
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静岡県地域福祉支援計画 

広域的見地から市町の地域福祉計画の達成を支援 

地域福祉に係る課題に対して分野横断的・包括的な施策等の推進を図る 
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○ 障害児者 
○ 子ども 
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市 町 地 域 福 祉 計 画 

○地域福祉における分野横断的な取組の推進 
○地域福祉活動への住民の参加の促進 
○福祉サービスの適切な利用や基盤の整備 
○包括的支援体制の整備（相談支援、参加支援、地域

づくりに向けた支援）
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１ 地域福祉を取り巻く社会状況 

(1) 人口構造の変化 

  ①少子高齢化の進行 

平成 19（2007）年に始まった人口減少は加速し、現在、人口減少社会を迎えて

います。この人口減少は、人口規模の縮小だけでなく、人口構造の大きな変化を

もたらしていきます。 

本県の出生数は、第２次ベビーブーム期には６万人台でしたが、それ以降は、

減少傾向にあり、令和元（2019）年の出生数は 23,457 人となっています。本県

の合計特殊出生率は、平成 15（2003）・平成 16（2004）年の 1.37 を底に、緩や

かに回復傾向にありますが、近年は、平成 30（2018）年の 1.5、令和元（2019）

年の 1.44 と横ばいで推移し、依然として人口置換水準（約 2.1）には及ばない状

況にあります。 

このように少子化が進行し、生産年齢人口の減少が進む一方で、平均寿命の伸

長もあいまって急速に高齢化が進んでいくことが見込まれます。 

令和 27（2045）年の本県の人口構成は、年少人口 10.8％、生産年齢人口 50.3％、

高齢者人口 38.8％と推計され、高齢者は、現在の４人に 1 人の割合から３人に 1

人を上回る割合となり、超高齢社会が一層進むことになります。 
 

本県の人口の推移と将来推計  

国立社会保障・人口問題研究所の人口推計では、平成 22（2010）年から平成

27（2015）年までの傾向が継続すると仮定した場合、本県の人口は、令和 27（2045）

年には現在よりも約 70 万人少ない 294 万 3 千人になると推計されています。 

 
 

 第２章 地域福祉を取り巻く状況と課題 

資料：総務省「国勢調査」 

推計値は国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来推計人口」（平成 30年３月推計） 

※グラフは平成の年号を用いて記載（平成 27基準値） 
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 本県の出生数、本県及び全国の合計特殊出生率  

 

 

資料：静岡県の出生数と合計特殊出生率の推移〔出所：厚生労働省「人口動態統計」〕 

   

  ②家族構成の変化      

本県の平均世帯数は、平成 12（2000）年に 2.91 人、平成 27（2015）年に 2.54

人と１世帯あたりの人員数は減少を続けています。「単独世帯」の数は、平成 27

（2015）年に「夫婦と子から成る世帯」の数を上回り、世帯５類型のうち最多と

なる一方で、「夫婦と子から成る世帯」は、昭和 55（1980）年の 42.8％から、

令和 17 年（2035）年には 23.4％まで低下することが見込まれています。 

 

 本県の家族類型別世帯数の推移  

 
出典：Ｈ26.9.26 静岡県企画広報部統計利用課「静岡県の世帯数の将来推計について」から抜粋 

※グラフは平成の年号を用いて記載 
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平均世帯人員数の推移（静岡県・全国） 

区分 H2 H7 H12 H17 H22 H27 

静岡県 3.25 人 3.07 人 2.91 人 2.77 人 2.65 人 2.54 人 

全 国 2.99 人 2.82 人 2.67 人 2.55 人 2.42 人 2.33 人 

資料：総務省 Ｈ22、Ｈ27 国勢調査「人口等基本集計結果 結果の概要」 

   静岡県政策企画部情報統計局統計調査課 Ｈ27国勢調査「人口等基本集計結果 静岡

県の概要」 
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（2）県民意識の状況 

少子高齢化や核家族化の進行等により、地域において人と人、人と社会とのつ

ながりが希薄化しています。今後、人口減少が進行する中、住民同士が助け合い、

住民自ら、地域の生活課題を把握し、関係機関等と連携し、課題解決に向けて取

り組めるよう、つながりの再構築を図り、地域力を一層強化することが必要です。 

 

県民意識調査（令和元年 11 月実施） 回答者数： 605 人（回答率：89.8％） 

＜普段の地域の人との付き合いの状況＞ 

地域における住民との関係では、「家族同様の付き合い」「困ったときに助け合う程

度の付き合い」と回答した方の割合が 18.2％と低く、住民同士の付き合いが希薄とな

っています。 

ｎ＝605（回答数１）

１　家族同様の付き
合い
1.3%

５　付き合いがない
3.8%

３　義理を欠かさな
い程度の付き合い
（冠婚葬祭の祝儀、
不祝儀の提供など）

34.9%

２　困ったときに助
け合う程度の付き

合い
16.9%

４　あいさつする程
度の付き合い

43.1%

 
 
＜住民相互の支えあい活動（地域福祉活動）の状況＞ 

「盛ん」「どちらかといえば盛ん」と回答した割合と「どちらかといえば盛んでは

ない」「盛んではない」と回答した割合はほぼ同じ割合であり、地域差があることが

予想されます。 

ｎ＝573（回答数１）

１　盛んである
3.3%

５　分からない
15.9%

４　盛んではない
12.4%

３　どちらかといえ
ば盛んではない

28.1%

２　どちらかといえ
ば盛んである

40.3%
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＜今後、地域で強化が望まれる地域福祉活動＞ 

 
＜これからの地域福祉のあり方についての考え方＞ 

「家族等でできるだけ対応すべき」「行政が担うべき」「行政と福祉サービス事業者

が担うべき」と回答した割合は 41.7％であり、「行政や福祉サービス事業者、住民な

どが協力して地域で支え合うべき」と回答した割合は 49.3％でした。今後、住民が主

体的に地域づくりに参加し、行政や福祉サービス事業者等と連携しながら、住民同士

が支え合い、地域を共に創る「地域共生」の意識の醸成を図っていく必要があります。 

ｎ＝605（回答数１）
１　家族や親戚でで
きるだけ対応すべ

き
8.3%

５　分からない
9.1%

２　国、県、市町と
いった行政が担う

べき
15.5%

３　国、県、市町と
いった行政と福祉
サービスの民間事
業者が担うべき

17.9%

４　行政や福祉の
サービス事業者、
住民などが協力し

ながら、地域で支え
合うべき

49.3%

 

ｎ＝605（複数回答可）

40.0%

52.6%

31.1% 

34.9% 
18.0%

20.8%

15.0%

16.7%

13.6%

22.0%

2.0%

7.9%

7.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１ 町内会、自治会の活動（清掃活動、お祭りなど）

２ 災害発生に備えた助け合いの訓練

３ 犯罪被害を未然に防ぐための活動

４ 高齢者や子どもなどへの日常的な声かけや見守り活動

５ 高齢者や子育てサロン、子ども食堂などの活動

６ 家事・軽作業等の日常生活を支える活動
（買い物、掃除、洗濯、草取り等）

７ 高齢者世帯や障害者世帯への友愛訪問や慰問活動

８ 子育てサークル、子どもの学習支援などの活動

９ 子ども会や PTA など児童、青少年に関する活動

10 福祉教育、趣味などの生きがいづくり、スポーツに関する活動

11 その他の活動

12 分からない

13 強化する必要はない
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＜今後の地域福祉活動への参加意向＞ 

「現在参加しており、今後参加する時間を増やしたい」「現在参加しており、今後

も同程度に参加したい」「現在参加していないが、今後は参加したい」と回答した割

合は、７割を超えており、地域福祉活動への参加意欲は高い傾向にあります。 

ｎ＝605（回答数１）

４　現在参加してい
るが、今後参加を減

らすつもり
8.8%

５　現在参加してお
らず、今後も参加す

るつもりはない
17.7%

１　現在参加してお
り、今後参加する時

間を増やしたい
5.3%

２　現在参加してお
り、今後も同程度に

参加したい
42.1%３　現在参加してい

ないが、今後は参
加したい
26.1%

 

 

＜地域福祉活動に参加できない理由＞ 

前述の項目において、「現在参加しているが、今後参加を減らすつもり」「現在参加

しておらず、今後も参加するつもりはない」と回答した方の参加できない理由は、次

のとおりでした。参加しやすい活動環境の整備や職場の地域福祉活動への理解を図る

など、地域福祉活動への参加を促す取組や啓発を継続して実施する必要があります。 

 

 

ｎ＝160（複数回答可）

27.5%

52.5%

11.3%

8.1%

22.5%

33.1%

6.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１ 体調、体力に不安がある

２ 忙しい、忙しくなる

３ 金銭的に余裕がない

４ 参加方法がわからない

５ 興味がない

６ 地域の人間関係がわずらわしい

７ その他

10



（3）地域の生活課題の状況 

地域の生活課題は、生活困窮、就労、医療、家族関係、住まいなど生活全般に

及んでおり、複数の分野にまたがり「複合化」し、「多様化」しています。 

 

県内の生活困窮者自立支援機関における新規相談者の状況 

令和元年１月から 12 月の新規相談者（5,527 件）の相談内容の分析結果は次のと

おりでした。 

  

○課題の複合化 

新規相談者の約７割が２個以上の課題を抱えています。 

（新規相談者の抱える課題数） 

課題１個

 1,612件　
29.2%

課題２個

 83件　 1.5%

課題３個

 3,357件　

60.8%

 課題４個
 431件　 7.8%

課題５個　
41件　 0.8%

 課題６個以上

 3件　 0.1%

        

○課題の多様化 

新規相談者の抱える課題は、経済的困窮のほかに就職活動困難、病気、家族関係、

家計管理、住まいなど多岐にわたっています。 

（新規相談者の抱える課題領域）（上位 12 項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課「静岡県内の自立相談支援機関における新規 

相談件数」（令和元年１月～12月集計） 

325

332

385

621

640

656

715

786

846

944

1,003
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２ 地域福祉を取り巻く現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 取組の方向性 

○近年、個人や世帯を取り巻く生活課題は、介護、育児、就労、住まい、家族関係、

生活困窮などの複数の分野にまたがり「複合化」し、雇用形態やライフスタイル

の変化から「多様化」しています。さらに、ごみ屋敷や大人のひきこもりなど、

「制度の狭間」の問題などが生じ、これまでの分野別、属性別の制度の枠組みで

は課題解決が困難な事案が増加し、社会的に問題となっています。 

 

○また、地縁・血縁・社縁といった「互助」の機能は、単身世帯の増加や核家族化、

地域のつながりの希薄化などにより低下しています。さらに、令和２年１月に初

めて国内で感染者が確認された新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等

により社会的孤立が拡大し、人々が生きていく上で大切な人権が脅かされるなど、

かつて経験したことのない社会状況と向き合っています。 

 

○今後は、人口減少が本格化し、産業、農業、交通、福祉などのあらゆる分野にお

いて担い手が不足することにより、地域活力の低下等を招くことが懸念されます。 

 

○このことから、障害の有無や年齢、国籍、性別に関わらず、お互いの個性や多様

性を尊重し認め合いながら、人と人、人と社会とがつながり、役割や生きがいを

持って社会に参加し、地域を共に創る地域共生社会の実現を目指して、地域福祉

の推進を図る必要があります。 

 

 

■地域の生活課題の多様化・複合化 

■活動の担い手の高齢化や人材の不足 

■災害、防犯への対応 

■複合課題、制度の狭間の課題などへの対応 

■福祉・介護人材の確保 

■セーフティネットの整備、社会的孤立への対応

お互いの個性や多様性を 

尊重し、思いやりや 

福祉のこころを育む 

人と人、人と社会との 

つながりを再構築し、 

地域力の強化を図る 

必要な支援やサービスを 

包括的に提供する体制等を 

整備する 

■少子高齢化の進行、家族構成の変化、 
人口の減少 

■家庭環境や就労環境の変化 
■地域のつながりの希薄化 
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○そのため、住民、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、

社会福祉協議会、企業、行政などの地域の多様な主体が積極的に地域づくりに参

加し、地域づくりを担う必要があることから、これらの多様な主体に対して「地

域共生」の理解促進と意識醸成を図っていきます。 

 

○また、分野や属性に関わらず、地域の生活課題の解決に必要な支援が包括的に提

供されるよう、市町の包括的支援体制の構築を推進します。包括的支援体制の構

築に当たっては、多機関協働による包括的な相談支援や参加支援、地域づくりに

向けた支援の一体的な取組を推進します。 

 

○本計画において、平成27年に国連総会で採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目

標）の理念である「誰一人取り残さない社会の実現」と方向性を同じくすること

から、ＳＤＧｓに掲げる17の目標と関連付けて施策を推進します。（詳しくは、

参考資料Ⅴ「計画に位置付ける施策とＳＤＧｓの関連」を参照してください。） 
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＜地域共生社会のイメージ＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

○地域共⽣社会 実現  本計画 基本⽬標    達成   理念     
福祉 保健 医療            農林 ⼟⽊ 環境 教育 交通    
様々な関連分野との連携・協働が必要である。 

○具体的には、下図のとおり、市町における包括的な⽀援体制の構築が求められている。 

（厚生労働省資料） 

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制

○市町  多様化 複合化  地域 ⽣活課題 対応     ３  ⽀援（① ③） ⼀体的 実施 
る。  ①相談⽀援  ②参加⽀援  ③地域づくりに向けた⽀援 

 
○市町は、分野や属性に関わらず、個⼈や世帯の抱える⽣活課題（困りごと）に係る相談を包括的に受け⽌

め、⽣活課題の解決に向けて、多機関協働による包括的な相談⽀援、参加⽀援、地域づくりに向けた⽀
援 ⼀体的 実施  仕組  構築 ⾏   
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施設 

 
 
 
１ 基本理念 

  平成 30 年３月策定の静岡県総合計画「新ビジョン」では『富国有徳の「美しい

“ふじのくに”」づくり ～静岡県を Dreams come true in Japan の拠点に～ 』

を基本理念とし、安全・安心な地域づくりを進めていくこととしています。 

  これを踏まえ、本計画では、「個性や多様性を尊重し認め合い、一人ひとりが役

割や生きがいを持って、地域を共に創る共生の“ふじのくに”づくり」を基本理念

とします。 
 

２ 基本目標（目指すべき将来像） 

  住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らしていきたいと誰もが願っています。 
そのためには、障害の有無や年齢、国籍、性別などに関わらず、一人ひとりが地

域で暮らす構成員として相互に協力し、誰もが安心して日常生活を営み、社会に参

加する機会が確保されるよう、地域福祉を推進していく必要があります。 
また、地域福祉の推進は、お互いの個性や多様性を尊重し認め合いながら、人と

人、人と社会とがつながり、役割や生きがいを持って社会に参加し、地域を共に創

る地域共生社会の実現を目指して行う必要があります。 
 
  本計画では、新ビジョンや基本理念をもとに、目指すべき地域社会の将来像を、 
 「一人ひとりが主体的に地域づくりに参画し、人と人、人と社会がつながる 

孤立しない地域共生社会」 

 とし、これを計画の基本目標とします。 
 
３ 施策体系 

  本計画の基本目標の達成に向け、「共生の意識づくり」、「共生の地域づくり」、「福

祉の基盤づくり」の３つを施策の方向（大柱）として定め、それぞれの施策の基本

方向を中柱、個別施策の方向を小柱として施策を展開します。 
 
４ 施策の方向 

近年、少子高齢化の進行や地域のつながりの希薄化などから、地域における生活

課題は、介護、育児、就労、住まい、疾病、教育、家族関係、生活困窮など、複数

の分野にまたがり「複合化」し、雇用形態やライフスタイルの変化により「多様化」

するなど、地域において課題解決が困難な事案が増加しています。 

こうした社会状況に対応するため、次の３つの大柱に基づき、施策を展開するも

のとし、持続可能な社会や誰一人取り残さない地域共生社会の実現を目指します。 
 

 第３章 計画の基本的考え方 
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(1) 共生の意識づくり 

多様化、複合化する地域の生活課題を「他人事」ではなく「我が事」として捉

え、地域全体で課題解決に向けて取り組むためには、お互いの個性や多様性を尊

重し認め合い、地域で共に支え合い、地域を共に創る「地域共生」の意識の醸成

を図ることが重要です。 

また、学校、家庭、地域が相互に連携しながら、地域で暮らす多様な人々との

触れ合いや交流などの体験を通じた、幼少期からのあらゆる世代における福祉教

育を推進する必要があります。 
このことから、お互いの個性や多様性を尊重し、世代を超えて人を思いやり、

福祉のこころを育む「共生の意識づくり」を推進します。 

 

(2) 共生の地域づくり 

   障害の有無や年齢、国籍、性別などによって、「支える側」と「支えられる側」

に分かれるのではなく、誰もが時に支え、支えられる存在となる「双方向型」の

支え合いの下、一人ひとりが役割や生きがいを持って、地域づくりに主体的に参

加し、地域全体で人と人とが支え合う仕組みを創ることが必要です。 

そのため、住民、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法

人、社会福祉協議会、企業、行政などの地域の多様な主体が、福祉分野を超えて

多分野との連携や協働により、様々な生活課題の解決に向けて地域づくりを行う

ことが必要です。 

このことから、地域において住民主体の活動や交流の促進を図り、人と人、人

と社会とのつながりを再構築することで、地域力の強化を図る「共生の地域づく

り」を推進します。 

 

(3) 福祉の基盤づくり 

   社会状況の変化や地域のつながりの希薄化などから、地域の生活課題は多様化、

複合化しており、これまでの高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮者といっ

た分野別、属性別の制度の枠組みでは生活課題の解決が困難となっています。 

高齢者の分野では、「地域包括ケアシステム」の構築が進められてきましたが、

「必要な支援を包括的に提供する」という考え方を、障害のある人、子ども等の

支援にも普遍化し、市町において、分野や属性に関わらず、地域の生活課題の解

決に必要な支援が包括的に提供される仕組みの構築を図る必要があります。 

そのため、個人や世帯の抱えるあらゆる相談を包括的に受け止め、生活課題の

解決に向けて、多機関協働による包括的な相談支援や参加支援、地域づくりに向

けた支援を一体的に行うことにより、市町の包括的支援体制の構築を図ることが

重要です。 

また、少子高齢化の進行により、保育や介護などの福祉サービスに対するニー

ズは、ますます多様化し、増大することが見込まれるため、福祉・介護人材の確

保と福祉サービスの適切な利用の推進を図ることが必要です。 
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   このことから、必要な支援やサービスを包括的に提供する体制等を整備する

「福祉の基盤づくり」を推進します。 

 

５ 地域福祉を推進する各主体の役割  

  地域における多様な主体が、相互に連携し、それぞれが役割を持って地域福祉の

推進に努めることが求められています。 
 

○ 住民の役割 

 ・地域を構成する一員として、主体的に考え、行動し、地域で支援を必要とす

る人や生活課題を把握し、課題解決に向けて取り組むため、関係機関と連携

し、自治会・町内会、地区社会福祉協議会などが行う小地域福祉活動への協

力やボランティア活動に参加するなど、地域づくりに積極的に取り組みます。 

 

○ 自治会・町内会、地区社会福祉協議会等（住民組織）の役割 

 ・小学校区などを単位とした小地域において、住民による支え合いや互助活動

を行う住民組織として、住民や民生委員・児童委員、老人クラブなどの個人・

団体が行う活動を支え、共に推進し、地域における生活課題の把握や課題解

決に向けた様々な取組を通じ、関係機関と連携して地域福祉を推進します。 

 

○ 民生委員・児童委員の役割 

 ・行政と地域とのつなぎ役として、住民の立場に立った相談・援助、住民の生

活状態の把握、福祉サービスの情報提供等を行うとともに、住民、自治会・

町内会、地区社会福祉協議会などの住民組織や関係機関と連携し、地域福祉

を推進します。 

 

○ ボランティア団体、ＮＰＯ等の役割 

 ・非営利の活動を目的とした、住民を中心とする自発的な団体・組織であるこ

とから、地域福祉活動の担い手又は地域のリーダーとして、住民等と協力し

て、地域福祉を推進します。 

 

○ 社会福祉法人、福祉事業者の役割 

   ・社会福祉法人は、特定の活動にとどまらず、地域における公益的な取組を行

うものとして様々な地域の生活課題や福祉ニーズに総合的かつ専門的に対

応します。 
・福祉事業者は、その提供する多様な福祉サービスについて利用者の意向を十

分に尊重し、住民、保健・医療サービス、その他の関連するサービスとの連

携を図り、必要なサービスが総合的に提供できるよう対応します。 
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○ 社会福祉協議会の役割 

 ・県社会福祉協議会は、社会福祉を目的とする事業の企画・実施、調査、普及・

連絡調整、社会福祉事業従事者の人材の確保・養成、社会福祉事業経営者に

対する指導・助言、福祉サービス利用者の権利擁護を図るほか、市町社会福

祉協議会の取組支援や行政への施策提言等、広域的な見地に立って地域福祉

の推進を図ります。 

・市町社会福祉協議会は、地域福祉を推進する中核的な団体として、住民、自

治会・町内会、地区社会福祉協議会、民生委員・児童委員、ボランティア、

ＮＰＯ、社会福祉法人などと協力し、市町行政と連携しながら住民に身近な

地域福祉活動の推進を担います。 

 

○ 市町の役割 

 ・住民に身近な基礎自治体として、地域の生活課題を把握した上で、地域福祉

計画を策定し、住民、自治会・町内会などの住民組織、関係機関、関係団体

との連携により、地域福祉を推進します。また、分野や属性に関わらず、地

域の生活課題の解決に必要な支援が包括的に提供されるよう、包括的支援体

制の構築を図ります。 

 

○ 県の役割 

 ・広域的な見地から市町の地域福祉計画に基づく地域福祉施策の推進を支援す

るほか、地域福祉に関する基盤整備、情報提供、普及啓発、多分野との連携、

地域のネットワークづくりなどを推進します。 
・分野や属性に関わらず、地域の生活課題の解決に必要な支援が包括的に提供

されるよう、市町の包括的支援体制の構築を支援し、体制構築に必要な助言、

情報の提供などを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18



 

 

 

 

 

 

 

     施策体系図（大柱、中柱） 

 第４章 施策の推進 

 

一人ひとりが主体的に地域づくりに参画し、人と人、人と社会がつながる

孤立しない地域共生社会 
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１ 「地域共生」の意識の醸成 

   

 

現状・課題 

○近年、個人や世帯を取り巻く生活課題は、介護、育児、就労、住まい、疾病、教

育、家族関係、生活困窮などの生活全般にわたり「多様化」し、複数の分野にま

たがり「複合化」しています。さらに、ごみ屋敷や大人のひきこもりなどの「制

度の狭間」の課題が生じ、これまでの高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮

者といった分野別、属性別の制度の枠組みでは対応が困難であることから、社会

的に問題となっています。 

 

○こうした社会状況から、制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」とい

う従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが役割や生き

がいを持ち、支え合いながら暮らしていくことのできる、包摂的なコミュニティ、

地域共生社会を創ることが求められています。 

 

○そのためには、地域に暮らす人々が、お互いの個性や多様性を尊重し認め合い、

地域で共に支え合いながら地域を共に創る「地域共生」の意識を持つことが重要

であり、この意識の下、個人や世帯が抱える生活課題を「他人事」ではなく「我

が事」として受け止め、住民、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、

社会福祉法人、社会福祉協議会、企業、行政などの地域の多様な主体が連携し、

生活課題の解決に向けた地域づくりを行うことが大切です。 

 

○令和元年に行った静岡県少子化対策に関する県民意識調査では、多くの若者は２

人から３人の子どもを持ちたいという希望がある一方で、合計特殊出生率は1.44

であり、県民が望む数の子どもを安心して産み育てることができるよう、社会全

体で子育てを支援する必要があります。 

 

 

（１） 企業、団体、学校等との連携による地域共生の意識の醸成 

（２） 「子育ては尊い仕事」の理念の浸透 

（３） ふじのくに型人生区分の普及・啓発 

（４） 人権を尊重し認め合う共生の意識の浸透 

Ⅰ 共生の意識づくり 
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○地域に暮らす誰もが地域づくりの担い手であるという意識を持ち、障害の有無や

年齢、国籍、性別などに関わらず、その人の意思や能力に応じて主体的に社会に

参加することが求められます。特に、本県の健康寿命は全国トップクラスであり、

人生100年時代に向けて、高齢者の社会参加を促進していく必要があります。 

 

○新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、医療従事者等に対する誹謗中傷や

デマの拡散、差別などが、社会的な不安の高まりから全国で広がりました。この

経験を踏まえ、一人ひとりが人権について考える機会とし、全ての人の人権を認

め、尊重し合い、差別をなくす教育・啓発を一層推進する必要があります。 

 

施策の方向 

○障害の有無や年齢、国籍、性別などに関わらず、一人ひとりが地域に住む構成員

として相互に尊重し認め合い、全ての人が役割や生きがいを持って社会に参加し、

地域を共に創る地域共生社会の実現を目指し、地域福祉を推進します。そのため、

住民、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉

協議会、企業、行政などの地域の多様な主体との連携・協働による、地域福祉に

係る事業や啓発活動を通じて、「地域共生」の意識の醸成を図ります。 

 

○住民、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉

協議会、企業、行政などの地域の多様な主体に対して、地域活動の取組事例の紹

介などを積極的に行い、地域活動への理解を図り、地域活動や地域貢献活動への

関心や意欲を高め、参加促進につなげます。 

 

○子どもや子育てに対して社会全体で応援する気運を高めるため、住民、自治会・

町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、企業、

行政などの地域の多様な主体と連携し、啓発活動等を通じて、地域ぐるみで子ど

もを生み育てやすい環境づくりを推進します。 

 

○ふじのくに型人生区分では、46 歳から 76 歳までを「壮年期」と区分し、これま

での経験や知識を活かし、元気に社会で活躍する世代と位置付けています。高齢

者世代を中心に、若返り意識を醸成し、健康寿命の延伸と元気で活力ある、いき

いき長寿社会の実現を目指します。 

 

○県民一人ひとりが、それぞれがかけがえのない存在であることを認識し、人権を

尊重し、多様性を認め合い、誰もが人間らしく住み慣れた地域でいつまでも安心

して健やかに暮らせるよう、全ての県民に向けて、人権に対する理解促進や啓発

活動に取り組みます。 
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主な取組 

(1) 企業、団体、学校等との連携による地域共生の意識の醸成 

①県社会福祉協議会と連携し、市町、関係機関、各種団体、企業との協議体によ

り行う「ふじのくに健康福祉キャンペーン推進事業」（福祉のまちづくり県民

運動）や「県民福祉の日」を契機とした健康福祉の県づくりを県民総ぐるみで

取り組みます。また、住民等の協力により行う共同募金活動、社会福祉関係者

や地域活動団体などへの研修事業など、様々な機会を捉えて、「地域共生」の

意識の醸成を図ります。 
 
②子育て優待カード協賛店舗を拡充するとともに、スマートフォンのアプリを導

入し、優待カードの利便性の向上を図り、子育て家庭を地域・企業・行政一体

となって支援します。 

～「支えあいとわかちあい・おかげさま」の町へ～ 

                 《龍津寺
りょうしんじ

》（静岡市） 

令和元年度ふじのくに地域共生大賞 優秀賞受賞 

 

静岡市清水区小島町では、長年培われてきた学校と地域との連携により、地域

のおじいちゃんやおばあちゃんが自然に子どもたちと触れ合っている地域です。

そんな地域の小学校でとったアンケートでは、98％が「この町が好き！」と回答

しており、84％の児童が「自分にはいいところがある」と全国と比べて 32％も

高い自己肯定感が得られているという結果になりました。 

 

そんな「支えあいとわかちあい・おかげさま」の風土が 

根付いている地域の一員として、龍津寺では、年齢や性別、 

国籍などにとらわれず、誰もが喜びを共にできる居場所を 

つくることを目的に、「土曜こども寺子屋」や「おじま分 

福食堂」といった活動を行っています。 

 

様々な世代が集まり交流することで、住民同士で支

え合い、しあわせを分かち合える地域となっています。

 

（おじま分福食堂） 

（土曜こども寺子屋）

コラム No.１
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③地域活動等の促進のため、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の

実現に向け、事業主や労働者と連携し、経済界、労働界の各団体と行政が一体

となった取組を推進します。 
 
 
 
 
 
 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

  

(2) 「子育ては尊い仕事」の理念の浸透 

「子育ては尊い仕事」であるという理念を浸透させるため、市町や子育て支援

団体と連携した啓発活動などにより、「子育て」という営みが社会的に評価され

る仕組みを構築するとともに、社会全体で子どもや子育てを応援する気運の醸成

を図ります。 

 

(3) ふじのくに型人生区分の普及・啓発 
ふじのくに型人生区分の普及啓発を図り、役割や生きがいを持って地域づくり

などの活動に参加し、持てる能力を十分に発揮できるよう、高齢者の社会参加の

促進を図ります。 
 

～やさしさでつながる福祉(しあわせ)のまち 

「福祉のまちづくり絵画コンクール」～ 

《ふじのくに健康福祉キャンペーン推進協議会》 

  
「県民福祉の日」（10 月 20 日）を中心としたふじのくに健康福祉キャンペーン運動

の一環として、「福祉のまちづくり絵画コンクール」を実施しています。 
県内の小学生から、やさしさと思いやりの心にあふれた静岡県をイメージした絵画

作品を募集し、入賞者の作品は、毎年カレンダーにして配布しています。 

 

 
 
  

コラム No.２ 

静岡県知事賞（最優秀賞） 

「このマーク知ってる？」 

浜松市立新原小学校４年 

平山 はつき さん 

静岡県教育委員会教育長（優秀賞）

「思いやりの花束をとどけよう」 

静岡市立大里西小学校５年 

増井 菫 さん 
（福祉カレンダー）

令和２年度  
福祉のまちづくり絵画コンクール 
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～持続可能な地域づくりの実践～ 

《株式会社ＬＣウェルネス》 （浜松市） 

 
浜松市南区恩地町にある株式会社ＬＣウェルネスでは、「おいしい」「うれしい」

「たのしい」をキーワードに、人と地域をつなぐコミュニティプラットホームを

創りました。 

「おいしい」は、孤食を防ぎ、心と体の健康増進を図ること。「うれしい」は、

自分の魅力を再発見し、仲間を作り、地域住民の一人として社会貢献できるよう

な機会のこと。「たのしい」は、世代を超えて楽しむ場のことです。 

この３つの要素を取り入れた多様な場と活動を通し、生涯現役で社会とつなが

り、生き活きと元気に過ごせる人づくり・まちづくりにつなげています。 
  

   
みんなの料理教室 人材養成講座 夏休み（冬休み）子ども教室

年齢や性別に関係なく、みんな

で料理をつくり、みんなで食べ

ます。 

体験を通じて学び、居場所づく

りを行います。 
高齢者から子どもまで一緒に

なって本気で遊びます。 

コラム No.３
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(4) 人権を尊重し認め合う共生の意識の浸透 

①人権尊重の理念を普及するため、県人権啓発センターを中心に、関係機関など

と連携し、あらゆる場における人権教育・人権啓発を推進します。 
 
②新型コロナウイルス感染症感染者や医療従事者、又はその家族等に対する誹謗

中傷、不当な差別が行われることがないよう啓発を行います。 
 
③地域住民が在住外国人の様々な国の文化や習慣に関して理解を深め、地域にお

ける多文化共生の意識の普及・定着を図ります。 
 
④児童虐待防止対策の効果的な実施を図るため、幅広い県民の理解を深めるため

の広報・啓発活動を実施します。 
 
⑤障害者差別解消推進のため、ヘルプマークの配布・普及啓発や、声かけサポー

ターの養成、ＵＤタクシーの導入の支援等を行い、全ての県民が相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指します。 
 
⑥介護家族からの要望を受けて作成した、認知症高齢者等を介護していることを

表示する「介護マーク」を、県内のみならず、全国への普及を促進し、介護す

る人を温かく見守り、支援する優しい社会の実現を目指します。 
 

ヘルプマーク 

 

義⾜や⼈⼝関節を使⽤している⽅、内部障
害や難病の⽅、妊娠初期の⽅など、外⾒か
らわからなくとも援助を必要としているこ
とを知らせるマーク 

ＵＤタクシー 

ユニバーサルデザインタクシーといい、⾞
内が広く、ドアの⼿すりや⾞イスに乗った
ままで乗⾞できるスロープなどを備えるな
ど、障害のある⼈も、ベビーカー利⽤の⽅
も、誰でも利⽤できるタクシー 

介護マーク 

 

介護中であることを表⽰するマーク 
外出先でこのマークを⾒かけたら温かく⾒
守ってください 

⼦ 育 て 優 待
カード 

18 歳未満の⼦どもの保護者と妊娠中の⽅
に配布され、⼦ども同伴で協賛店舗･施設を
利⽤した場合に各店舗・施設独⾃の「⼦育
て応援サービス」が受けられる優待カード
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２ 家庭や地域における多様な世代に対する福祉教育の推進 

 
        

 

現状・課題 

○地域には、子どもから高齢者、障害のある人、国籍や言葉が異なる外国人など、

多様な人々が暮らすにも関わらず、地域のつながりの希薄化から、お互いに接す

る機会が少なく、共に暮らしているという認識が薄れているのが現状です。子ど

もにとって、幼い時期から家族以外の多様な人々と触れ合うことは、お互いの個

性や多様性を認め合い、地域で支え合いながら暮らしていくことの大切さを学ぶ

ことができる機会となり、思いやりや優しさなどの人間形成や「地域共生」のこ

ころを育むことにつながります。 
 
○地域で働く人々の地域活動への参加を促すため、企業、民間事業所などにおける

福祉教育や地域貢献活動への理解を図る必要があります。 
 
○豊かな人間性の醸成には家庭における教育が重要です。しかし、ひとり親世帯や

夫婦共働き世帯の増加などにより、家庭での育児や介護の負担が増しており、仕

事と家庭が両立できる環境の整備や地域で家庭を支える仕組みの充実が必要で

す。 
 
○「地域共生」の理解を促進するためには、幼少期からのあらゆる世代における福

祉教育を推進することが重要となります。多様な人々との交流やふれあい体験な

ど、年齢に関係なく学び合う「機会」や「場」を継続的に提供できる環境の整備

が必要です。 
 
○「地域共生」のこころを育むため、学校だけでなく、家庭や地域において、福祉

教育を推進する人材の育成や確保が必要です。 
 

（１） 地域における福祉教育の推進 

（２） 家庭教育の支援の促進 

（３） 豊かな人間性を育む食育の推進 

（４） 幼少期からの福祉体験の推進 

（５） 家庭教育支援や福祉教育を推進する人材の育成 
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施策の方向 

○地域において、子どもが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境を整備す

るとともに、幼少期からのあらゆる世代における福祉教育を推進します。 
 
○働く世代の地域活動への参加を促進するため、県社会福祉協議会と連携し、企業

や民間事業所などに対して福祉教育や地域活動に係る情報提供などを行い、企業

等の地域貢献活動への関心や意欲を高めるとともに、その従業者の地域活動への

理解促進を図ります。 
 
○全ての親が安心して子育てや家庭教育を行えるよう、保育サービスの充実、子育

てに関する相談や情報提供、食育などを通じた家庭教育の支援を行います。また、

学校・家庭・地域が一体となって地域ぐるみで子どもを育てる体制づくりを推進

します。 
 
○地域や福祉を身近なものとして考え、地域の一員として共に思いやり、支え合う

「地域共生」の意識の醸成を促すため、幼少期からの福祉教育を推進します。居

場所における世代間交流、障害のある人等との交流体験、ボランティア学習など、

年齢に関係なく学び合う福祉体験や学習の「機会」や「場」の整備を進め、コロ

ナ禍においても、活動や人とのつながりを途切れさせることのないよう、ＩＣＴ

機器等の活用や創意工夫ある取組を推進します。 
 
○福祉教育を担う人材の育成や確保を図り、家庭や地域における福祉教育を推進し

ます。  

主な取組 

(1) 地域における福祉教育の推進 

①県社会福祉協議会が行う福祉教育推進事業を支援し、福祉教育推進セミナーの

開催や市町社会福祉協議会の教育担当者会議等を通じ、地域の多様な主体との

協働により、地域における交流・体験を主とした福祉教育を推進します。 
 
②「学校を核とした地域づくり」を目指して地域と学校が相互にパートナーとし

て連携・協働して活動ができるように地域学校協働本部の体制づくりを推進し

ます。 
 

(2) 家庭教育の支援の促進 

①全ての親が安心して家庭教育を行えるよう、地域のリーダーとなる家庭教育支

援員を養成し、この支援員を中心とした家庭教育支援チームの活動（学習機会

の提供、相談対応等）を促進します。 
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②学校や地域で開催される人づくり地域懇談会において、県が委嘱した人づくり

推進員が保護者や地域住民に対して、子育てやしつけ等に関する助言や啓発を

行います。 
 

(3) 豊かな人間性を育む食育の推進 

人生の早い段階から「食」との関わりを数多く持つことが重要であることから、

子どもへの食育を重視します。「0 歳から始まるふじのくにの食育」を合言葉に、

「共食による豊かな人間性の醸成」「ライフステージに応じた望ましい食生活の

実現」「連携・協働で進める食育の推進」に取り組みます。「ふじのくに食育推

進計画」に基づき、県民運動としての食育を推進します。 
 

(4) 幼少期からの福祉体験の推進 

①県社会福祉人材センター、学校、福祉施設等と連携し、幼少期からあらゆる世

代において福祉教育や福祉の職場体験等を行い、コロナ禍においてもＩＣＴ機

器等の活用や創意工夫による活動を推進します。 
 
②市町の地域福祉計画や市町社会福祉協議会の地域福祉活動計画において、幼少

期からの福祉体験の推進が施策として取り組まれるよう、市町における福祉教

育に係る計画の策定を推進します。 
 

(5) 家庭教育支援や福祉教育を推進する人材の育成 

①家庭、学校、公民館、自治会、ＮＰＯ等が協力して子どもを育てる体制づくり

を推進するため、学校と地域をつなぐ地域学校協働活動推進員や親の学びを支

援する家庭教育支援員を養成します。 
 

②人づくり推進員の活動が、県民自らが行う人づくりのより実践的な活動を促進

するように、人づくり推進員と市町人づくり担当職員を対象に研修会を開催し

ます。 
 

③特別支援学校での「交流籍」を活用した交流及び共同学習等に係る授業等の補

助に大学生等をボランティアとして活用することにより、教員の業務を補い、

教育活動の充実を図るとともに、地域福祉を推進する人材の育成と共生社会の

理解を促進します。 
 
 
 
 
 
 

 

体験を通じた福祉教育 
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３ 学校における福祉教育の推進 

 

 
 

           
○福祉教育の推進においては、福祉教育を「特別な学び」とするのではなく、自ら

の生活や体験に根ざしつつ、そこに生じる課題や意味について、世代を超えて不

断に学び合う時間や場所とすることが真の理解につながるものと考えられます。 

 

○幼少期から様々な人々との交流やふれあい体験を通じて、共生・共育のこころを

育むことが大切であり、特に、学校において、子どもから高齢者、障害のある人、

国籍や言葉が異なる外国人などの多様な人々が暮らす地域について学び、人々と

触れ合う中で「福祉」、「命の大切さ」、「生き方」などについて考え、他人を思い

やり、支え合って共に生きていくことの大切さを理解することが重要です。 

 

 ○こうした取組が学校だけでなく、地域においても継続的に取り組まれることが子

どもの理解促進につながることから、学校と家庭や地域、ＮＰＯ、企業などが連

携し、子どもの身近な地域において体験的・実践的な学びの場が提供され、多様

な人々との交流を通じて福祉教育を進めていくことが必要です。 

 

施策の方向 

○小・中学校における総合的な学習の時間などにおいて、地域の特性を活かした体

験活動や高校生の保育・介護体験実習などの自らの生活や体験を通じて、地域へ

の愛着や認識を深めるとともに、地域で共に暮らす人々の福祉についての理解促

進を図ります。 

 

○特別支援学校との交流や多文化との交流などにより、地域で共に暮らす多様な

人々への理解を図り、共生・共育のこころの学びを促進します。 

 

○子どもの社会参加を促し、地域の教育力を活用した体験的・実践的な学習を進め

ることで、身近な地域の中で多様な人々と共に生き、支え合うことの大切さを自

らの生活や体験を通じて学ぶことができるよう、地域全体で福祉教育に取り組み

（１） 教育機関における福祉教育・学習の推進 

（２） 共生・共育のこころの学び 

（３） 学校と地域やＮＰＯ等との連携・協働の充実 

現状・課題 
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ます。 

 

○学校と家庭や地域、ＮＰＯ、企業などが連携し、地域の外部人材や手引き書等の

福祉教材の活用による学校の教育活動の充実を通して、福祉教育の推進を図りま

す。 
 

主な取組 

(1) 教育機関における福祉教育･学習の推進 

①教育機関において、児童・生徒・学生が認知症の理解を一層深められるよう、

こどもサポーターの養成を促進します。 
 
②小・中学校における「総合的な学習の時間」をはじめ全教育活動において、人

権尊重の精神に基づき、福祉教育を推進します。 
 
③高校生の保育所、幼稚園、高齢者福祉施設に出向いての保育・介護体験実習や

ＩＣＴを活用した模擬体験を推進し、子育てや介護の意義を学ぶとともに、少

子高齢社会の認識を深めます。 
 

(2) 共生・共育のこころの学び 
①特別支援学校と保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校との交流及び共同

学習を進め、障害のある児童生徒等と障害のない児童生徒等が互いに支え合い、

共に生きる「共生・共育」の取組を推進します。 
 

②小学校、中学校、高等学校等において、他の国々の様々な文化や日本と異なる

文化への理解を深めるとともに、多文化共生意識の定着を促進するために、国

際交流員による出前講座を行います。 
 

(3) 学校と地域やＮＰＯ等との連携・協働の充実 

①学校・家庭・地域の連携を強化するために、地域学校協働本部の設置を促進す

るとともに、ＮＰＯや企業など様々な外部人材を活用した、連携・協働による

教育活動の実践に努めます。 
 
②県社会福祉協議会が作成した福祉教育副読本や地域福祉教育の手引き等の活

用促進を図り、学校と地域との連携による福祉教育を推進します。 
 
③県ボランティア協会が行うサマーショートボランティアなど、学校とＮＰＯ、

福祉施設等が協働して行う福祉体験や福祉教育の推進を図ります。 
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福祉教育副読本 みんなちがっても、おなじ「いのち」。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サマーショートボランティアの活動の様子 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

赤い羽根共同募金の助成を受けて、福祉教育副読本のパワーポイント版、ムービー版を作成 

《静岡県社会福祉協議会》 

《静岡県ボランティア協会》 

平成 30年度 

県西部の特別養護老人ホームにて 

令和２年度 特別企画 

つながれみんなのキモチ＊プロジェクト 

～みんなのチャレンジ エールを届けよう～ 

御殿場地区の事前研修会にて、簡易防護服を 

講師（右）に教わりながら製作している様子 

（赤い羽根共同募金助成事業） 

（赤い羽根共同募金助成事業） 
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１ 住民の地域活動への参加・交流の促進 

   

 

現状・課題 

○少子高齢化による家族機能の低下や地域のつながりが希薄化する中、個人や世帯

を取り巻く生活課題は多様化、複合化しています。ひとり暮らし高齢者やひきこ

もり状態にある人、在住外国人、介護と育児に同時に直面している世帯、生活困

窮者世帯、ひとり親世帯など、社会とのつながりが弱いことから、地域において

孤立するリスクが高く、見守りや配慮が必要な個人や世帯が増加しています。 

 

○平成 30 年４月に施行された改正社会福祉法において、多様化、複合化する地域

の生活課題に対応するため、必要な支援が包括的に提供されるよう、包括的支援

体制の構築が責務とされ、市町の地域福祉計画に定めることとされました。 

 

○令和元年 11 月に実施した県民意識調査では、普段、地域の人とどの程度の付き

合いをしているかの問いについて、「義理を欠かさない程度の付き合い」「あいさ

つをする程度の付き合い」「付き合いがない」と回答した人の割合は 81.8％でし

た。一方で、地域福祉活動への参加意向については、「今後も引き続き参加する」、

「今後参加したい」といった回答が併せて 73.5％と参加意欲が高い傾向にありま

した。今後、参加意欲のある人々を自治会・町内会、ボランティア、ＮＰＯなど

の地域福祉活動につなげるよう参加促進を図っていくことが課題です。 

 

○地域の生活課題に対応するためには、地域の支え合いを強化し、地域の生活課題

を「他人事」ではなく「我が事」として捉え、地域全体で支える仕組みが必要で

（１） 市町地域福祉計画の推進支援 

（２） 住民主体の支え合いによる地域活動の推進 

（３） 地域における相談・見守り体制の充実 

（４） 多様な人・世代が集う居場所づくりと住民参加の促進 

（５） 在住外国人と共生する豊かな地域づくり 

（６） コミュニティづくりの支援 

（７） 地域のネットワークづくりの促進 

（８） 健康、福祉、地域活動に関する情報提供の充実 

Ⅱ 共生の地域づくり 
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す。そのため、住民同士のつながりや交流を促進し、多様な人やモノ、情報など

が集う居場所や高齢者のサロンなどの「場」や「活動」を住民が主体となって創

っていくことが重要です。このことから、一人ひとりが、地域において役割や生

きがいを持ち、誰もが暮らしやすい地域となるよう自ら行動することが求められ

ています。 

 

○住民主体の「場」や「活動」においては、相談支援機関などの専門職が積極的に

関わり、課題を抱えた人を早期に把握し、支援につなげることが重要です。 

 

○居場所や高齢者のサロンなどでは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による

活動の自粛により、これまでのような活動ができず、相談がつながりにくくなっ

たり、高齢者の生活状況や健康状態の把握が困難になるなど、課題となっていま

す。 

 

○地域の生活課題の解決に向けて、住民と自治会・町内会、地区社会福祉協議会、

ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、企業、行政などの地域の多様な主体が

連携して、地域づくりを進めていく必要があります。 

 

○住民等の地域活動への興味や関心を促し、気軽に地域活動に参加できるよう、情

報の提供などに係る環境の整備が必要です。 

 

施策の方向 

 ○県は、広域的な見地から、市町の地域福祉計画に基づく地域福祉の推進を支援し

ます。特に、多様化、複合化する地域の生活課題に対応するため、市町の包括的

支援体制の構築を支援し、分野や属性に関わらず相談を受け止める包括的な「相

談支援」や住まい・就労の確保等により社会とのつながりを再構築する「参加支

援」とともに、地域において、住民等が主体的に地域活動に参加・交流できる居

場所等の場の整備や活動環境の整備など、「地域づくりに向けた支援」に係る市

町の取組を推進します。 
 
 ○今後の地域福祉の担い手として、子どもや若者、アクティブシニアなどの多様な

人々のボランティア活動への参入の裾野を広げ、ボランティア養成やリーダー育

成、新たなボランティア活動の立ち上げ支援など、自主的・自発的な活動を促進

します。また、地域における支え合い活動や見守り・相談支援などを行う老人ク

ラブ（シニアクラブ）や認知症サポーター、子育てボランティアなどの団体・組

織の活動を支援し、活性化を図ります。 
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 ○住民等が主体的に、地域で支援を必要とする人や生活課題を把握し、課題解決に

向けて取り組むことができるよう、地域における支え合い活動や交流の促進を図

ります。また、関係機関と連携し、支援を必要とする人が早期に相談や支援につ

ながるよう、地域ぐるみで見守り等の支え合いの仕組みの充実を図ります。 
 
 ○人と人とのつながりや世代間の交流を創る住民主体の居場所や高齢者サロン、子

ども食堂などの「場」の整備や「活動」を促進するとともに、障害の有無や年齢、

国籍、性別などに関わらず、誰もが集い、交流できる場とするよう、地域共生の

意識の醸成を併せて促進していきます。また、コロナ禍での新しい生活様式を踏

まえ、つながりを途切れさせない創意工夫ある活動を推進し、人と人とが豊かな

つながりを築くことで、“生まれてよし”、“住んでよし”、“老いてよし”と誰も

が言える“ふじのくに”づくりに向けて地域福祉を推進します。 
 
 ○課題を抱え、支援が必要な人だけでなく、誰もがいつでも気軽に立ち寄ることが

できる居場所や高齢者サロン、交流の場等の地域活動の拠点について、既存施設

等の活用も図りながら、整備を促進します。 
 
 ○近年、増加する在住外国人について、地域の構成員として、住民との交流により

お互いの文化や生活習慣等を理解し、共生する地域づくりを推進します。 
 
 ○地域の特性を活かした住民等の主体的な地域づくりやスポーツ振興などを通じ

て、コミュニティ組織の活性化や活動の推進を図ります。 
 
 ○地域活動を一層推進するため、民生委員・児童委員、シニアクラブなどの団体・

組織を含む住民、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、

社会福祉協議会、企業、行政などの多様な主体による地域のネットワークを構築

し、福祉分野を超えた多分野との相互の連携や協働による活動を促進します。 
 
 ○広報誌、テレビ、ラジオ、インターネット、ＳＮＳ等の様々な情報ツールを活用

し、健康、福祉、地域活動に関して、情報提供の充実を図ります。 
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～居場所づくりをサポート～  

《さわやか静岡》  
 

静岡県では居場所づくりを静岡県、静岡県社会福祉協議会、 

さわやか静岡が協働して進めています。 

さわやか静岡は、（公財）さわやか福祉財団の研修を修了 

したインストラクター３名で構成されており、実践者の立場 

から居場所に関する研修会や、居場所を始めたい方からの 

相談に応じています。 

また、居場所の実践者同士がつながり、情報交換する 

「静岡県居場所アドバイザー連絡会」を立ち上げ、更に活動の輪を広げています。 

コラム No.４

（居場所に関する研修会） 

～誰でも、いつきても、何時に帰っても～ 

 《くるらの家》 の居場所づくり活動 （沼津市）

 

戸田地区は三方を山に囲まれ、西に駿河湾を有する地域です。 

面積は約 35ｋ㎡で、うち８割は山林であり、高齢化が 

進んでいます。 

「くるらの家」は平成 27 年４月に沼津戸田地域 

活性化センター道の駅「くるら戸田」のオープンに 

併せて同時開設し、毎週水曜日に「くるら戸田」の 

２階で開催しています。 

当初は、少人数の参加者でしたが、地域の交流拠点 

で参加者たちが意見を出し合い、活動をつくり上げて 

いくことで、横のつながりが広まっていきました。 

 

現在では、介護予防の 100 歳体操を実施するほか、地元駐在所の警察官や診療

所の医師を講師に招いて講演会を実施したり、森林組合と協力し、地域の名産タチ

バナ（みかんの原種）の皮むき、梅林の手伝い、更には深海魚や居場所利用者が持

ち寄った野菜を使った食堂を運営するなど、多岐にわたる活動をしています。 

（100歳体操）

コラム No.５ 
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主な取組 

(1) 市町地域福祉計画の推進支援 

①市町の地域福祉計画の達成や地域福祉の推進に資するよう、計画策定に係る研

修や先進事例の紹介等を通じ、計画の推進を支援します。 

 

②市町の地域福祉計画に基づく包括的支援体制の構築に係る取組などを支援す

るため、県アドバイザーの派遣や相談支援などを行います。 

 

(2) 住民主体の支え合いによる地域活動の推進 

①県社会福祉協議会と連携し、小・中学校区単位等の小地域福祉活動の担い手（住

民リーダー、地域福祉コーディネーター等）の養成を支援します。市町社会福

祉協議会等の中間支援組織における地域福祉コーディネーター等の活用を促

し、住民、団体等による組織的な地域活動を推進します。 

 

②小地域福祉活動の推進や居場所づくり等を行う市町社会福祉協議会の地域活

動に係る事業を支援します。また、県社会福祉協議会を通じて行う市町社会福

祉協議会等のボランティアセンターの運営支援やボランティアコーディネー

ター養成研修の実施により、地域活動に資する体制整備を促進します。 

 

③ボランティア活動の支援、広報、啓発活動等を行う県ボランティア協会の活動

を支援します。 

 

④企業や教育委員会等の関係機関と連携し、市町が実施する認知症サポーター養

成講座の開催促進やチームオレンジの活動推進を通じて、地域における理解と

支え合いの輪を広めていきます。 

 

⑤地域における児童の健全育成活動に取り組む子ども会活動などを支援します。 

 

⑥子育て経験者（シルバー世代、保育ママ等）が子育て支援に活躍できる環境づ

くりを推進します。 

 

⑦子育て家庭が、地域・企業・行政一体となって支援されていることを実感でき

るよう、子育て優待カード協賛店舗を拡充するとともに、スマートフォンのア

プリを導入し、優待カードの利便性の向上を図ります。 

 

⑧市町が運営するファミリー・サポート・センターの設置をさらに働き掛けると

ともに、センター間での子育ての相互援助や、病児・病後児預かり等の拡充を

支援します。 
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⑨地域全体で青少年の健全育成を図るため、「地域の青少年声掛け運動」の一層

の普及・拡大に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～自由な集まりから課題解決型の住民組織に～ 

 《悠遊倶楽部》   （袋井市） 

浅羽南自治会地区は 1980 年前後に造成された“全国からの寄せ集め新興住宅地

域”であり、平均年齢は 51 歳、高齢化率は 31.7％（袋井市 23.1％）と、若年層

や孫世代が少ない地区です。 

悠遊倶楽部は、住民同士のコミュニケーションの 

減少がある地域の現状を変えようと平成 28 年に設立 

した組織です。入・退会は自由、会費なしで、「住み 

よいまちづくり」のために住民の交流・親睦・コミュ 

ニケーションを図ることを目的とした、自治会組織に 

属さない有志による自由な集まりとなっています。 

 

当初、住民が交流でき、喜んでもらえることをやろうと、青年部、子供会等とも

協力し、地区で「花見」を開催したところ大盛況となりました。 

ひとつ成功すれば次から次へ、今では、「夏祭り」「祭典」「美化活動」など様々な

イベントを開催しています。 

                 誰もが集まれる場をつくったことで、地域のコミ

ュニケーションも深まり、世代間のつながりもでき

ました。また、イベントに参加してくれた住民が、

自分も力になりたいと、悠遊倶楽部に入会してくれ

たりもしています。 

               現在、日常生活での「ちょっとした困りごと」を

地域で支え合う生活支援サービスを始めています。

 

（悠遊倶楽部の集会）

（地区で初めて開催した花見）

コラム No.６
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(3) 地域における相談・見守り体制の充実 

①民生委員・児童委員の活動を支援することにより、民生委員・児童委員と住民、

自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議

会、企業、行政などの地域の多様な主体との連携を促進し、地域での住民相互

の支え合い活動や地域の見守り支援体制づくりを推進します。 

 

②シニアクラブが取り組むひとり暮らし高齢者への声かけや安否確認などの友

愛訪問活動を支援します。 

 

(4) 多様な人・世代が集う居場所づくりと住民参加の促進 

①高齢者や障害のある人、子どもの垣根なく、誰もがいつでも利用できる自由な

ふれあいの場所である「居場所」の立ち上げ等を推進していきます。 

 

②地域住民等による居場所づくりや生活支援に係る活動を支援するため、生活支

援コーディネーターを養成し、コーディネーター間のネットワーク化により活

動の促進を図ります。 

 

③通いの場の好事例を市町に情報提供するなど、住民主体の通いの場の設置を支

援します。 

 

④(一財)静岡県老人クラブ連合会（シニアクラブ静岡県）と連携し、各市町老人

クラブ連合会（各市町シニアクラブ）等が実施する登下校時の見守り活動や昔

遊び、スポーツ活動を通して、世代間交流を支援します。 

   

⑤地域子育て支援拠点や児童館など、親子が集い相談できる場の充実を推進しま

す。 

 

⑥地域と学校の連携・協働による社会総がかりで子どもを育む環境を整備するた

め、地域学校協働本部の設置を促進し、ＰＴＡ活動や学校支援活動、放課後子

ども教室、地域における体験活動等の様々な教育活動に住民の参加を促します。 

 

⑦社会福祉施設において、地域住民が行う地域活動との連携及び協力など、地域

との交流を推進します。 
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～県営住宅を活用した居場所づくり～ 

県営光ケ丘団地 《居場所 101》 （三島市） 

 
 県営光ケ丘団地は、10 棟、約 270 世帯が居住し、約半数が独居世帯です。 

ひとり暮らし高齢者が増加し、団地事務局への相談が増加したため、今後の光ケ丘

団地のあり方について検討したところ、みんなが集まれる居場所・サロンの要望が

ありました。 

従来の地域交流の場である集会所に行くまでには長い階段がある等、活用しにく

かったため、新たな居場所を検討し、中間地にある１棟の空き部屋を使用すること

にしました。 

現在では、三島市社会福祉協議会が加わりながら、住民が自ら企画・立案し、居

場所の運営を行っており、居場所を通じて情報発信、困りごとの早期発見、高齢者

の見守り活動につなげています。 

コラム No.７

←居場所の様子 

テーブル、カーテンなどは住民が

持ち寄ったもの 
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(5) 在住外国人と共生する豊かな地域づくり 

①在住外国人との交流を促進するイベント等を通じて、多文化共生意識の定着を

促進します。 
 
②多言語や「やさしい日本語」での情報提供や、地域日本語教室の運営等の取組

を推進し、在住外国人とのコミュニケーションを支援します。 
 
③外国人県民からの相談に多言語で対応する「静岡県多文化共生総合相談セン

ター かめりあ」を運営します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) コミュニティづくりの支援 
①地域の課題に自発的に取り組むコミュニティリーダーの養成（コミュニティカ

レッジ等）やコミュニティ活動への参加を促す啓発事業等を支援します。 

 

②各市町が実施する、コミュニティ組織の活動拠点となるコミュニティ施設整備

や、コミュニティ施策の更なる充実に向けて支援を行います。 

～外国人散在地域で多文化共生を目指す～ 

《のびっこクラブみしま》（三島市） 

            令和元年度ふじのくに地域共生大賞 多文化共生賞受賞 

 

三島市は、外国人の数が県西部と比べて多くないため、行政の支援やボランティ

アが少ないのが現状です。そのため、外国にルーツを持つ子どもが学習についてい

けない状況のまま学校で孤立してしまうことがあります。 

 

「のびっこクラブみしま」は、外国にルーツを持つ子ど 

もたちが、学習や体験を通じて、子どもが子どもとして豊 

かに生きることができる地域共生社会の実現を目指すこと 

を目的に 2010 年に発足しました。 

 

活動内容は、継続支援を目標に、外国から日本へ来た

子どもたちの日本語学習支援、進学・就職支援、課外活動

など学習者に寄り添った支援を行っており、地域の大学生

や高校生、行政とも連携、協働を進めています。 

 

コラム No.８

（大学生と楽しく勉強） 

（日本文化体験 茶道） 
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③地域づくりアドバイザーを派遣することにより、地域の特性を活かした地域づ

くり事業の円滑かつ効率的な推進を図り、個性的で魅力ある静岡県づくりを推

進します。 

 

④地域住民が自主的・主体的に運営する総合型地域スポーツクラブが、コミュニ

ティの核として、スポーツの振興やスポーツを通じた地域づくりなどに向けた

多様な活動を展開するよう関係団体と連携して支援します。 

 

(7) 地域のネットワークづくりの促進 

①民生委員・児童委員や民生委員・児童委員協力員により、早期に相談・支援に

つなげる地域のネットワークづくりを促進します。また、支援が必要な人を確

実に相談支援機関等につなげるため、福祉、保健・医療機関等の関係者や専門

職との連携を促進します。 

 

②住民が相互に協力し、子どもと子育て家庭を支援する小地域ネットワークづく

りや、子ども会や母親クラブ等の子育て支援団体、地域子育て支援拠点等によ

る子育て支援のネットワーク化を促進します。 

 

③地域において、多頭飼育崩壊や飼い主の施設入居等により動物が取り残される

ことが課題となっていることから、福祉サービス事業所やシニアクラブ、民生

委員・児童委員などと連携し、事態の早期相談、早期発見につながるネットワー

クづくりを促進します。 

 

(8) 健康、福祉、地域活動に関する情報提供の充実 

①県民だより、県ホームページ、メールマガジン「いきいき生活応援便」等を活

用し、健康福祉に関する情報を迅速かつきめ細かく提供します。 

 

②県民の生涯にわたって学び続ける意欲を高めるため、生涯学習情報発信システ

ム「まなぼっと」により子どもから成人までの学習情報を一元的に提供します。 

 

③県社会福祉協議会と連携し、市町社会福祉協議会などのボランティアセンター

における活動や運営を支援することにより、ボランティアに係る情報の提供や

あっせん・調整などの推進を図ります。 

 

④県ホームページを活用し、市町、民間団体等の子育て支援活動に関する情報を

提供します。 

 

⑤県ホームページの家庭教育支援情報サイト「つながるネット」において家庭教

育支援に関する資料や情報を提供します。 
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２ 多様な主体による双方向型の地域活動の推進 

 
         

現状・課題 

○地域活動において、障害の有無や年齢、国籍、性別などによって、「支える側」、

「支えられる側」という役割を固定せず、誰もが時に支え、支えられる存在とな

る「双方向型」の支え合いにより、その人が持つ能力に応じて社会に参加し、地

域を共に創っていくことが期待されています。 

 

○そのため、他人を支えるとともに、必要な時には躊躇なく助けを求め、「支えら

れる側」になることができるお互い様の地域づくりが必要です。 

 

○民生委員・児童委員の活動については、令和元年度の委員一人当たりの活動日数

は 130.9 日であり、約３日に１日活動をしており、活動負担が大きい状況が続い

ています。また、平成 31 年３月に実施した民生委員・児童委員に対するアンケー

ト調査では、委員になったことを「とても良かった」「良かった」と回答した割

合が８割を超えている一方で、「活動に負担を感じている」と回答した人の割合

は６割以上ありました。 

 

○地域におけるボランティア登録団体数は、平成 29 年度に 3,018 団体、令和元年

度には 2,857 団体であり、ＮＰＯ法人数については、平成 29 年度に 1,281 法人、

令和元年度には 1,264 法人と伸び悩んでおり、住民主体の活動の組織化を促進す

る必要があります。 

 

○地域福祉の推進には、社会福祉制度などの公的サービスだけでなく、住民、ボラ

ンティア、ＮＰＯ等の自主的、主体的な地域活動のほか、社会福祉法人、社会福

祉協議会、企業などの民間組織の力を活用した活動を一層促進していく必要があ

（１） 県・市町社会福祉協議会の活動の充実 

（２） 民生委員・児童委員の活動しやすい環境づくり 

（３） ボランティア・ＮＰＯ等による地域活動の推進 

（４） 企業等による地域貢献活動の推進と連携強化 

（５） 社会福祉法人の地域における公益的な取組の推進 

（６） 寄附や共同募金等への理解と取組の促進 

（７） 多分野連携・協働による地域活動団体への取組の支援 

42



ります。 

 

○平成 28 年３月の改正社会福祉法において、社会福祉法人は、地域において公益

的な取組を積極的に行い、地域社会への貢献が求められることとなりました。こ

れにより、地域に対して、法人が有する機能を提供したり、複数の法人の協働に

より、研修会の開催や地域における勉強会への講師の派遣、住民等の交流会・懇

談会の開催のためのコーディネートや場所の提供、実習やボランティアの受け入

れなど、地域づくりの拠点としての役割が期待されています。 

 

○地域活動を継続するためには、活動の財源を確保する必要があります。地域活動

を支える財源としては、社会福祉法に位置付けられた共同募金がありますが、助

成先には、住民・ボランティアによる地域活動を行う組織、ＮＰＯ、社会福祉法

人、県・市町社会福祉協議会などがあり、広く地域活動に活用されています。そ

の他、クラウドファンディングやふるさと納税など寄附の方法も多様化していま

す。地域活動の支援を募る方法として寄附や募金などの活用の促進を図り、寄附

等が地域貢献につながる活動として県民の理解が進むよう寄附文化の普及を図

っていく必要があります。 

 

○地域の生活課題は多様化、複合化していることから、住民、自治会・町内会、地

区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議会、企業、行政などの

地域の多様な主体が、福祉の分野を超えてお互いに連携・協働することが課題解

決や地域福祉の推進において重要です。 

 

施策の方向 

○障害の有無や年齢、国籍、性別などに関わらず、誰もが時に「支える側」、「支

えられる側」となりながら、「双方向型」の支え合いの下、一人ひとりが役割や

生きがいを持って地域づくりに参加し、地域を共に創っていく地域共生社会を目

指します。そのため、共生による地域づくりや参加支援などの取組を行う事例の

紹介や啓発活動を通じて、地域共生の意識の醸成を図るとともに創意工夫による

多様な地域活動を推進します。 

 

○県・市町社会福祉協議会は、民間福祉活動の中核的な団体であり、市町における

地域福祉推進の重要な役割を担っています。市町と連携し、県・市町社会福祉協

議会の経営基盤の強化や事業の充実を図り、官民連携による地域福祉の推進を図

ります。 

 

○民生委員・児童委員は、住民の身近な相談者であり、行政と住民とのパイプ役を

果たすなど、地域福祉の推進者として大きな役割を担っています。こうした活動
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を支援するため、県民生委員児童委員協議会と協力し、民生委員・児童委員協力

員の活用による負担軽減やその他活動の支援により、民生委員・児童委員が活動

しやすい環境の整備を図ります。 

 

○住民主体による地域づくりの推進のため、地域で活動するボランティア団体やＮ

ＰＯの人材育成、組織運営に係る支援などを行い、一層の活動の推進と活性化を

図ります。 

 

○地域の民間団体、組織である社会福祉法人、企業などの地域貢献活動との連携を

図ることにより、地域活動への参入促進や活動の活性化を図ります。また、福祉

の分野を超えて、住民と企業等との協働により、福祉関連産業、健康関連産業、

環境関連産業などの領域で、地域密着型ビジネスやＮＰＯの創設などにつなげる

ことができるよう、創意工夫ある活動を促進します。 

 

○社会福祉法人においては、地域における公益的な取組が求められていることから、

地域の社会福祉法人間のネットワークの構築を図り、住民等と地域の生活課題を

共有し、協働による生活課題の解決に向けた取組を推進します。 

 

○地域が地域を支える仕組みとして、共同募金活動に対する県民の理解を図ります。

また、クラウドファンディングやふるさと納税などの多様な寄附方法の活用や普

及により、多くの人が地域福祉に関心を持ち、寄附等を通じて地域活動に参加で

きるよう、寄附文化の醸成や地域福祉に対する理解促進を図り、地域活動の活性

化につなげます。 

 

○福祉の分野を超えて、教育、就労、住宅、交通、環境、まちづくりなどの多分野

との連携・協働を図る、地域活動団体の取組等を支援します。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

【双方向型のイメージ】 
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～社会とつながる、互いにつながる介護サービス～  

《ＮＰＯ法人ＷＡＣ清水さわやかサービス》 （静岡市） 

ＮＰＯ法人ＷＡＣ清水さわやかサービスは、「はたらく」こと、社会参加を大切

にし、介護サービスの提供を行っています。 

施設の１階には、利用者本人が望む日常生活を送るため、歩行訓練や食事レクな

どを行う高齢者向けのデイサービスがあり、２階には、若年性認知症を抱えながら

も、協力してはたらいたり、ボランティア活動などを通じて社会参加をする「ＷＯ

ＲＫＷＡＣ」があります。 

また、若年性認知症を抱えた本人、その家族がお互いに話し合える家族会を隔月

に開催し、家族同士のつながりや様々な協力機関との連携も大切にしています。 

 

ＷＯＲＫＷＡＣデイサービス わくわく亭 家族会ＳＵＮＳＵＮ 

 
「はたらく」の一環として、他

の法人に出向いての洗車、広告

チラシ等の配布、個人宅での草

取りを行います。 

子どもから高齢者まで、誰でも

参加できる居場所の活動を週

５回常設で実施しています。現

在は「しぞ～かでん伝体操」を

週３回行っています。 

認知症本人やその家族が参加す

る家族会は、実際に体験したこ

と、悩み、関係する制度等の活

用方法など、様々な情報交換の

場でもあります。 

コラム No.９
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主な取組 

(1) 県・市町社会福祉協議会活動の充実 

①社会福祉協議会は、社会福祉法において、地域福祉を推進する中心的な団体と

して定められていることから、市町、関係団体との連携の下、経営基盤の強化

や活動の充実を図ります。 
 
②県社会福祉協議会の第五次地域福祉活動推進計画と連携し、市町における地域

福祉の推進を支援します。また、市町の地域福祉の取組が官民の連携の下で推

進されるよう、市町社会福祉協議会の地域福祉活動計画の策定・推進を支援し

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

～高齢化の先進地が行う居場所活動～  

《浜松市社会福祉協議会天竜地区センター》 （浜松市） 

浜松市北部に位置する天竜区は、市域の中で最も高齢化が進んでいる地域です。

中には、高齢化率100％、生まれてくる子どもが０人という小さな単位の自治会

もあります。 

そのような中、各地区では、高齢者が車を運転できなくなった後の生活を考え

て、移動販売車を用いた買い物支援活動を開始したり、住民同士が顔を合わせら

れるサロン活動を行うなど、地域づくりが盛んに行われています。 

 

買い物支援活動 笑いいっぱいサロン活動 女性だけの＋１サロン活動

下阿多古地区 佐久間地区 龍山地区 

 

地区社協が中心となり運営し

ています。サロン開催日にあ

わせて移動販売車が訪問する

ので、サロン参加者は帰りに

買い物ができます。 

「できる人ができる事をやれ

ばいい」、という考えの下で実

施。また、研修医や実習生も積

極的に受け入れています。自宅

の居間にいるような居心地の

良さです。 

高齢化率 64.9％の地区です

が、住民が主体となってサロ

ン活動を行い、さらに女性だ

けのサロン活動も行っていま

す。 

コラム No.10 
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(2) 民生委員・児童委員の活動しやすい環境づくり 

①住民の立場に立って相談援助活動を行う民生委員・児童委員は、地域活動の重

要な担い手であることから、市町、社会福祉協議会等と連携し、県民生委員児

童委員協議会とともに、活動環境の整備や担い手の確保を図ります。 
 
②社会福祉制度改正や多様化、複合化する地域の生活課題等に対応し、民生委

員・児童委員の資質向上を図るため、研修の充実を図ります。 
 
③民生委員・児童委員活動の指導等を行う民生委員活動指導員の設置等、県民生

委員児童委員協議会の運営を支援します。 
 

④民生委員・児童委員活動について、住民の理解を促進し、活動しやすい環境を

確保するため、活動の内容や職務の重要性などについて、住民への周知・啓発

を行います。 
 
⑤民生委員・児童委員協力員制度による民生委員・児童委員の活動負担の軽減や

地区民生委員児童委員協議会の運営補助などを通じ、委員が活動しやすい環境

の整備を図ります。 
 

(3) ボランティア・ＮＰＯ等による地域活動の推進 

①県社会福祉協議会と連携し、ボランティア活動の中間支援組織である市町社会

福祉協議会や県ボランティア協会などの団体等の活動を支援し、地域のボラン

ティア活動を促進します。 
 
②地域におけるボランティア、市民活動の推進のため、県社会福祉協議会を通じ、

ボランティアコーディネーターを養成します。 
 
③ふじのくにＮＰＯ活動センターや市町設置のＮＰＯ活動支援センターの中間

支援機能を充実します。 
 
④継続的な事業主体としてのＮＰＯ法人の組織運営力の強化を図るため、会計、

労務、資金調達などの研修会を開催します。 
 
⑤子育て支援活動を行うＮＰＯ法人など、子育て支援に関する様々な団体の取組

を支援します。 
 
⑥地域の中で生活援護等を必要とするひとり親家庭を対象に、児童の養護、生活

費等の相談に応じ助言を行う母子・父子福祉協力員に対して、研修や相談対応

への助言を行い、活動を支援します。 

47



(4) 企業等による地域貢献活動の推進と連携強化 

①企業等の地域貢献活動の促進や地域活動への参入促進を図るため、県社会福祉

協議会と協働し、寄贈品等の受入れや広報啓発などを行い、企業等の主体的な

取組を促進します。 
 

②認知症高齢者の見守り等について、県警、企業、市町等と連携して市町域を越

えた広域での見守り体制を構築します。 
 

(5) 社会福祉法人の地域における公益的な取組の推進 

市町社会福祉協議会を中核とした地域の社会福祉法人間のネットワークを構築

することで、各社会福祉法人が地域課題を共有し、協働により地域貢献事業の

実施を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (6) 寄附や共同募金等への理解と取組の促進 

①地域における福祉ニーズに柔軟に対応して共同募金活動が行われ、適切に配分

されるよう、社会福祉協議会等の関係機関の協力の下、共同募金運動を周知す

るなど、県共同募金会の活動への理解促進を図り、取組を支援します。 
 

②地域活動を支える仕組みとして、ふるさと納税や活動団体等への寄附等の理解

を図ることにより、地域貢献活動への関心を高め、地域活動への参入促進につ

なげます。 
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(7) 多分野連携・協働による地域活動団体への取組の支援 

①民間社会福祉団体の活動基盤の強化を図り、主体的な福祉活動を促進します。 

 
②県社会福祉協議会と連携し、地域活動団体の先駆的な取組に対する表彰や助成

などにより活動を支援し、広く県民に活動内容の周知を図り、地域活動におけ

る多分野との連携や協働を一層推進します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～社会参加支援の取組 みんなが笑顔で働ける職場づくり～  

《株式会社カクト・ロコ》  （浜松市） 

 

（株）カクト・ロコでは、サボテンの生産・販売を行っています。 

従業員のうち９割が女性で、60 歳以上の高齢者や 

障害のある人も積極的に雇用しています。子育て中でも、 

家庭と仕事との両立ができるよう、働く人に合わせて 

様々な雇用形態・育休制度を用意し、女性にとって働き 

やすい環境づくりを行っています。 

また、女性にとって働きやすい職場は、高齢者や障がいのある人も働きやすい

職場であることから、様々な人の社会参加を促進しています。   

家庭に入っていた女性に丁寧に仕事のやり方や

仲間作りを教えることで、時間をかけてゆっくりと

女性のリーダーも育ててきました。今では、生産、

出荷、寄植え、ネット・店舗販売の４部門で女性が

責任者となっています。 

 

また、地域との共存共栄として、まちにアーモンド 

の苗木を植栽する「ふるさと夢 MI 隊」や地域の施設 

等をつなぐ、マップづくり・新聞づくりをする「都田 

わくわくし隊」などの活動も行っています。 

コラム No.11 

（マップづくり） 
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３ ユニバーサルデザインと福祉のまちづくりの推進 

 

 

 
     

 

現状・課題 

○本県では「静岡県福祉のまちづくり条例」や「ふじのくにユニバーサルデザイン

行動計画」により、ユニバーサルデザインの理念の普及と実践の促進を図り、住

む人も訪れる人も快適に安心して過ごせる地域づくりを進めています。 

 

○障害のある人や高齢者等、全ての人が社会参加できる福祉のまちづくりの推進や

誰もが安全で円滑に利用できる公共的施設の整備など、ソフト、ハード面による

環境の整備と併せ、気軽に声をかけたり、介助の手をさしのべるなど、ハート面

における心のユニバーサルデザインの醸成と実践の促進を図る必要があります。 

 

○県民、事業者等が、福祉のまちづくり条例やユニバーサルデザインの趣旨

を理解し、地域づくりやまちづくりに取り組んでいけるよう普及啓発や情

報発信を行っていくことが必要です。 

 

○また、東京 2020 オリンピック・パラリンピックの開催を機に、県民の地

域共生やユニバーサルデザインの意識を高め、本県を訪れる様々な人々を

思いやり、おもてなしの心を持って温かく迎えるとともに、心のバリアフ

リーやまちづくりを並行して進めていく必要があります。 

 

○障害のある人もない人も、相互のコミュニケーションを確保するためには、

静岡県手話言語条例に基づいた言語である手話の普及や障害特性に応じ 

たコミュニケーション手段の充実を図る必要があります。 
    

施策の方向 

○車いす使用者駐車場の適正な利用を推進する取組（「静岡県ゆずりあい駐車場制

度」）の利用促進や周知を図り、県民がお互いに譲り合い、助け合う思いやりの

（１） 福祉のまちづくり条例の普及啓発 

（２） 誰もが暮しやすいまちづくりの推進 

（３） 安心して利用できる製品やサービス・情報の提供 

（４） お互いを尊重し、共生する社会づくり 
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心の醸成を図ります。 

 

○ユニバーサルデザインの考え方に基づく福祉のまちづくりを推進するため、広く

県民や事業者等に福祉のまちづくり条例やユニバーサルデザインの普及啓発を

図ります。 

 

○福祉のまちづくり条例に基づく届出が必要な公共的施設について、整備基準の適

合率向上に向けて、今後、関係機関等と対応を検討していきます。 

 

○福祉のまちづくりを推進し、全ての人の社会参加を促し、誰もが安全で円滑に利

用できるよう、公共施設、鉄道やバス、道路、都市公園等におけるバリアフリー

化を促進します。 

 

○常に利用者の声に耳を傾けながら、誰もが使いやすく、安心して利用できる製品、

サービス、多様な手段による情報の提供などを行い、社会の環境整備を進めます。 

 

○全ての人が自由に活動することを妨げない環境づくりを推進するとともに、お互

いを尊重し共生する社会づくりを目指し、ユニバーサルデザインの理念の普及と

実践の促進を図ります。 

 

○聴覚に障害のある人とない人との円滑なコミュニケーションを図ります。 

 

主な取組 

(1) 福祉のまちづくり条例の普及啓発 

①車いす使用者駐車場の適正な利用を推進する取組（「静岡県ゆずりあい駐車場

制度」）等により、「思いやりの心（心のユニバーサルデザイン）」の醸成を図

ります。 
 

②条例基準に基づき、誰もが自由に社会参加できる福祉のまちづくりの普及・定

着に努めます。 
 

(2) 誰もが暮らしやすいまちづくりの推進 

①ユニバーサルデザインを取り入れた建築物の設計促進や身体障害者用駐車場

の適正な利用（「静岡県ゆずりあい駐車場制度」）の推進など、誰もが快適に施

設等を利用できる環境の整備を促進します。 
 
②高齢者対応住宅普及研修会の開催等により、高齢者が安心して安全に過ごすこ

とができる住宅の普及を促進します。 
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③幅の広い歩道の整備や歩道の段差・勾配の改善、統一性や連続性及び英語表記

を充実させた道路案内標識の整備など、人に優しい歩行空間の整備を推進しま

す。 
 

④鉄道駅への障害者対応型エレベーター、多機能トイレ等の設置や超低床バス等

の導入を支援し、交通機関等のユニバーサルデザイン化を促進します。 
 

(3) 安心して利用できる製品やサービス・情報の提供  

①高齢者や外国人など利用者の多様なニーズに応じた製品があふれる環境づく

りを進めるため、多様なものづくりを支援するとともに、ユニバーサルデザイ

ンに配慮された製品の利用を促進します。 

 

②高齢者や障害のある人、外国人、子ども連れの人など、誰もが安心してサービ

スを受けられるよう、案内看板等の多言語化や「やさしい日本語」による表記

など、もてなしの心あふれるサービスや分かりやすい情報の提供を推進します。 

 

(4) お互いを尊重し、共生する社会づくり 

①人々が持つ多様な特性や違いを認め合い、全ての人が自由に活動できるととも

に、暮らしの中で思いやりの心に触れ合い、住む人も訪れる人も快適に安心し

て過ごせる地域を目指し、ユニバーサルデザインの情報発信や普及、実践支援

を行います。 
 
②障害のある人の就労支援や、高齢者がいきいきと暮らすことができる環境整備

など、全ての人の社会参加を促進します。 
 
③聴覚に障害のある人とない人が、円滑なコミュニケーションを図ることができ

るよう、ろう者の言語である手話の普及に努めるとともに、手話通訳者、要約

筆記者を養成・派遣します。 
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～地域と連携し、高齢者・障害のある人の 

観光をサポート「ラクタビスト」～ 

   《ＮＰＯ法人みんなの家》 （西伊豆町） 

 ＮＰＯ法人みんなの家では、西伊豆旅行を希望する、高齢者・障害のある人の

旅での不安を解消するため、「ラクタビスト」を運営しています。旅行者から相談

があると、バリアフリー情報の提供等を行っています。 

 また、高齢者・障害のある人の観光をサポートする「旅サポーター」の養成を

行ったり、観光事業を担う企業や団体と連携し、地域のユニバーサルデザイン化

を進め、誰もが自由に旅行できる環境づくりを行っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム No.12 

（福祉用具の貸し出し） （旅行者の代わりに下見代行） 
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４ 新しい生活様式を踏まえた防災・防犯の地域づくりの推進 

 

 
  

 

現状・課題 

○地域のつながりの希薄化が進む中、災害への対策、犯罪や事故の防止等への住民

の関心は高く、地域社会における安全、安心の確立が強く求められています。令

和元年 11 月に実施した県民意識調査において、今後、地域で強化が望まれる地

域福祉活動として、１番多かった回答は、「災害発生に備えた助け合いの訓練」

52.6％、３番目に多い回答が「犯罪被害を未然に防ぐための活動」31.1％でした。 

 

○近年、毎年のように大規模な災害が発生し、特に、高齢者、障害のある人、乳幼

児など、特に配慮が必要な方は被害を受けやすい立場にありますが、こうした要

配慮者（高齢者、障害のある人、乳幼児など）の状況は様々であり、個々の状況

に応じたきめ細かな支援が必要となります。避難所においては、要配慮者に対応

した生活環境の整備や医療等の提供体制、健康管理、介助者の確保などが必要で

す。避難生活の長期化による生活機能の低下や介護度の重度化などの２次的被害

も深刻であり、要配慮者を含めた避難者全員の健康被害の防止に努める必要があ

ります。 

 

○災害時には、迅速かつ的確な防災情報の伝達が必要となります。平時から要配慮

者情報の把握、地域の支援体制づくり、外国人を含めた県民への防災知識や防災

情報（ツール）の普及や啓発などが必要です。 

 

○災害救助法が適用される大規模災害が発生した場合、避難所や福祉避難所におい

て要配慮者を支援するための福祉的ニーズが発生します。しかし、被災地での福

祉人材の確保は困難になることから、福祉人材の派遣が円滑に行える体制づくり

が求められます。 

（１） 地域防災活動の推進  

（２） 災害時要配慮者への支援体制の強化 

（３） 地域防災に係る情報提供の推進 

（４） 災害時の広域支援ネットワークの構築 

（５） 被災後の生活再建への支援 

（６） 災害ボランティア活動の促進 

（７） 安全・安心のまちづくりの推進 
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○本県では、平成 28 年 12 月に県社会福祉協議会において、災害発生時に福祉人材

を円滑に被災地に派遣できるよう、県内の関係団体と静岡県災害福祉広域支援

ネットワークを構築し、災害派遣福祉チーム（静岡ＤＷＡＴ※）を編成できる仕

組みを整えました。 ※令和３年４月から静岡ＤＣＡＴから静岡ＤＷＡＴに名称を変更 

 

○平成 30 年７月の西日本豪雨災害において岡山県からの派遣要請を受けて災害派

遣福祉チーム（静岡ＤＷＡＴ）を初めて派遣し、避難所において、要配慮者の心

身状況や必要な介護支援の把握、避難生活中の困り事や生活の再建を図るための

相談支援などの業務に従事しました。こうした経験を活かし、チーム編成・派遣、

支援活動、他の支援団体等との連携が迅速かつ円滑に行われるよう体制整備を進

めていく必要があります。 

 

○被災者の生活再建においては、生活の安定を早期に回復するため金銭的な援護が

必要となります。 

 

○被災者への救援・支援活動が円滑に行われるためには、災害ボランティア活動が

不可欠です。静岡県では、地震や豪雨等による災害対応の経験がない市町が多い

ため、災害ボランティアの確保や被災者の個々のニーズの把握と支援に必要な機

材や物資の確保などの役割を担う市町災害ボランティアセンターの運営体制の

強化を図る必要があります。 

 

○新型コロナウイルス感染症などの感染拡大防止のため、新たな生活様式に配慮し

た避難所運営や要配慮者への支援、災害ボランティア活動などが求められます。 

 

○そのほか、安全・安心に暮らすことができる地域社会の実現に向けて、犯罪や交

通事故による被害を防止するため、地域の見守り、支え合い活動等による未然防

止対策を一層推進する必要があります。 

 

施策の方向 

○地域の自主性を踏まえた活動を促進し、住民、自治会、自主防災・防犯組織、民

間事業者、行政などが連携・協働し、地域ぐるみで、防災、防犯の地域づくりを

推進します。 

 

○平時からハザードマップ等の情報に基づき、地域の特性に合わせた自主防災活動、

避難訓練、ネットワークづくりなどを行い、市町の地域防災活動を強化するよう

県地域防災計画に定め、市町の取組を促進します。 

 

○災害弱者である高齢者、障害のある人、乳幼児などの要配慮者への支援に当たっ
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ては、平時から要配慮者を把握し、地域全体の協働による避難支援体制を整備し

ます。そのため、地域における見守りや支え合い活動の充実を図り、日頃から要

配慮者への関わりのある福祉分野の専門職の協力の下、災害時の個別支援計画を

作成するなど、分野の垣根を超えた地域の連携強化を図ります。また、避難所に

おいては、要配慮者に配慮した福祉避難所やスペースの確保、要配慮者を含めた

避難者の健康被害の防止を図ります。 

 

○外国人を含め、平時から防災知識の習得や防災情報の理解の促進を図るとともに、

災害時には多言語(手話を含む。）による迅速で正確な情報の伝達により、適切な

避難行動につながるよう情報提供体制の整備を図ります。 

 

○避難所内の生活環境の整備や福祉的な観点から支援を行う災害派遣福祉チーム

（静岡ＤＷＡＴ）について、派遣体制の整備や派遣する福祉人材の育成を図りま

す。また、避難所運営に係る行政、医療関係者、災害支援団体等との相互の連携、

情報の共有化を図ります。 

 

○被災後に、被災者が生活の安定を回復するため、金銭の支給や資金の貸付・融資、

義援金の募集等を速やかに行います。 

 

○被災者への救援・支援活動が円滑に行われるよう、県が設置し、県社会福祉協議

会や県ボランティア協会等が運営する県災害ボランティア本部・情報センターの

立ち上げや運営を支援します。また、大規模災害を想定した訓練や災害ボランテ

ィアコーディネーターの養成等を行い、市町災害ボランティアセンターの体制強

化を図ります。 

 

○市町災害ボランティアセンターにおいては、ボランティアの受入れ、

被災者のニーズ把握とボランティアの派遣調整、各ボランティア団

体・組織等との連携が円滑に機能するよう、必要な情報の提供や関

係機関との調整その他活動の支援を行います。 

 

 

 

 

○災害時の新型コロナウイルス感染症対策として、地域の特性や個々の心身の状況

を踏まえ、避難所以外への避難も含めた検討を行うよう啓発を行います。避難所

においては、手洗いや消毒の徹底、発熱等症状がある人のスペース確保を行うと

ともに、健康被害や感染拡大などによる２次被害の防止のため、３つの密を避け

た適度な運動や健康相談などにより、避難生活における心身の健康を維持し、生

活の再建に向けて支援します。また、災害ボランティア活動においては、近隣か

令和元年 19 号台風時 
小山町災害ボランティアセンターの活動 
運営：小山町社会福祉協議会 
 
（赤い羽根共同募金助成事業） 
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らのボランティアの確保、衛生管理、３つの密を避ける配置など、新しい生活様

式を踏まえた運営に配慮するよう災害ボランティアセンターの体制整備を図り

ます。 

 

○地域における犯罪や交通事故による被害を防止するため、広報・啓発等による防

犯意識の向上を図り、地域ぐるみで自主防犯活動や見守り、支え合い活動等を行

うなど、安全・安心のまちづくりを推進します。また、新たな生活様式の下、電

話・手紙・メールなどの活用を含めた、つながりを途切れさせない創意工夫ある

住民等の地域活動により、見守りが必要な方の安否確認や生活への不安等に寄り

添い、行政等との連携により必要な支援につなげます。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な取組 

(1) 地域防災活動の推進 

①災害発生時に地域で助け合うことができるよう、地域の災害リスクなどを踏ま

えた効果的な防災訓練の実施に向け、自主防災組織に対し訓練企画のノウハウ

など具体的な助言を行い、取組を支援します。 
 
②地域防災の担い手として、県内の小学４年生から高校生までを対象に次世代防

【静岡ＤＣＡＴ（静岡ＤＷＡＴ※）とは】 

 福祉関係団体に所属する福祉施設等の職員で所定の研修を終了した者の中から１チーム５

名程度で編成する福祉専門職チームです。被災した市町の指定する避難所や福祉避難所で支

援活動を行います。 ※令和３年４月から静岡ＤＣＡＴから静岡ＤＷＡＴに名称を変更 
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災リーダーを育成し、地域防災力の維持・向上を図ります。 
 
③大規模災害、感染症の拡大に係る新たな生活様式を踏まえた地域防災の強化に

ついて県地域防災計画に定め、市町の取組を促進します。また、大規模災害対

策や避難所等の感染対策について市町に対し財政支援を行います。 
 
④防災に関する事業所と地域との連携を強化するため、優良事例を収集・情報提

供し、啓発を行います。また、自社の防災対策を進めるとともに地域貢献にも

積極的に取り組む顕著な功績がある事業所を表彰し、企業防災の取組の促進を

図ります。 
 

(2) 災害時要配慮者への支援体制の強化 

①自主防災組織と民生委員・児童委員を中心に、地域全体で協働し実効性の高い

避難行動要支援者の避難支援体制を確立するための支援を行います。 
 
②市町における福祉避難所の設置をはじめ、指定避難所の一部のスペースを要配

慮者の避難生活のために用意する取組を、市町が新型コロナウイルス感染症対

策として避難所に導入を進めている発熱等症状がある人などのスペース導入

と合わせて取り組むように働きかけていきます。 
 

③災害弱者とされる高齢者、障害のある人などの要配慮者の避難支援計画の策定

の促進と実効性の向上を図るため、防災と福祉が連携した取組を促進します。 

 
(3) 地域防災に係る情報提供の推進 

①静岡県総合防災アプリ「静岡県防災」を活用し、外国人を含め、県民の安全・

安心を守るため防災情報と災害時の適切な避難行動に関する情報を速やかに

提供します。 
 
②大規模災害時に多言語や「やさしい日本語」による行政情報等の提供を行い、

正確な情報の伝達に努めます。また、平時の備えとして防災知識・情報の普及

を行います。 
 

(4) 災害時の広域支援ネットワークの構築 

①災害時に避難所（福祉避難所を含む。）等の要配慮者を支援するため、災害派

遣福祉チーム（静岡ＤＷＡＴ）登録員の資質向上を図るための研修を行います。 

 

②平時から他の支援団体であるＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、ＤＨＥＡＴ（災

害時健康危機管理支援チーム）等との意見交換を行い、被災地での円滑な支援

活動ができるよう体制を整備します。 
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③静岡県災害福祉広域支援ネットワークと連携し、県内の福祉関係団体等との連

絡・情報共有や、ネットワークの支援活動に関する周知啓発を行います。 

 

④社会福祉施設等で新型コロナウイルス感染症のクラスターが発生し、職員が不

足する状況が生じた場合に、県内の施設等が連携してクラスター福祉施設支援

チーム（ＣＷＡＴ）を設置し、職員を派遣する体制を整備します。 

 

(5) 被災後の生活再建への支援 

①被災者が、速やかに再起し、生活の安定が回復できるよう、生活福祉資金の貸

付、義援金の募集等の実施により、被災者の生活再建を支援します。 
 
②社会福祉施設において被災後に要配慮者等の受入れや支援が速やかに行うこ

とができるようＢＣＰ（事業継続計画）の作成を促進します。 
 

(6) 災害ボランティア活動の促進 

①災害ボランティアコーディネーター養成研修等により人材を育成するととも

に、市町ごとに災害ボランティアセンターの組織体制強化に向けた課題を整理

し、県社会福祉協議会、県ボランティア協会と連携して課題解決への取組を支

援します。 
 
②平時から災害ボランティアに関する訓練、意見交換会等を実施し、市町災害ボ

ランティアセンターの運営体制の強化を図ります。 
 

(7) 安全・安心のまちづくりの推進 

①民生委員・児童委員と住民、自治会、民間事業者などが協力して行う、地域の

自主的な防犯活動や交通安全活動を促進します。コロナ禍においても、新たな

つながり方の工夫などにより、民生委員・児童委員等が行う地域活動を通じて、

高齢者や障害のある人など、支援が必要な人の把握や孤立の防止を図り、関係

機関と連携し、必要な支援につなげます。 
 
②子ども会、シニアクラブ等による地域の交通安全推進活動を支援します。 
 
③高齢者の事故防止対策として、新型コロナウイルス感染症対策を踏まえつつ、

警察官などが高齢者宅を直接訪問し、交通安全指導を実施します。また、高齢

者が運転免許証を自主返納しやすい環境を整備するため自治体等に働きかけ

るとともに、返納後の生活支援に係る情報の提供を福祉部門と連携して行いま

す。 
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④インターネット等の多様な媒体を活用した広報・啓発等により、県民の防犯意

識を高め、自主防犯ボランティア団体、教育機関、事業者による犯罪防止と自

主防犯活動の活性化を図ります。また、道路、公園、駐車場、駐輪場、住宅に

ついて、犯罪の防止に配慮した構造や防犯カメラの設置等の設備の普及を図る

こと等により、県民、事業者、行政、警察の協働による「防犯まちづくり」の

取組を推進します。 
 

⑤地域ぐるみの自主的防犯活動の核となる｢地区安全会議｣等の組織への支援を

行います。また、活動を担う人材の育成や県内の大学生、専門学校生、社会人

等を構成員として、ヤング防犯ボランティアの活動を支援することにより、地

域の防犯まちづくり活動の活発化を図ります。 
 
⑥若い世代の自主防犯活動への参加促進及び活動を通じた規範意識や防犯意識

の向上を図ります。 
 
⑦交番・駐在所連絡協議会や巡回連絡など各種警察活動を通じ、地域の問題や住

民の要望の把握活動を推進します。また、地域の犯罪、交通事故等の発生状況

や犯罪防止対策の情報発信を行い、地域の安全・安心につながる活動を地域と

ともに推進します。 
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～災害ボランティア団体、社協、行政の３者連携～ 

《富士市災害ボランティア連絡会》（富士市）

 

富士市災害ボランティア連絡会は、平成 11 年に富士市と富士市社会福祉協議会の

呼びかけで、市内で活動するボランティア団体が集まって結成された団体です。現在

は、災害ボランティアコーディネーター、アマチュア無線、バイク隊などの 12 団体

が加盟しています。 

平時の活動は、毎月１回加盟団体と社協、行政が参加する定例会を開催しており、

防災に関する情報交換や勉強会を行っています。また、富士市、富士市社会福祉協議

会の各種イベントへの参加、災害ボランティア講習会の開催や、毎年 1 月には災害

ボランティア支援本部・支部開設訓練を実施しています。（富士市、富士市社協等と

共同開催） 

  

（災害ボランティア支援本部・支部開設訓練の様子） 

このように、富士市では、普段から災害ボランティア団体、社協、行政が連携し、

顔の見える関係を築くことで、発災時の災害ボランティア体制を強化しています。 

普段からの３者連携による体制づくりが、地域防災力の向上・防災のまちづくりの

推進に寄与しています。 

 

富士市の体制 

コラム No.13 
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１ 包括的な支援体制構築の推進 

 
 
     

 

現状・課題 

○これまでの福祉サービスは、高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮者などの

分野別、属性別に充実・発展してきました。しかし、少子高齢化の進行や地域の

つながりの希薄化などから、地域の生活課題は、介護、育児、就労、住まい、家

族関係、生活困窮などの複数の分野にまたがり「複合化」し、雇用形態やライフ

スタイルの変化から「多様化」しています。 

現在、地域において、8050問題やダブルケア、ヤングケアラー、大人のひきこも

り、ごみ屋敷など、これまでの分野別、属性別の制度の枠組みでは課題解決が困

難な事案が増加しており、社会的に問題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○こうしたことから、平成29年６月の改正社会福祉法において、分野や属性に関

わらず、あらゆる相談を受け止め、生活課題の解決に必要な支援が包括的に提

供されるよう、包括的支援体制の構築が市町の責務と位置付けられ、平成30年

４月から施行されました。 

（１） 分野横断的な包括的相談支援体制構築の支援 

（２） 生活・就労・居住支援等の社会参加への支援 

（３） 各福祉分野の包括的な支援施策の推進 

（４） ふじのくに型福祉サービス等の推進 

（５） 難病患者等の広域的な支援が必要な人への取組の推進 

（６） 福祉・保健・医療サービスの一体的な提供の支援 

Ⅲ 福祉の基盤づくり 

【用語説明】 

○８ ０ ５ ０ 問 題 80歳代の親と50歳代のひきこもり状態の子が同居する世帯が抱える

問題 

○ダ ブ ル ケ ア 介護と育児に同時に直面している世帯が抱える問題 

○ヤングケアラー 介護が必要な家族の世話や家事を行うことで、通学や仕事に影響が

生じている子ども 

○ひ き こ も り 様々な要因の結果として社会的参加を回避し、原則的には６か月以上

にわたっておおむね家庭にとどまり続いている状態（他者と交わらな

い形での外出も含む。）
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○さらに、令和２年６月の改正社会福祉法において、市町の包括的支援体制の構

築を具体化するための新たな法定事業（重層的支援体制整備事業）が創設され

ました。これは、多様化、複合化した支援ニーズに対応するため、高齢者、障

害のある人、子ども、生活困窮者の各福祉分野を超えて、相談支援、参加支援、

地域づくりに向けた支援を一体的に実施する事業であり、その財源について分

野を問わない交付金として一括交付されることにより、従来、分野ごとに行わ

れていた相談や地域づくりに関する事業を一体的に執行できる財政支援を盛り

込んだものであり、令和３年４月から施行されます。 

 

○本県においても、これまでの各制度の支援体制や機能を活用しつつ、分野や属性

に関わらず、個人や世帯の抱える相談を包括的に受け止め、多機関協働による包

括的な相談支援や参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行うことにより、

地域の生活課題の解決に必要な支援が包括的に提供されるよう、市町の包括的支

援体制の構築を図っていく必要があります。 

 

○その他、専門的な医療ケアを必要とする難病患者等への支援、犯罪や非行をした

人等の再犯防止や社会復帰支援など、単独の市町では解決や支援が難しい課題に

対しては、専門的、広域的な面から市町を支援する必要があります。 

 

○高齢者や障害のある人の地域生活への移行などが進む中、保健・医療に係る生活

課題も増えており、保健・医療分野との連携や継続的な支援調整の仕組みが必要

です。 

 

施策の方向 

○多様化、複合化する地域の生活課題に対応するため、分野や属性に関わらず、個

人や世帯が抱える生活課題の解決に必要な支援が包括的に提供されるよう、市町

の包括的支援体制の構築を県社会福祉協議会と連携して支援します。また、市町

の体制構築を一層進めるため、高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮者の各

福祉分野を超えて、相談支援や参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行

う、重層的支援体制整備事業の実施を推進します。 

 

○相談支援においては、市町における分野横断的な包括的相談支援体制の構築を支

援します。分野や属性に関わらず、あらゆる相談を受け止め、保健・医療、住宅、

就労、司法、教育などの分野を超えて多機関が協働し、課題解決に向けて支援調

整を行う体制の整備のため、県アドバイザーの派遣、先進事例の紹介、連携担当

職員等の研修などを行います。この相談支援は、既存の各制度の支援体制や機能

を活用し、関係機関相互の連携強化により行われるものであり、地域の実状や特

性に応じて、市町の取組を支援します。また、支援が必要な人の早期発見・早期
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支援につなげるアウトリーチの実施や、専門職の関与による伴走型支援の実施に

努めます。 

 

○参加支援においては、支援を必要とする人の自立を促進するため、就労支援、居

住支援、居場所の提供など、個人の能力やニーズに合わせた多様な社会参加に向

けた「出口支援」を行う市町の取組を推進します。また、住民が主体的に地域に

おける生活課題の把握を行い、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、

社会福祉法人、社会福祉協議会、企業、行政などの地域の多様な主体と連携し、

生活課題の解決に向けて取り組み、必要に応じて新たな社会資源やサービス等の

開拓を地域に働きかけるなど、地域における創意工夫ある取組を推進します。 

 

○地域づくりに向けた支援においては、地域において多様なつながりが育つことを

支援するため、住民同士が出会い参加することのできる場や居場所の確保、交

流・参加・学びの場のコーディネートなど、地域における交流や多様な活躍の機

会と役割を生み出す地域づくりのための支援を推進します。また、地域において、

個人・家庭の個別支援や地域支援を行う「地域福祉コーディネーター」と、生活

課題を抱えた高齢者の生活環境の整備や地域の組織化を担う「生活支援コーディ

ネーター（地域支え合い推進員）」など、地域づくりを担う人材等との連携が不

可欠であることから、各福祉制度間の連携・協働により地域づくりを推進します。 

 

○市町の包括的支援体制の構築のためには、既存の分野ごとの制度の仕組みを活用

し、支援体制の充実を図ることが必要であり、福祉分野ごとの包括的な支援施策

の一層の推進を図ります。 

 

○高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮者などの分野や属性別に関わらず、利

用することができる「ふじのくに型福祉サービス」や「共生型サービス」の普及

を図り、共生による福祉サービスの推進を図ります。 

 

○専門的な医療ケアが必要な人や罪をつぐない社会復帰を目指す人など、誰もが地

域で暮らし続けることができるよう、市町における包括的な支援の取組を推進し

ます。市町単独では解決が困難な課題などに関しては、専門的な助言や広域的な

支援調整、関係機関とのネットワークづくりなど、県において広域的な見地から

市町の取組を支援します。 

 

○在宅医療・介護連携の推進など、福祉とともに必要な保健・医療ケアが提供でき

るよう、福祉と保健・医療の分野との連携体制や継続的な支援調整の仕組みを整

備します。 
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【市町における包括的支援体制のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【分野横断的な包括的相談支援体制のイメージ】 
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主な取組 

(1) 分野横断的な包括的相談支援体制構築の支援 

①市町における分野横断的な包括的相談支援体制の構築を推進するため、県社会

福祉協議会と連携し、県アドバイザー派遣や先進事例の紹介、研修等を実施し、

市町の体制構築を支援します。 
 
②多様化、複合化した生活課題を抱える個人や世帯からの相談を包括的に受け止

め、課題解決に向けた支援を行うため、市町において、保健・医療、住宅、就

労、司法、教育等の多機関協働による支援調整等の仕組みの整備を推進します。 
 
③社会とのつながりを再構築するための参加支援や住民同士が交流、活動、参加

する居場所などの拠点整備に係る地域づくりに向けた支援など、市町において

生活課題の解決に資する支援が相談支援と一体的に提供できる体制の整備を

支援します。また、アウトリーチ等による早期支援や寄り添いながら支援を継

続する「伴走型支援」の体制を推進します。 
 
④市町の分野横断的な包括的相談支援体制の構築に当たり、多機関との連携や調

整を行う連携担当職員等の人材育成のため、相談支援に係る知識の習得や多分

野との調整に係る相談技術の向上などを目的とした研修を行います。 
 
⑤高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮者などの各福祉分野を超えて、相談

支援や参加支援、地域づくりに向けた支援等の事業を一体的に行う、市町の重

層的支援体制整備事業の実施を推進します。 
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～多職種の専門職の連携から解決へのサポートへ 

「医療・福祉・司法 なんでもかんでも相談会」～    

 ≪静岡市清水医師会≫ （静岡市） 

             平成 30 年度ふじのくに地域共生大賞 奨励賞受賞 

 

「医療・福祉・司法 なんでもかんでも相談会」は、 

医師や弁護士、社会福祉士など分野が多岐にわたる専 

門職が一堂に会する、他に類を見ない相談会です。 

 

個人や家族が抱える生活課題は、介護、育児、就労、住まい、疾病、障害、教育、

家族関係、生活困窮などの生活全般に及んでいます。8050 問題や虐待、親亡き後

の障害のある子どもの相談など相談会に見える方の相談内容は、多様化、複合化し

ています。 

１回の相談で解決の方向性や糸口が見つかるような相談を

したいと思い、平成 28 年９月から多職種の専門職が一堂に

会して、相談会を開催するようになりました。 

 

 

 

関係機関にしっかりと“つなぐ”ことを大切に 

相談者の抱えている問題や悩みを少しでも解決に 

導くため、１件の相談に対して複数の専門職が関 

わり、助言を行い、解決につながるようサポート 

します。 

 

コラム No.14 
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(2) 生活・就労・居住支援等の社会参加への支援 
①高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮者など、支援を必要とする人やその

世帯を取り巻く課題に包括的に対応するため、ライフステージに応じ生活全般

に関する相談や体制の充実を図ります。 
 
②高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮者などの地域生活を支えるため、住

民、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉

協議会、企業、行政などの多様な主体による生活支援、就労支援、住まいの確

保支援等の取組の促進を図り、必要な場合には社会資源の開拓やサービスの充

実を市町と協力して促進します。 
 

③「障害者働く幸せ創出センター」を拠点に、働くことに関する総合相談や情報

収集・共有、企業と障害福祉サービス事業所の連携推進等の各種支援を行いま

す。 
 

④農業・農村分野の担い手不足の解消に努めるとともに、障害のある人の農業・

農村分野での職域拡大を支援することで、工賃向上及び農業・農村分野での一

般就労の拡大を図ります。 
 

⑤障害のある人の農業・農村分野での就労機会の拡大や支援人材の育成などによ

り、農福連携を促進します。 
 

⑥就職を希望する障害のある人、または在職中の障害のある人が抱える課題に応

じて、雇用及び福祉の関係機関との連携の下、就業面及び生活面の一体的な支

援を行います。 
 

⑦障害のある人の雇用機会の確保や職業訓練の実施、ジョブコーチの派遣などの

就労支援施策に関係機関と連携して取り組みます。 
 

⑧精神障害のある人の地域での安心で継続した生活を実現するため、関係機関の

ネットワーク化を図るとともに、障害当事者などを支援員として育成し、活用

を図ります。 
 
⑨高齢者の生きがい対策及び社会参加のため、シルバー人材センターによる高齢

者への多様な就業機会の提供の充実を図ります。 
 

⑩移動支援に係る相談窓口を設置し、移動支援サービスの立ち上げや運営を支援

します。また、移動支援サービス関係者間のネットワーク構築や情報提供等に

係る支援を行います。 
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⑪高齢者、障害のある人、生活困窮者、被災者、子育て世帯等の住宅の確保に配

慮を要する者に対して、入居を拒まない民間賃貸住宅の情報共有を行うととも

に、必要に応じて居住支援や経済的支援を行います。 
 

⑫多様化、複合化した生活課題を抱える生活困窮者等に対し、包括的かつ継続的

な相談に応じ、本人や世帯の状況に応じて就労等の支援、住居確保給付金の支

給、一時的な住まいの確保等を行い、早期の生活の自立につなげます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

～地域で取り組む高齢者が安心して暮らせるまちづくり～  

《藤枝市西益津地区社会福祉協議会》 （藤枝市） 

藤枝市西益津地区は人口9,091人で、高齢化率が令和２年４月１日時点で

34.6％と、市内で３番目に高い地区です。 

このような高齢化が進む地区において、高齢者が安心して暮らせるまちづくり

のため、藤枝市西益津地区社会福祉協議会では、平成29年度から「支え合い、住

んで楽しい 西益津」を行動目標として、活動しています。 

高齢者向けのふれあい活動や、世代を問わずに参加できる居場所の活動を実施

するほか、高齢者へのアンケート結果を踏まえ、令和元年度からは高齢者移動支

援事業、さらに令和2年12月からは病院への通院サポート事業を開始し、地域の

ニーズに対応した新たな活動も進めています。 

今後も自治会、町内会、民生委員・児童委員との連携を深めて活動を行ってい

きます。 

ふれあい会食会 いきいきランド 買い物支援 

１人暮らし高齢者を対象とし、

会食で高齢者が楽しくふれあ

います。 

◎感染対策として飛沫防止樹

脂板を設置 

高齢者から子どもまで、誰でも

自由に参加できる「居場所」。

レクリエーション等を通じて

交流と健康増進を図ります。

（写真はペタンク体験） 

34 名の西益津お出かけ支援隊

を結成し、毎週５日間実施して

います。利用者の反応は好評

で、支援隊メンバーもやりがい

を感じています。 

コラム No.15 
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(3) 各福祉分野の包括的な支援施策の推進 

①認知症に対応した介護保険サービスの提供に加え、地域包括支援センターによ

る地域のネットワークづくりを通じて、医療、介護、福祉との連携をさらに深

めるとともに、「認知症サポーター」の育成や認知症介護経験者による電話相

談等を行い、認知症の方や家族を地域で支える体制づくりを推進します。 
 
②認知症の鑑別診断や専門医療相談を行う「認知症疾患医療センター」の運営を

支援し、地域における認知症疾患の保健医療水準の向上を図るとともに、かか

りつけ医や認知症サポート医の協力の下、早期発見、早期治療支援の体制づく

りを推進します。 
 
③若年性認知症の人については、医療、介護、福祉に加え、就労面や経済面を含

む総合的な支援体制が必要になることから、若年性認知症相談窓口の設置や企

業経営者向けのセミナーを開催する等、関係機関が連携した支援体制の整備を

図るとともに、若年性認知症に関する正しい知識の普及に努めます。 
 

④高齢者の総合相談窓口である「地域包括支援センター」が、様々な課題に包括

的に対応し、多職種協働による個別事例の検討等を行う「地域ケア会議」を実

施するよう体制の充実を促すとともに、地域の専門職等の多職種協働による支

援体制の確保や解決に向けたサービスの調整、社会資源の開発などに取り組み

ます。 
 

⑤生活困窮者の早期把握や支援のための包括的な支援体制を構築し、生活困窮者

の就労支援や社会参加への支援につなぐ伴走型支援を行うことにより、生活困

窮者の状況に応じた早期の自立を目指します。 
 
⑥障害のある人の地域での自立した生活を支えるため、専門的な相談支援の充実

や、市町の相談支援体制整備に係る支援を行うことにより、乳幼児期から高齢

期に至るまで、様々なライフステージに応じた総合的一体的な相談支援体制を

構築します。 
 
⑦支援を必要とする家庭に対して、乳幼児期からの切れ目のない包括的な支援体

制の実現を図ります。 
 
⑧ひとり親サポートセンターの相談員や母子・父子自立支援員等が、親や子ども

のライフステージに対応した適切な情報提供及び助言を行います。 
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(4) ふじのくに型福祉サービス等の推進 

①年齢や障害の有無などに関わらず、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる

ような“垣根のない福祉”を理念とする「ふじのくに型福祉サービス」の普及

を推進します。 

 
②高齢者と障害のある人が同一事業所でサービスが受けられる共生型サービス

の周知を図り、双方の相談支援機関の連携を推進します。 
 

(5) 難病患者等の広域的な支援が必要な人への取組の推進 

①地域で生活する難病患者や家族などの日常生活における相談、就労支援や地域

交流活動の促進を図り、地域における難病患者や家族等の生きがいづくりや生

活の質の向上を図ります。 

～公共施設を活用した複数の相談事業所が連携する相談体制～ 

《 社会福祉法人天竜厚生会 生活困窮者自立相談支援センター 》 

（浜松市） 

 

浜松市浜北区の公共施設内で、社会福祉法人天竜厚生会が浜松市から受託する

生活困窮者の相談窓口である自立相談支援センターが、地域住民の皆さんの生活

における困りごとの相談を受けています。 

 

同一建物内に浜松市社会福祉協議会の相談窓口が 

あることで、地域住民の皆さんからは、「同じ建物内 

で連携し対応してもらえるので、一度に用件が済んで 

助かります。」「場所がわかりやすくて、気軽に相談に 

行けます。」とのお声をいただいています。 

 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、仕事が減少したり、雇用契約が 

打ち切られるなど、経済的に生活が困窮している世帯が増えており、それぞれの

世帯が抱える課題も、多岐にわたり複雑になっています。 

 

各相談機関が連携し、地域の特性を活かしながら、 

地域住民の皆さんが気軽に相談でき、多様化、複雑化 

する課題をワンストップで受け止めることができる 

相談窓口が増えていくことが期待されています。 

コラム No.16 
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②犯罪をした人などが、社会で孤立することなく社会復帰ができるよう県民の理

解と協力を図るため啓発活動を行います。また、必要な住まい、就労、修学、

医療等が円滑に提供され、地域で自立した生活が送れるよう支援します。 
 
③犯罪や非行のない安全・安心な地域づくりを目指す更生保護団体等と協力して、

更生保護事業に係る周知・啓発活動を行います。 
 
④犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について、県民の理解・協力を推

進し、犯罪や非行のない安全・安心な地域を築くことを目的とした「社会を明

るくする運動」を、国や更生保護団体と協働して推進します。 
 
⑤賀茂地域において、人的･財政的に市町単独での消費生活センターの設置が困

難であることから、平成 28 年４月から県及び賀茂地域１市５町により共同設

置した｢賀茂広域消費生活センター｣において、消費者被害の未然防止･拡大防

止を図るため、消費者への相談対応や消費者教育を実施します。 
 

(6) 福祉・保健・医療サービスの一体的な提供の支援 

①誰もが、住み慣れた地域で、安心して暮らしていける「地域包括ケアシステ

ム」の構築を推進するため、効率的で質の高い医療提供体制の構築や医療と

介護を一体的に提供する在宅医療・介護連携の推進など市町が実施する地域

支援事業の促進を図るとともに、サービスの担い手を養成する生活支援コー

ディネーターの人材育成や住民意識の醸成などに取り組みます。 
 
②高齢者の総合相談窓口である「地域包括支援センター」が、様々な課題に包括

的に対応し、多職種協働による個別事例の検討等を行う「地域ケア会議」を実

施するよう体制の充実を促すとともに、困難事例について、弁護士や社会福祉

士等専門職の支援を受けられるよう取組を支援します。 
 
③患者・家族の在宅での療養を支える、かかりつけ医等の普及定着及び病状急変

等に速やかに対応できる支援体制の整備を促進します。 
 
④訪問看護ステーション、居宅サービス事業者等からの適切な看護、介護サービ

ス等の提供を図るため、福祉・保健・医療の連携による在宅ケアの支援体制を

充実します。 
 

⑤静岡県地域包括ケア情報システムの活用により、退院調整における円滑な医

療・介護情報の共有を図るとともに、効率的な情報共有に取り組む地域に対す

る支援を行います。 
 

72



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

静岡県地域包括ケア情報システム

～地域医療と連動した地域包括ケアの推進 

「シズケア＊かけはし」～ 

《静岡県医師会》 （静岡市） 

 

シズケア＊かけはしとは、静岡県医師会が平成 24 年から静岡県内で運用してい

る多職種連携のためのネットワークシステムのことです。 

令和２年度からは、シズケアサポートセンター（静岡県地域包括ケアサポートセ

ンター）設置に伴い、静岡県地域包括ケア情報システムとして運用しています。 

 

医療・介護等の専門職が、ICT（情報通信技術）を活用して、患者の日常生活の

状態や病状の変化などの情報を、多職種・多事業所間で共有し、患者と家族を支え

るシステムです。これにより、円滑なサービス提供が可能となり、患者の医療・介

護が一体となったケアの充実が図られています。 

 

また、熱海市では、令和元年 10 月に発生した台風第 19 号により水道管が破裂

し、市内の 1/3 世帯が断水した際、給水車の配置場所の情報が高齢者にうまく伝わ

っていなかったため、このシステムの掲示版機能を利用してケアマネジャー等への

情報発信を行い、災害時での迅速かつ適切な対応につなげたなどの活用事例があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

コラム No.17 
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２ 希望や自立につなぐセーフティネットの整備 

 

 

 
   

 

現状・課題 

○本県の生活保護受給世帯数は、令和元年度に 25,215 世帯であり、毎年少しずつ

増加しています。また、令和２年１月に初めて国内で感染者が確認された新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大の影響等により、県内の有効求人倍率は、令和元

年に 1.48 倍でしたが、令和２年７月は 0.90 倍と１倍を下回り、大変厳しい雇用

状況となっています。 

 

○今後、経済や雇用状況の急激な悪化に伴い、生活が不安定になり孤立する人や生

活援護を必要とする人が増加することが懸念され、生活保護の相談件数や新規申

請件数が急増することが予想されます。 

 

○生活保護に至る前の第２のセーフティネットとして平成 27 年度から始まった生

活困窮者自立支援制度は、政令市を含む 23 福祉事務所設置自治体と県（郡部 12

町）が実施主体であり、生活困窮者に対する自立相談支援など生活全般に係る包

括的な支援を実施しています。 

 

○生活困窮者の課題は、複合的な課題が多く、住まい、就労、税金、家計、債務整

理、健康、医療、司法等の生活全般にわたることから、相談支援体制の充実や個々

の状況に応じた包括的な支援などセーフティネットの強化が必要です。 

 

○国民生活基礎調査（全国調査）の結果では、平成 30 年の子どもの貧困率（相対

的貧困率）は 13.5％で、約７人に１人の子どもが貧困状態にあります。また、本

県の生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率は、平成 30 年４月に

90.1％と全国で 34 位でした。貧困の連鎖防止のため、子どもへの学習支援のほ

か、貧困率が高いひとり親家庭の保護者への支援も併せて行っていく必要があり

ます。 

（１） 生活援護を必要とする人への支援の充実 

（２） 生活困窮者の自立支援対策の充実 

（３） 子どもの貧困対策の推進 

（４） 自殺総合対策の推進 

（５） 社会的孤立の防止 
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○本県の自殺者数は、減少傾向にありますが、依然として高い水準にあります。40

歳代から 60 歳代の中高年がおよそ半数を占めていることに加えて、近年では、

若年層の自殺者が増加傾向にあることから、若年層への対策強化が必要となって

います。 

 

○内閣府が平成 27 年と平成 30 年に実施した調査では、ひきこもり状態にある人の

推計数は、全国で 115.4 万人、本県では 3.2 万人（15 歳～39 歳：1.4 万人、40

歳～64 歳：1.8 万人）とされています。令和元年度に本県が市町と共同で民生委

員・児童委員等を対象に実施したひきこもり等に関する状況調査では、民生委

員・児童委員が把握している分析が可能なひきこもり状態にある人は 2,082 人と

なっています。 

 

○8050 問題をはじめ、ひきこもりの背景にある生活課題は多様化、複合化している

ことから、市町において早期発見、早期支援につながる包括的な相談支援等の体

制が整備される必要があります。 

 

○コロナ禍において、高齢者のサロンや子ども食堂などが休止し、これまで受けら

れていた支援が受けられないなどの状況が生じており、交流の減少や支援の方法

の変化などにより、社会的な孤立状態が広がっていることが危惧されます。 

 

施策の方向 

○生活援護を必要とする人が、速やかに利用につながるよう申請等に係る支援体制

の充実を図り、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、その自立を

促します。 

 

○生活保護や生活困窮により、支援を必要とする人の課題が複合化する中で、解決

が困難な状況に至る前に早期に発見し、支援につなげられるよう、地域の民生委

員・児童委員、社会福祉協議会、地域包括支援センター、教育委員会、保健所、

社会福祉法人等と連携を図り、早期に自立相談支援につなげられるよう体制を整

備します。また、相談に来ることができない人へのアウトリーチや専門職（医療、

法律、福祉分野）などによる包括的な支援の実施により、自立相談支援機関の機

能強化を図るほか、生活支援、居住支援、就労支援等の充実を図ります。 

 

○子どもの貧困対策においては、「静岡県子どもの貧困対策計画」を策定し、これ

に基づき教育の支援、生活の安定に資する支援、保護者に対する職業生活の安定

と向上に資するための就労支援及び経済的支援など総合的な支援に取り組むと

ともに、地域の居場所などでの学習支援や食事の提供、様々な体験学習などによ

り、地域ぐるみで子どもを育てる取組を促進します。 
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○誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、生きることへの包括

的な支援の推進や関連施策との有機的な連携の強化を図り、市町や関係団体、民

間団体等と連携・協働して、総合的な自殺対策に取り組みます。 

 

○ひきこもり対策として、「静岡県ひきこもり支援センター」を設置し、本人やそ

の家族等への相談支援やひきこもり支援従事者の養成、居場所づくりなどを行う

とともに、各市町における相談支援体制の充実を促進します。 

 

○経済や雇用情勢の悪化などから、誰もが社会的孤立に陥る可能性があるため、生

活に課題を抱え、地域で孤立する人を早期支援につなげるための体制整備を推進

します。 

 

○社会的孤立に対応するため、住民や民生委員・児童委員などによる見守りや声か

けなどの地域の活動を推進するとともに、重層的なセーフティネットを構築し、

抱えている問題が深刻化し、解決が困難な状態となる前に支援につながるよう、

住民、自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉

協議会、企業、行政などの地域の多様な主体との連携や支援体制の強化を図って

いきます。 
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【生活困窮者自立相談支援制度】 

○概要 

・生活困窮者自立支援法が平成 27 年４月から全国（福祉事務所を設置する自治

体）で施行 

・生活保護の対象とならない生活困窮者に対する第２のセーフティネットを拡充

するもの 

 

 

 

 

 

 

 

○事業メニュー 
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主な取組 

(1) 生活援護を必要とする人への支援の充実 

①生活援護を必要とする人に必要な保護を行い、就労による自立の促進、生活習

慣病の予防等の取組強化、子どもの進学支援などにより、経済的、社会的な自

立を促進します。 

 

②失業等により、住宅を喪失した人又は喪失するおそれのある人に対する住宅や

就労機会の確保に向けた支援を行います。 

 

③生活保護受給者の就労促進を主体とした自立を図るため、支援の具体的な内容

や実施手順を定めた生活保護自立支援プログラムに基づいた支援を行います。 

 

④ホームレス等の自立を支援するため、巡回相談等を実施し、最適な支援につな

いでいきます。 

 

(2) 生活困窮者の自立支援対策の充実 

①生活困窮者に対する支援は、一時的な支援に終わるのではなく、本人の状況に

応じ、自立につなげる支援を継続的に行う必要があるため、就労支援をはじめ

とする個々の状況に応じた自立相談支援や居住確保支援、家計再建支援などの

各種支援を実施し、第２のセーフティーネットの充実を図ります。 

 

②様々な複合的な課題を抱え、社会的に孤立傾向にある生活困窮者を早期に把握

し、支援につなげるよう関係機関との連携強化を図ります。 

 

③ひとり親家庭の自立を支援するための相談や情報提供、講習会を実施します。 

 

④経済的自立や在宅福祉、社会参加の促進を図るための生活福祉資金貸付事業の

周知を図り、低所得世帯、高齢者世帯、障害者世帯等に対する必要な貸付が適

正に行うことができるよう県社会福祉協議会と連携し、事業の充実、体制強化

を図ります。 
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～困った時に困らない 相互扶助の社会づくり～ 

《ＮＰＯ法人 青少年就労支援ネットワーク静岡》（静岡市）

 

ＮＰＯ法人 青少年就労支援ネットワーク静岡は、県内の働きたくても働けな

い人々に対して、市民のネットワークによる伴走型の就労支援を提供することを

通じて、働く喜びを分かち合えるように、傾聴から職場の訪問、通勤手段の応援、

面接練習や勉強会といった活動を行っております。 

また、相互扶助の社会をつくることを目的に支援対象者と一緒に地域活動へ参

加したり、趣味・リフレッシュを一緒に行うなど、生活に寄り添った多種多様な

活動も行っています。 

福祉の制度や市場からこぼれる人々を、互助の原理で再組織化して地域で支え

ることを大切に、支援対象者と対等な立場で接することを心掛け、場面や状況に

より「支える側」、「支えられる側」が変わり、誰もが支援者となれる関係を築い

ています。 
 
  

コラム No.18 

（伴走型よりそい支援） （ボランティア活動） 
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(3) 子どもの貧困対策の推進 

①静岡県子どもの貧困対策計画に基づき、教育の支援、生活の安定に資する支援、

保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労支援及び経済的支

援の４つを重点項目として、貧困の連鎖を断ち切る取組を推進します。 

 

②様々な課題を抱える生活困窮世帯のうち子どもを有する世帯を対象に、課題に

即した個別支援や、通所又は合宿形式による学びの場を提供し、子どもへの支

援及び生活困窮世帯の自立支援を図ります。 

 

③学校や家庭以外で、子どもが安心して過ごすことができる、子ども食堂などの

様々な居場所づくりの取組を促進するため、円滑な立ち上げや持続的な活動に

向けた支援に取り組みます。 

 

(4) 自殺総合対策の推進 

自殺者対策として、ゲートキーパーの養成及び 40 歳未満の若年層を対象とし

た電話相談やＬＩＮＥ相談など、相談支援体制の強化を図ります。 

 

(5) 社会的孤立の防止 

①ひきこもり状態で悩んでいる人を相談支援するとともに、関係機関や団体と連

携し、社会参加に向けた継続的な支援体制を整備します。 

 

②高校生相当年齢から 30 歳代までの「社会的ひきこもり」傾向にある子ども･若

者の円滑な社会復帰及びその家族を支援するため、相談機能と交流機能を兼ね

備えた場を提供します。 

 

③ひとり暮らし高齢者、生活困窮者、外国人労働者、子育てや介護の課題を抱え

る世帯など、支援を必要とする人や世帯が必要な支援を受けられるよう住民、

自治会・町内会、地区社会福祉協議会、ＮＰＯ、社会福祉法人、社会福祉協議

会、企業、行政などの地域の多様な主体と連携し、相談・支援につながる仕組

みやネットワークを構築します。 

 

④生活に困窮するひきこもり状態にある人に対して、本人の状況に応じ、自立に

つなげる支援を継続的に行い、自立相談支援や就労支援、家計再建支援などを

通じて支援します。 
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～ひきこもり当事者と家族が安心して暮らせるために～ 

ＫＨＪ静岡県いっぷく会  （静岡市） 

ＫＨＪ（Ｋazoku Ｈikikomori Ｊapan の略称)静岡県いっぷく会は NPO 法人

KHJ 全国ひきこもり家族会連合会の静岡県支部として、平成 14 年に設立したひ

きこもりの子どもを持つ親のグループです。 

 ひきこもり当事者だけでなく、家族も地域から孤立しがちなため、同じ問題を

抱える会員同士の交流と支え合う居場所が必要という思いから設立しました。 

現在、毎月講師を招いて学習会を開催し、ひきこもりの理解と対応の仕方、親

子関係のあり方等を勉強するほか、講師も参加しての交流会を続け、情報交換な

ど家族同士の親交を深めています。また、広報誌を月１回発行し、ひきこもりに

関する情報を一般の県民にも広めています。 

 

 
 
 
 
 
 

 

【家族・当事者が参加する学習会】        【家族同士の交流会】 

 

コラム No.19 

（赤い羽根共同募金助成事業）
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３ 権利擁護の推進 

 
 
 
   

 

現状・課題 

○認知症高齢者の増加や障害のある人の地域生活への移行が進む中で、判断能力が

十分でない人が地域で安心して生活できる環境づくりが必要です。本県の成年後

見制度の利用者は、全国と同様に毎年増加していますが、対象となる人の増加率

に比べて、制度利用がそれほど伸びていない現状にあります。このことから、必

要な人が制度を利用できるように適切につなげていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

○「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づく成年後見制度利用促進基本

計画に係るＫＰＩ（重要業績評価指標）では、全市町における中核機関の整備や

成年後見制度の利用促進に関する施策についての基本的な計画（市町村計画）の

策定などが盛り込まれたことから、ＫＰＩ達成に向けた市町の体制構築等の支援

が必要です。 

 

○今後、成年後見のニーズ増加に伴い、司法や社会福祉に係る専門職が不足し、ニー

ズに応えられない地域が生じることが危惧されます。また、必要とする人がどこ

に住んでいても、資力の状況に関わらず利用できる制度とすることが必要です。 
 
○成年後見制度のほかに、判断能力が十分でない人が地域において自立した生活を

続けるため、金銭管理や福祉サービスの利用について援助する、社会福祉協議会

が行う日常生活自立支援事業がありますが、この事業においても利用者は毎年増

加し、今後もその傾向は続くとみられることから、事業の充実、強化が必要です。

（１） 成年後見制度の利用促進 

（２） 日常生活自立支援事業の促進 

（３） 児童、高齢者、障害児者の虐待やＤＶ被害防止対策の推進 

（４） 消費者被害等の防止に向けた取組の推進 

【成年後見制度とは】 

平成 12（2000）年に介護保険制度と同時に施行。 

介護保険制度の開始により、福祉サービスの措置から契約に移行する中で、成年後見制

度は、判断能力が十分でない人に対し、法的に権限を与えられた後見人等が、財産管理や

身の回りの世話のための福祉サービス利用や施設入所の契約締結などの身上保護を行う

司法制度です。 
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また、事業に従事する専門員や生活支援員等の資質向上や不正防止のための監督

機能の強化を図り、事業の信頼性を高めていく必要があります。 
 
○子ども、高齢者、障害のある人の虐待やＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）

被害について、相談件数は毎年増加しており、特に、子どもの虐待の相談件数は、

令和元年度に3,000件を超え、深刻な状況にあります。 

 

○虐待や暴力は人権に係る重大な問題であり、生命の危険に及ぶような事案もある

ことから、被害防止に向けてそれぞれの対象者や特性に応じた切れ目ない支援が

必要です。また、虐待に対して、弁護士、社会福祉士等の専門職チームの派遣な

ど、専門職の活用促進を図る必要があります。さらに、県民の人権に対する意識

を高め、虐待の未然防止や早期発見・早期対応につなげる必要があります。 

 

○特殊詐欺等の消費者被害は、70歳代、80歳代が約８割と高齢者に被害が集中して

います。高齢者や障害のある人が地域で権利や財産を侵害されることなく安心し

て暮らし続けることができるよう、被害者の特性に応じた注意喚起や広報、地域

の見守りによる未然防止対策が必要です。 

 

施策の方向 

○成年後見制度について、どこに住んでいても、資力の状況に関わらず利用するこ

とができ、利用者がメリットを実感できる制度とするため、市町における成年後

見制度利用促進に向けた体制構築を県・市町社会福祉協議会と連携して支援しま

す。そのため、市町の地域連携ネットワークの構築や中核機関の整備を促進し、

単独での整備が困難な場合には、広域での整備も踏まえた支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 
 

○認知症高齢者等の増加により、成年後見制度の利用の増大が見込まれる中、適正

な制度の利用を図る上で、権利擁護支援の人材確保が急務であることから、市民

後見人を育成し、受任後も親族後見人を含めて後見事務を専門的にバックアップ

ができる体制の強化を推進します。また、権利擁護に関連した複合的な課題を抱

える人への多分野・多機関との支援調整や身元保証人の不存在等による入院等の

課題への対応など権利擁護に係る諸課題については、今後、地域連携ネットワー

ク等において検討していきます。 

【中核機関の５つの機能等】 ※国の成年後見制度利用促進計画による 

中核機関とは、権利擁護支援を行う法律・福祉の専門職団体や関係機関などの多職

種による連携協働体制である地域連携ネットワークの中核となる機関（事務局）であり、

次のような機能があります。 

①広報 ②相談 ③制度利用の促進 ④後見人の支援 ⑤不正防止効果 
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○中核機関には、成年後見制度以外の支援につなげる役割も担うことが求められて

いることから、地域共生社会の実現に向けた市町の包括的支援体制との有機的か

つ効果的な連携を図るよう、市町に働きかけていきます。 

 

○判断能力が十分でない人の金銭管理や福祉サービスの利用相談などの援助を行

う日常生活自立支援事業については、実施主体となる県社会福祉協議会とともに

持続的かつ円滑な運営が可能となるよう、市町社会福祉協議会の実施体制の充実、

強化を図ります。また、事業に従事する専門員や生活支援員等の資質向上や不正

防止のための監督機能の強化を図り、事業の信頼性を高めます。この事業におい

て、利用者の状態や意向に応じて、成年後見制度への移行支援など両制度の円滑

な連携による利用の適正化を図ります。 

 

○虐待やＤＶ被害に対しては、権利擁護のための意識啓発や通報義務の周知等を図

り、虐待の未然防止に努めるとともに、早期発見・早期対応の体制強化を図りま

す。また、被害当事者の自立支援や心のケア、保護者・養護者等を含む世帯全体

への支援を行います。 

 

○現在、高齢者分野において、虐待に係る弁護士、社会福祉士等の専門職の派遣を

行っており、他の分野においても、今後、市町のニーズなどを把握して対応を検

討していきます。 

 

○高齢者や障害のある人の消費者被害防止のため、世代や特性に応じた消費者教育

の推進を図るとともに、周辺住民や福祉関係者が消費者被害に気づき、早期の段

階で消費生活相談窓口につなげられるよう、啓発活動を促進し、住民や関係者間

での見守り体制づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 【成年後見制度利用イメージ】 
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主な取組 

(1) 成年後見制度の利用促進 

①判断能力が十分でない人を法律面や生活面で支援する成年後見制度を、どの地

域に住んでいても、資力の状況に関わらず利用できるよう、申立費用や後見人

等への報酬の助成などによる制度利用支援事業等の活用を市町に促すほか、県

社会福祉協議会と連携して職員の資質向上のための実務研修を実施するなど、

市町への専門的な支援を行います。 
 

②市町における市民後見人の養成研修や養成後の人材の育成・活用に向けた取組

を支援します。 
 
③権利擁護支援の地域連携ネットワークや中核機関の整備に向け、弁護士、司法

書士、社会福祉士等の専門職、家庭裁判所、市町、市町社会福祉協議会などか

ら構成される協議会を開催し、連携強化を図ります。 
 
④権利擁護支援の地域連携ネットワークや中核機関の整備、市町成年後見制度利

用促進計画に基づく市町の取組促進のため、相談支援事業により専門職等の派

遣や必要な助言等を行います。 
 
⑤権利擁護は、地域福祉の課題であることを踏まえ、市町成年後見制度利用促進

計画を地域福祉計画に位置付けることなどを含め、研修等を通じて市町の計画

の策定を推進します。 
 
⑥成年後見制度の適切な利用につなげるため、福祉関係者等に対して制度の理解

促進を目的とした研修会等を開催します。 

～成年後見制度テキスト～ 

成年後見制度を福祉関係者の方に知ってもらい、制度を必要とする

人を適切に利用につないでもらうことを目的に、平成 31 年１月に静岡

県と静岡県社会福祉協議会が共同で作成しました。 

赤い羽根共同募金助成事業により作成 
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(2) 日常生活自立支援事業の促進 

①判断能力が十分でない人の金銭管理、福祉サービスの利用相談などの援助を行

う日常生活自立支援事業の安定的な財源や必要な人員の確保などにより、体制

の充実、強化を図ります。 
 

②日常生活自立支援事業から成年後見制度へのスムーズな移行による切れ目の

ない支援を行うため、専門員や生活支援員等に対する研修を実施し、制度間の

円滑な連携を促進します。 
 

③日常生活自立支援事業における金銭管理等支援サービスの適正化に向けて、市

町社会福祉協議会の管理体制に係る指導や倫理研修を実施します。 
 

(3) 児童、高齢者、障害児者の虐待やＤＶ被害防止対策の推進 

①子どもの虐待予防のため、市町が実施する乳児家庭全戸訪問事業等の活用を促

進します。 

 

②複雑で困難な事案に関しては、各児童相談所に弁護士を配置し、法的対応機能

の強化を図ります。 

 

③高齢者の虐待防止のため、地域包括支援センターの機能を強化し、高齢者権利

擁護のネットワーク構築を図ります。 

 

④市町や地域包括支援センターからの相談に対応する高齢者の権利擁護窓口を

設置します。また、市町を支援するため、県内各地域の事例解決に協力可能な

弁護士や社会福祉士と連携し、必要に応じて専門職を派遣します。 

 
  ⑤障害のある人の虐待防止のため、相談窓口となる市町職員や相談支援事業者、

障害福祉サービス事業者等に対して研修を実施し、虐待の未然防止に努めます。 
 
  ⑥民間団体を含む関係機関などとの連携によるＤＶ防止ネットワークの設置を

促進するとともに、同ネットワークや要保護児童対策地域協議会の運営・活動

の充実を支援します。 
 

(4) 消費者被害等の防止に向けた取組の推進 

①消費者被害防止の観点から、自力で解決するのが難しい高齢者や障害のある人

等を家族や地域で見守るため、高齢者等の地域見守りネットワーク（消費者安

全法に基づく「消費者安全確保地域協議会」）を活用した見守り体制の整備を

促進します。また、高齢者本人や見守り者への消費者被害防止に関する啓発に

取り組みます。 
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②特殊詐欺対策として、自治会、金融機関、市町等の関係機関、団体と連携した

各種被害防止対策を推進します。 
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４ 福祉サービスを担う人材の養成・確保 

   
   
     

    
   

○少子高齢化の進行や夫婦共働き世帯の増加などによる保育や介護等に対する

ニーズは多様化、拡大しており、福祉・介護人材の確保への対応が求められて

います。 

 

○特に、介護人材については、令和７（2025）年時点で約 5,700 人不足すると推計

されており、人材確保のための対策が喫緊の課題です。 

 

○福祉・介護分野の令和元年度の有効求人倍率は、全産業が 1.48 倍であるのに比

べ、介護関連では 4.64 倍、保育士等の福祉関連では 4.00 倍と高く、福祉・介護

人材の確保が難しい状況が継続しています。 

 

○福祉・介護分野の賃金水準や平均勤続年数は、全産業と比べて低く、労働環境の

整備が必要です。また、介護福祉士や保育士等の有資格者がその関連業務に就い

ていないなど人材の有効活用にも課題があります。 

 

施策の方向 

○福祉･介護人材を確保するため、専門資格の取得を支援するとともに、潜在的な

有資格者の復職支援に取り組みます。また、専門的な資格を持たない若者、女性、

高齢者など多様な人材の活用により、福祉･介護人材の裾野を広げます。さらに、

福祉･介護の仕事が人々の暮らしを支える大切な仕事であることや、仕事のやり

がいと魅力を広く社会へ発信し、次世代の担い手の確保につなげます。 

 

○保育士や介護職員が将来展望を持って長く働くことができる職場づくりを推進

するため、能力、資格、経験に応じた給与･処遇体系を定める「キャリアパス制

度」の導入を支援し、処遇改善につなげます。また、介護ロボットやＩＣＴ機器

（１） 福祉・介護人材の確保と定着支援 

（２） 福祉・介護人材養成の推進 

（３） 外国人介護人材の確保 

（４） 県社会福祉人材センターの機能強化 

現状・課題 
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の活用を促進し、業務の効率化による職員の負担軽減を図り、働きやすい職場づ

くりを進めます。 

 

○県社会福祉人材センターや県保育士・保育所支援センターにおいて、就労支援、

マッチング、定着支援を行い、福祉・介護人材の確保を図ります。 

 

○介護、保育、障害のそれぞれの分野において、キャリアに応じた専門的な研修の

実施により、利用者本位の質の高いサービスが提供できる人材の育成を図ります。 

 

○外国人介護人材を受け入れる事業所の体制整備を支援し、円滑な受入れを実現し

ます。また、外国人介護職員に向けた研修の実施により介護職場への定着を支援

します。さらに、文化や生活習慣の相違を超えて安心して働くことができるよう

相談体制を整備します。 

  

○県社会福祉人材センターの機能強化により、年間 1,000 人の就職人数を目標に就

労支援、マッチング、定着支援を行うほか、福祉・労働・教育施策における人材

養成事業を充実し、就労促進と資質の向上を図ります。 
 

主な取組 

(1) 福祉・介護人材の確保と定着支援 

①介護福祉士養成施設の在学生等に修学資金を貸与し、介護福祉士の資格取得を

支援するとともに、県内の社会福祉施設等への就業を促進します。 

 
②結婚や出産等により離職した有資格者や介護職経験者に対し、研修や事業所と

のマッチングを実施し、復職を支援します。 
 
③専門的な資格を持たない方に向けた実務経験や研修受講を通して、新たな人材

の就業促進を図ります。 
 
④社会福祉施設の見学や体験を通して、小学生、中学生、高校生の介護職に対す

る理解を深めます。 
 
⑤若手介護職員による出前授業や教員訪問の実施、就職ガイダンスへの参加等を

通じて介護の魅力を発信し、介護分野への就業を促進します。 
 
⑥働きやすい職場づくりに積極的に取り組む介護事業所を表彰するとともに、人

材育成の推進や労働環境の改善等の項目で一定基準を満たす介護事業所を認

証し、広く情報提供を行うことで、働きやすい介護事業所としての認知度を高

めます。 
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⑦介護ロボットの導入による介護業務の負担軽減や、ＩＣＴ機器の活用による事

務効率化による生産性の向上等により、職場環境の改善を図ります。 
 

⑧介護職員や保育士等が将来展望を持って長く働くことができるよう、「キャリ

アパス制度」の導入を支援するなど、介護職員や保育士等の処遇改善による定

着率の向上を図ります。 
 
⑨介護職員や保育士等が安心して出産等に専念できるよう、一時的に従事できな

い介護職員等の代替職員を雇用する事業所を支援します。 
 
⑩長時間労働の是正や多様な人材の活躍が求められているため、経営者等に対す

る研修やアドバイザーの派遣などにより、仕事と家庭との両立や働きやすい職

場環境の整備を支援します。 
 

⑪県が実施主体となる県社会福祉人材センターと県保育士・保育所支援センター

を県社会福祉協議会に委託して設置し、求職・求人情報の紹介、個別相談支援、

人材の掘り起こし、マッチング、定着支援などの各種事業を通じて、福祉・介

護人材の確保を図ります。 

 

(2) 福祉・介護人材養成の推進 

①県社会福祉人材センターや職能団体、介護福祉士養成施設等が行う研修を支援

するとともに、独自では教育研修を実施することが困難な小規模事業所の職員

を対象とした研修の実施により、資質の向上を支援します。 
 
②介護保険制度の要である介護支援専門員向けの実務研修を通じて養成を進め

るとともに、専門研修や更新研修等を通じて資質向上を図ります。 
 
③訪問介護員等を養成するため、介護職員初任者研修を推進するとともに、訪問

介護員に対する現任研修を通じて訪問介護員の資質向上を図ります。 
 
④保育士、放課後児童指導員等の研修を充実し、資質向上と子育て支援機能の強

化を図ります。 
 
⑤多様な子育てに係る事業の担い手等を確保するため、子育て支援員研修や放課

後児童支援員認定資格研修を実施します。 
 
⑥「静岡県社会的養育推進計画」に基づき、児童養護施設等の小規模化や地域分

散化を進めます。 
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⑦里親等委託の推進のため新たな里親登録を推進するとともに、里親への包括的

な支援環境の整備を図ります。 
 
⑧各種の相談支援従事者の研修を充実し、相談支援体制の強化を図ります。 
 
⑨サービス管理責任者等の研修を充実し、障害福祉サービスの資質向上を図りま

す。 
 
⑩障害のある人の地域生活を支援するため、強度行動障害支援者、同行援護従事

者等の研修を充実します。 
 
⑪知的障害のある人の地域での自立と就労の契機とするための知的障害者居宅

介護職員養成研修事業を実施します。 
 
⑫社会福祉法人経営者協議会の実施する社会福祉法人等への経営指導事業を促

進します。 
 
⑬離転職者向けの職業訓練の中で介護分野での就職を目指すためのコースを実

施します。 
 

(3) 外国人介護人材の確保 

①外国人介護人材の受入準備のためのセミナー開催や、受入れの不安を解消する

ためのコーディネーターの派遣により、介護事業所の受入体制の整備を支援し

ます。 
 

②介護事業所で働く外国人介護職員の日本語能力や介護技術向上のための研修

を実施し、定着を促進します。 
 

③県内の介護事業所での就業を目指す留学生に対して、学費や生活費の一部を助

成し、介護福祉士資格の取得及び就業を支援します。 
 

④外国人介護職員の仕事上の悩みに対応する巡回相談を実施し、安心して働くこ

とができる環境を整備します。 
 

(4) 県社会福祉人材センターの機能強化 

①無料職業紹介、就職相談会、インターネットによる職業紹介等の事業を推進し、

全国トップレベルの就職者数、就職率等の実績を維持するとともに、キャリア

支援専門員を配置して、個々の求職者に最適な職場の開拓、働きやすい職場づ

くりに向けた指導・助言を実施するなど、更なる事業の充実により機能強化を
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図ります。 
 
②福祉サービスの質の向上等を図るため、社会福祉施設職員等への研修事業を充

実するとともに、受講者アンケート等から研修内容を評価し、満足度の高い研

修の実施に努めます。 
 
③福祉・介護人材の確保について、関係機関と課題等について協議、研究する場

等を設けるなど、協働・連携の強化に努めます。 
 
④ＷＥＢやＩＣＴ機器等を活用し、新しい生活様式に対応した福祉体験や就職相

談会、個別就労支援によるマッチング等により、コロナ禍においても就労支援

の充実に努めます。 
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【静岡県優良介護事業所表彰】（知事褒賞） 

 働きやすい職場環境づくり、利用者本位のサービス提供に積極的に取り組む静岡県

内の介護事業所に対して、２部門で表彰を行っています。 

 

≪令和２年度受賞事業所の取組事例≫ 

「職場環境改善部門」（３事業所）                                 

 

社会福祉法人七恵会 在宅複合型施設 長上苑 （浜松市東区） 

『 読んだみんながほっこりする体験文集 』 

職員の「ほっこりしたこと」を文集としてまとめて、介護の魅力を発信しています。 

 
社会福祉法人八生会 介護老人福祉施設 梅香の里 （磐田市） 

『 紙媒体の分厚いマニュアルはもう古い！電子マニュアル 』 

マニュアル等を電子化し、職員がいつでも確認できるようにしています。 

 
矢崎総業株式会社 ヤザキケアセンター 紙ふうせん （裾野市） 

『 有休をとるぞ！みんなリフレッシュ！ 』 

有休取得リストや有休未取得警報により、職員の有給休暇取得を促進しています。 

「サービスの質向上部門」（５事業所） 

 
医療法人財団百葉の会 アーマビリータ （富士市） 

『 カルチャークラブで心身元気 』 

利用者が「したい」ことを選択することで、趣味・余暇活動を充実させています。 

 
特定非営利活動法人和合 デイサービス和合 （磐田市） 

『 利用日以外でも気軽に相談できる場所と関係づくり 』 

利用日以外の時間や夜間・休日でも電話相談を行い、自宅訪問もしています。 

 
株式会社アクタガワ アクタガワ 生活リハビリ押切 （静岡市清水区） 

『 生きがいを高める３つの目標設定と成果の見える化 』 

利用者の希望に沿った目標を設定し、機能訓練の成果を見える化しています。 

 

有限会社在宅支援センターふれあい グループホームふれあい稲荷（裾野市） 

『 その方らしく、皆が悔いのないお看取りを 』 

看取りの都度、職員のモチベーションが下がらないように研修を行っています。 

 
社会福祉法人聖啓会 特別養護老人ホーム菜の花 （藤枝市） 

『  その人の人としての 食、活、嬉、希、幸、生”を守るための拘縮予防 』 

拘縮予防により動ける部分は動くようすることで、利用者の生活を守っています。 
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５ 福祉サービスの適切な利用の推進と質の一層の向上  

   
   
   
 

 
   
   

○福祉サービスの利用に当たり、利用者が社会福祉事業者と対等な立場で、必要な

サービスを選択し、利用できることが大切ですが、利用者本位のサービスが提供

されなかったり、利用者の尊厳や権利が守られない場合には、公正・中立な機関

による苦情処理の仕組みが確保され、適正な利用が妨げられないようにする必要

があります。 

 

○社会福祉事業者は、利用者の生活課題に応じ、総合的かつ継続的に必要なサービ

スが提供されるよう、自ら提供するサービスの質の向上を図ることが重要です。 

 

○行政は、社会福祉事業者が適正にサービスを行うよう指導監督体制の強化を図る

必要があります。 

 

○利用者が自らサービスを選択し利用できるよう、サービスの選択に資する情報が

適正に公表され、こうした情報について、入手しやすい環境の整備を図る必要が

あります。 
 

施策の方向 

○社会福祉事業者が、事業所内に自らのサービスに対する苦情相談窓口を設置し、

自らのサービスの質の改善や向上を図ることができるよう、適正な苦情処理体制

の整備を推進します。それでも解決が図られない場合には、公正性・中立性を確

保するため、第三者委員で構成された運営適正化委員会を県社会福祉協議会内に

設置し、的確・迅速な苦情解決を促進します。 

 

○社会福祉事業者が自ら提供するサービスの評価を行う福祉サービス第三者評価

事業を推進するとともに、指導監査等により社会福祉事業の健全な運営の確保を

（１） 苦情解決体制の整備促進 

（２） 福祉サービス第三者評価等の推進 

（３） 社会福祉事業の健全な運営の確保を図るための指導監査等の実施 

（４） 福祉サービスの情報の公表 

現状・課題 
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図ります。 

 

○利用者のサービス選択に資する情報が適切に提供できるようサービス情報の公

表を行います。 

 

主な取組 

(1) 苦情解決体制の整備促進 

①苦情受付窓口の設置等、社会福祉事業者の苦情解決を迅速かつ適切に行う体制

の整備を促進します。 

 
②運営適正化委員会において、第三者委員による的確・迅速な苦情解決を促進し

ます。 
 

(2) 福祉サービス第三者評価等の推進 

受審意欲醸成のための研修会の開催、評価機関及び評価調査者の育成等により、

福祉サービス第三者評価を推進します。 
 

(3) 社会福祉事業の健全な運営の確保を図るための指導監査等の実施 

①指導監査職員研修の充実、監査実施方法の標準化・統一化等により効果的、効

率的な指導監査を実施します。 
 
②介護サービス事業者及びサービス付き高齢者向け住宅事業者への指導監督体

制を強化することにより、利用者からの苦情への迅速かつ適切な対応等を通じ

て、適切なサービス提供を促進します。 
 

(4) 福祉サービスの情報の公表 

利用者が適切に事業者を選択できるよう、介護サービス情報の公表制度を推進

します。 
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１ 計画の推進体制 

(1) 庁内連携による取組の推進 

本計画を実効性あるものとして推進していくため、庁内関係部局で組織する「静

岡県地域福祉支援計画策定・推進本部」の開催等を通じ、連携して取組を推進し

ていきます。 

毎年、数値目標等を基準に施策の成果や進捗状況を管理し、県ホームページに

公表します。 

（2）外部会議等を活用した意見聴取 

本計画の「静岡県地域福祉支援計画策定委員会」、学識経験者や社会福祉団体等

の代表で構成される「静岡県社会福祉審議会」など、外部の構成員による会議を

活用し、必要に応じて進捗状況や成果等を報告し、計画の推進に関して意見聴取

を行い、施策や個別の事業に反映します。 

（3）関係機関等との情報交換等による状況把握と取組の支援 

市町・市町社会福祉協議会とのブロック会議や住民、民生委員・児童委員、社

会福祉関係団体等との意見交換会等を通じて、各市町の地域福祉の現状や地域福

祉計画の推進状況等を把握します。また、地域福祉に関する先進事例の紹介、研

修会の開催等により、市町の地域福祉の推進に資する情報を積極的に提供します。 

 
２ 目標設定と進捗管理 

(1) 目標設定 

市町における地域福祉計画や静岡県社会福祉協議会の地域福祉活動推進計画

による地域福祉施策、関連する各個別計画の施策の内容などを踏まえ、適切な数

値目標を設定するとともに、施策の基本方向を明確化します。 

なお、関連する各個別計画で定めた数値目標の達成や施策の推進については、

それぞれの計画で推進することを基本とし、毎年の進捗状況調査等において数値

目標の内容に変更があったときはこれを見直します。 
(2) 進捗管理 

計画の進捗管理に当たっては、１の計画の推進体制により、策定後も本計画に

ついて、調査、分析及び評価を行うよう努め、必要に応じて、本計画を見直すも

のとします。 

 

 

 

 

 

 第５章 計画の推進 
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３ 数値目標 

  数値目標については、成果指標と活動指標に分け、前回計画の 67 項目から、54

項目としました。（再掲は削除しました。） 

内訳：【新規】…新たに取上げた項目 ５項目 

【継続】…前回からの継続項目 49 項目 
 
 

 

 

現   状 目  標 大

柱 
項   目 

年 度 実 績 年 度 目標値 
備 考 

Ⅰ 
誰もが暮らしやすいまちづくりが

進んでいると感じる県民の割合 
Ｒ２ 53.8% Ｒ３ 75.0%

県民 

生活課 

Ⅱ 県民の地域活動への参加状況 Ｒ２ 83.5% Ｒ３ 
87.0%以上

（毎年度）

地域 

振興課 

Ⅲ 
包括的相談支援体制の整備を

行った市町数 
Ｒ１ 11 市町 Ｒ６ 35 市町

地域 

福祉課 

※関連する各個別計画からの指標については、各個別計画の更新時に合わせ、本計画の指標を見

直します。 

 

 
 
 

 

 
 

現   状 目  標 中

柱 
項   目 

年 度 実 績 年 度 目標値 
備 考 

１ 

仕事と子育て（介護）の両立支

援・職場環境づくりに取り組んで

いる企業の割合 

Ｒ２ 88.8% Ｒ３ 92%
労働雇用 

政策課 

１ 

次世代育成支援対策推進法に

基づく一般事業主行動計画を策

定した中小企業数 

Ｒ１ 2,168 社 Ｒ６ 2,600 社
労働雇用 

政策課 

１ 人権啓発講座等参加人数 Ｒ１ 29,320 人 Ｒ７ 
30,000 人

（毎年度）

人権同和 

対策室 

２ 

地域学校協働本部を有する 

学校数及び同等の機能を有する

学校数 

Ｒ１ 367 校 Ｒ６ 390 校
社会 

教育課 

Ⅰ 共生の意識づくり 

指標一覧 

成果指標 

活動指標 活動指標 
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現   状 目  標 中

柱 
項   目 

年 度 実 績 年 度 目標値 
備 考 

２ 人づくり地域懇談会参加者数 Ｒ１ 20,046 人 Ｒ３ 
20,000 人

（毎年度）

総合 

教育課 

２ 
地域学校協働活動推進員等養

成講座受講者数 
Ｒ１ 55 人 Ｒ８ 

40 人

（毎年度）

社会 

教育課 

２ 
家庭教育支援員等養成研修会

参加者数 
Ｒ１ 65 人 Ｒ８ 

80 人

（毎年度）

社会 

教育課 

３ 

社会奉仕(貢献)活動を学校行事

や総合的な学習の時間等で実

施した学校の割合 

Ｒ１ 
小学生 61.2％

中学生 71.8％
Ｒ８ 

80％

（毎年度）

義務 

教育課 

３ 

県立高等学校（全日制等）のうち

保育・介護体験を実施している

学校の割合 

Ｒ１ 100% Ｒ３ 
100%

（毎年度）

高校 

教育課 

３ 

「共生・共育」の推進に向け、 

居住地域での交流を実施した 

児童生徒の数 

Ｒ１ 
実施人数

851 人
Ｒ６ 

実施人数

1,400 人

特別支援 

教育課 

３ 
教育活動において、外部人材を

活用した学校の割合 
Ｒ１ 

小学校 99.4％ 

中学校 100％ 

高等学校 98.2％

特別支援学校

94.6％

Ｒ８ 
100%

（毎年度）

社会 

教育課 

 

 

 

 

 

 

現   状 目  標 中

柱 
項   目 

年 度 実 績 年 度 目標値 
備 考 

１ 
地域福祉コーディネーターの 

養成者数 
Ｒ１ 29 人 Ｒ８ 

30 人

（毎年度）

地域 

福祉課 

１ 
「しずおか子育て優待カード事

業」協賛店舗数 
Ｒ１ 6,552 店舗 Ｒ６ 8,200 店舗

こども 

未来課 

１ 
地域の青少年声掛け運動の 

参加申込者数 
Ｒ１ 404,915 人 Ｒ３ 425,000 人

社会 

教育課 

1 「通いの場」設置数 Ｒ１ 4,226 箇所 Ｒ５ 5,500 箇所
健康 

増進課 

Ⅱ 共生の地域づくり 
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現   状 目  標 中

柱 
項   目 

年 度 実 績 年 度 目標値 
備 考 

１ 
コミュニティカレッジ修了者数 

(平成 25 年度までの累計 640 人)
Ｒ２ 累計 1,138 人 Ｒ３ 累計 1,320 人

地域 

振興課 

２ 民生委員・児童委員の充足率 Ｒ２ 97.9% Ｒ８ 
100%

（毎年度）

地域 

福祉課 

２ 
ふじさんっこ応援隊の参加 

団体数 
Ｒ１ 1,626 団体 Ｒ６ 5,500 団体

こども 

未来課 

３ 
静岡県ゆずりあい駐車場制度の

民間協力施設数 
Ｒ１ 1,125 施設 Ｒ６ 1,200 施設

地域 

福祉課 

３ 

県内の乗降客数 3,000 人/日以

上の鉄道駅のユニバーサルデ

ザイン化の割合 

Ｒ２ 92.5% Ｒ５ 100%
地域 

交通課 

３ 
バリアフリー対応バス車両の 

導入率 
Ｒ１ 76.4% Ｒ６ 82.0%

地域 

交通課 

３ 
県内企業・団体等のユニバーサ

ルデザインへの取組割合 
Ｒ１ 50.8% Ｒ３ 55.0%

県民 

生活課 

３ 

困っている人を見かけた際に 

声をかけたことがある県民の 

割合 

Ｒ２ 34.2% Ｒ３ 33.3%
県民 

生活課 

３ 

県民のユニバーサルデザインを

知っている人の割合（意味まで

知っている人） 

Ｒ２ 59.1% Ｒ３ 50.0%
県民 

生活課 

４ 
地域防災力強化人材育成研修

受講者（累計） 
Ｒ１ 11,015 人 Ｒ３ 12,000 人

危機 

情報課 

４ 
避難行動要支援者避難支援 

計画の策定市町数 
Ｒ２ 31 市町 Ｒ５ 全市町

健康福祉 

政策課 

４ 刑法犯認知件数 Ｒ２ 15,370 件 Ｒ３ 
20,000 件

以下

く ら し 交 通

安全課 
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現   状 目  標 中

柱 
項   目 

年 度 実 績 年 度 目標値 
備 考 

１ 

自立し社会参加していると感じ

ている障害のある人の割合 

（５年毎の調査） 

Ｈ28 51.3% Ｒ３ 70.0%
障害者 

政策課 

１ 保育所等待機児童数 Ｒ２ 122 人 Ｒ６ 
0 人

（毎年度）

こども 

未来課 

１ 放課後児童クラブ待機児童数 Ｒ２ 723 人 Ｒ６ 
0 人

（毎年度）

こども 

未来課 

１ 延長保育実施箇所数 Ｒ１ 530 箇所 Ｒ６ 750 箇所
こども 

未来課 

１ 
福祉施設の入所者の地域生活

への移行（各計画期間の累計）
Ｒ１ 

196 人

(H29～R１)
Ｒ５ 206 人

障害者 

政策課 

１ 
福祉施設から一般就労へ移行

した障害のある人の数 
Ｒ１ 492 人 Ｒ５ 724 人

障害者 

政策課 

１ 障害者雇用率 Ｒ２ 2.19% Ｒ３ 2.3%
労働雇用 

政策課 

１ 
シルバー人材センターの就業

延人員 
Ｒ１ 

2,176,823 

人日 
Ｒ５ 

2,350,000

人日以上

労働雇用 

政策課 

１ 
圏域自立支援協議会専門部会

設置数 
Ｒ１ 26 部会 Ｒ３ 30 部会

障害者 

政策課 

１ 

障害のある人を受け入れてい

る介護サービス事業所（基準該

当登録事業所数） 

Ｒ２ 52 箇所 Ｒ５ 73 箇所
障害者 

政策課 

１ 再犯者率 Ｒ１ 44.7% Ｒ３ 45.0％以下
くらし交通 

安全課 

２ 
新規就労または増収した生活

保護受給者の割合 
Ｒ１ 28.0% Ｒ８ 

40.0％

（毎年度）

地域 

福祉課 

２ 
人口 10 万人当たり 

ホームレス数 
Ｒ１ 1.71 人 Ｒ８ 

４人以下

（毎年度）

地域 

福祉課 

２ 自殺による死亡者数 Ｒ１ 564 人 Ｒ３ 500 人未満
障害 

福祉課 

Ⅲ 福祉の基盤づくり 
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現   状 目  標 中

柱 
項   目 

年 度 実 績 年 度 目標値 
備 考 

３ 
成年後見制度利用促進研修 

参加人数 
Ｒ１ 871 人 Ｒ８ 

900 人

（毎年度）

地域 

福祉課 

３ 

権利擁護の地域連携ネットワ

ークの中核となる機関の整備

市町数 

Ｒ２ ４市 Ｒ３ 35 市町
地域 

福祉課 

４ 介護職員数 Ｒ１ 54,310 人 Ｒ７ 62,988 人
介護 

保険課 

４ 介護支援専門員数 Ｒ１ 5,516 人 Ｒ７ 6,306 人
介護 

保険課 

４ 
相談支援専門員の養成人数

（累計） 
Ｒ１ 1,481 人 Ｒ３ 3,200 人

障害者 

政策課 

４ 

県立高等学校（全日制等）のう

ち保育・介護体験を実施してい

る学校の割合 

Ｒ１ 100% Ｒ３ 
100%

（毎年度）

高校 

教育課 

４ 
社会福祉人材センターにおける

就職者数 
Ｒ１ 841 人 Ｒ８ 

1,000 人

（毎年度）

地域 

福祉課 

４ 
社会福祉人材センター研修 

受講者数満足度割合 
Ｒ１ 98.3% Ｒ８ 

95％以上

（毎年度）

地域 

福祉課 

５ 
福祉サービスの第三者評価 

受審数（累計） 
Ｒ１ 531 施設 Ｒ５ 710 施設

福祉 

指導課 

５ 
社会福祉事業者定期指導 

実施率 
Ｒ１ 100% Ｒ８ 

100%

（毎年度）

福祉 

指導課 

５ 
介護サービス情報公表 

事業所数 
Ｒ１ 3,289 箇所 Ｒ３ 3,300 箇所

福祉 

指導課 

※関連する各個別計画からの指標については、各個別計画の更新時に合わせ、本計画の指標を見

直します。 
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１ 各福祉分野を取り巻く社会状況 

 (1)子どもを取り巻く状況 

①家庭環境と就労環境の状況 

夫婦共働き世帯数は、世帯総数の半数以上であり、育児をしている女性のうち、

仕事をしている人の割合は、平成 29 年度に 15～24 歳以外の年代で５割以上を占

めています。  

また、介護を行っている有業者のうち、男性が 44.9％、うち 40～50 歳代が

23.1％となっており、有業者全体の約４分の１を占めています。 

介護や子育てによる家庭の負担が増加しており、介護休業・育児休業の取得率

も低いため、働きながら子育てや介護が両立できる環境の整備や地域で家庭を支

える仕組みの充実が必要です。 

 

夫婦ともに有業の世帯数             （単位：世帯） 

世帯総数 夫婦共働き世帯数 割合 

H29 H24 H29 H24 H29 H24 

831,200 847,200 441,000 424,700 53.1％ 50.1％

   資料：経済産業部就業支援局労働雇用政策課「就業構造基本調査」 
 
 

育児をしている女性の有業率  ※全ての年齢階級で上昇 

  

資料：静岡県経済産業部就業支援局労働雇用政策課「就業構造基本調査」 
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参 考 資 料  

Ⅰ 地域福祉を取り巻く状況と課題（補記） 
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介護を行っている有業者数 

資料：静岡県経済産業部就業支援局労働雇用政策課「就業構造基本調査」 
 
 

②子育て環境の状況 

雇用形態やライフスタイルが多様化する中、少子高齢化や核家族化の進行によ

り、地域や家庭における子育て機能の低下や子育て家庭の孤立が課題となってい

ます。 

また、保育所、放課後児童クラブの待機児童の発生や虐待児童数の増加、ひと

り親世帯の貧困など、その対応や支援も課題となっています。 

 

保育所等の入所児童数と待機児童数の推移（静岡県）       （単位：人） 
 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

入所児童数 56,255 58,786 61,079 63,742 65,710 66,533

待機児童数 780 449 456 325 212 122

※平成 26年度の入所児童数は、地域型保育事業を含まない。 

資料：静岡県健康福祉部こども未来局こども未来課 各年４月１日現在 
 

放課後児童クラブ待機者数の推移（静岡県）             （単位：人） 
 

区 分 H29 H30 R1 R2 

県所管分 322 287 551 409

静岡市 315 173 86 43

浜松市 392 355 471 271

計 1,029 815 1,108 723

※令和元年度までは各年５月１日時点調査。令和２年度は７月１日時点調査 
 
 

 

 

   

   

年度 区分 介護有業者数 うち、男性 うち、40～50歳代 

全国 2,910,200人 1,309,200人(45.0%) 689,900人(23.7%)H24 

静岡県 81,100人 34,100人(42.0%) 16,500人(20.3%)

全国 3,463,200人 1,514,900人(43.7%) 820,800人(23.7%)H29 

静岡県 95,800人 43,000人(44.9%) 22,100人(23.1%)
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児童虐待処理件数、一時保護等の推移（静岡県）         （単位：件） 
 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 

相談処理件数 2,205 2,496 2,368 2,911 3,461

一時保護 616 692 553 724 828

資料：静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課 

 

種類別虐待処理件数の推移（静岡県）              （単位：件） 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 

心理的虐待 1,014 1,241 1,251 1,572 2,001

身体的虐待 638 652 510 663 804

ネグレクト 526 565 557 627 601

性的虐待 27 38 50 49 55

計 2,205 2,496 2,368 2,911 3,461

資料：静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課 

 

ひとり親世帯数の推移（静岡県）                 （単位：世帯） 

区 分 H7 H12 H17 H22 H27 

母子世帯 19,876 23,616 28,886 30,944 30,849

父子世帯 5,802 5,916 6,955 6,977 6,281

計 25,678 29,532 35,841 37,921 37,130

資料：静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課 

 

ひとり親世帯の収入(平均世帯年収)の状況（全国） 

区 分 一般家庭 母子家庭 母子家庭の 
平均世帯人員

父子家庭 父子家庭の 
平均世帯人員

全 国 707.8万円 348万円 3.29人 573万円 3.65人

資料：厚生労働省「平成28年度全国ひとり親世帯等調査」 

静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課 
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 (2)高齢者を取り巻く状況 

急速な高齢化の進行により、県内の高齢者のみ世帯やひとり暮らし世帯、要介

護認定者の数は年々増加し、令和 27 年には、県民の３人に１人が高齢者という

社会が到来することが見込まれています。今後、ますます福祉・介護人材のニー

ズは高まり、併せてゴミ出しや買物などの生活支援ニーズ、通院などの移動支援

ニーズなどが増大することが見込まれ、多様化するニーズへの対応が課題となっ

ています。 

令和２年４月の市町別高齢化率（65 歳以上の割合）については、40％を超える

市町数が 10 市町あり、うち９市町が伊豆地域に集中しているなど、地域差があ

り、課題も異なります。 

特殊詐欺の被害について、被害者の年代は 70 歳代、80 歳代が約８割であり、

地域で安心して暮らしていくために地域での見守りや支え合いが一層重要とな

ります。 

高齢者人口の推移 

18.9 27.6
30.4 31.9 33.3 35.0

37.5 38.8

16.6 15.1

14.2 13.6 12.9 12.3 11.6
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68.9 68.6 67.2 65.3
62.1

58.8 57.2 56.4
55.5 54.1

51.6 50.3

12.1 14.8 17.7

20.5
23.7

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 （年）

（千人）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0年少人口割合 生産年齢人口割合 高齢者人口割合
高齢者人口

生産年齢人口

年少人口

実績 推計

 

出典：2015 年以前は国勢調査 
2020年以降は「日本の地域別将来人口推計(H30.3推計)」（国立社会保障・人口問題研究所） 

 
 
高齢者世帯数の推移（静岡県）                   （単位：世帯） 

区 分 H22 H28 H29 H30 R1 R2 

総 世 帯 数 1,488,973 1,547,471 1,560,445 1,574,075 1,588,299 1,604,254

高齢者のみ 
世 帯 数 

264,659 365,437 380,341 393,867 409,246 443,311

高齢者ひとり 
暮らし世帯数 

135,871 192,872 203,709 210,375 221,329 249,227

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局長寿政策課「高齢者福祉行政の基礎調査」 
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要介護認定者数の推移（静岡県）                  （単位：人） 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 

要介護認定者数 159,387 164,153 167,753 170,603 176,071

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局介護保険課「介護保険事業状況報告」各年度３月末日現在 

 

 市町別高齢化率(65 歳以上人口）の状況（令和２年４月１日時点）  

 

資料：静岡県福祉長寿局長寿政策課「令和２年度高齢者福祉行政の基礎調査結果」 

 

高齢者虐待の状況（静岡県）                    （単位：件） 

区  分 H27 H28 H29 H30 

養介護施設従事者等による虐待   9   9   9   7

養護者による虐待 394 379 371 364

身体的虐待 268 279 255 253

介護・世話の放棄 109 83 104 65

心理的虐待 187 148 144 153

性的虐待   1   2   0   3

種
類
別
内
訳
（
重
複
）経済的虐待 68  66 61 60

資料：静岡県健康福祉部健康局健康増進課 
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高齢者の交通事故件数と運転免許証の自主返納数        （単位：件） 

 H27 H28 H29 H30 R 元 

高齢者の運転免許証

の自主返納数 
11,118 12,896 15,516 15,229 20,164

高齢者事故件数 10,364 10,259 10,113 9,655 8,962

 

特殊詐欺の年代別構成比(静岡県)（令和元年１～12月） 
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特殊詐欺被害者年齢別表
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   資料：静岡県警察生活安全企画課 
 

特殊詐欺被害件数、被害額の推移（静岡県）   

年 被害件数 対前年比 被害額 対前年比 
H24 １７４件 ＋１１件 80,707万円 ＋51,316万円
H25 ２５７件 ＋８３件 127,051万円 ＋46,344万円

H28 ３３２件 ＋１７件 91,840万円 ＋21,751万円
H29 ３９８件 ＋６６件 104,207万円 ＋12,367万円
H30 ４２３件 ＋２５件 97,015万円 ▲7,192万円
R元 ３３２件 （※） 61,723万円 （※） 

※令和元年から「キャッシュカード詐欺盗」が加わったため、前年との単純比較はできない。 

   資料：静岡県くらし・環境部県民生活局くらし交通安全課 
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 (3)障害のある人を取り巻く状況 

障害のある人は、知的障害、精神障害のある人について年々増加傾向にありま

す。また、障害のある人の高齢化や重度化により、多様な障害特性に応じた地域

生活での支援が課題となっています。 

さらに、障害児者の虐待件数は、令和元年度は、通報・相談があった 186 件の

うち、虐待と判断した件数が 60 件で前年度と比べ横ばいですが、人権侵害に係

る重大な問題であることから、今後も虐待の未然防止や早期発見、早期対応に努

めていく必要があります。 

身体障害のある人の推移（静岡県） 

 

 

 

 

   

 

 

 

 
                               
資料 静岡県健康福祉部障害福祉課 

 

知的障害のある人の推移（静岡県）   

        

 

 

 

                                 

 
 
資料 静岡県健康福祉部障害福祉課 
 

精神障害関係の入院・通院患者数の推移（静岡県）       （単位：人） 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 

通院 40,704 42,722 45,020 46,995 49,150

入院 5,560 5,509 5,453 5,350 5,281

計 46,264 48,231 50,473 52,345 54,431

   資料：静岡県健康福祉部障害福祉課 
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障害児者の虐待件数（政令市を含む） 

令和元年度 市町障害者虐待防止センターの受付状況 

虐待種別 養護者 障害者福祉
施設従事者

使用者 その他 計 

通報・相談 
件  数 

122 件 

（108 件）

52件 

（46件） 

12件 

（９件） 
－ 

186件 

（163件）

虐待と判断 
52件 

（50件） 

８件 

（11件） 
－ － 

60件 

（61件）

身体的虐待
33 件 

（37 件）

６件 

（８件） 
－ － 

39 件 

（26 件）

性的虐待 ４件 

（０件） 

１件 

（１件） 
－ － 

５件 

（１件）

心理的虐待
12 件 

（15 件）

１件 

（２件） 
－ － 

13 件 

（17 件）

ネグレクト
８件 

（８件） 

０件 

（０件） 
－ － 

８件 

（８件）

虐
待
内
容
※ 

経済的虐待
12 件 

（９件） 

０件 

（１件） 
－ － 

12 件 

（10 件）

※ １件で複数該当する場合があるため、虐待内容欄の件数とは一致しない。 
※ カッコ内は前回調査結果（平成 30年度）のもの 
資料：静岡県健康福祉部障害者政策課 
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(4)生活困窮者等を取り巻く状況 

生活保護受給世帯数は、毎年微増しており、令和元年度の１か月平均の世帯数

は 24,988 世帯と前年比で 312 世帯増加しました。世帯累計別では、高齢者世帯が

占める割合が最も高く、毎年増加しています。子どもの貧困も深刻であり、全国

の子どもの貧困率は 13.5％で約７人に１人が貧困状態にあります。本県の生活保

護世帯に属する子どもの高等学校等への進学率は平成 30 年４月に 90.1％であり、

全国で 34 位となっています。 

保護や支援を必要とする人や世帯が、安定した生活を取り戻すための就労支援

や居住支援等を含め、生活全般に係る支援の仕組みが課題となっています。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、一時的に住居資金や生活資金

が不足する世帯が急増しており、対策が必要です。 

 

被保護世帯、人員、保護率の推移（静岡県） ※１か月平均  （単位：人、世帯、％） 

年   度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

被保護人員 30,455 30,700 31,071 31,246 31,158 31,300

被保護世帯数 23,503 23,919 24,361 24,743 24,911 25,215

保 護 率 0.82 0.83 0.84 0.85 0.85 0.86 

    資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 
 

生活保護受給世帯の類型の推移（静岡県） ※１か月平均   （単位：世帯） 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 

保護受給世帯数 23,699 24,131 24,519 24,676 24,988

高齢者世帯 11,856 12,544 13,227 13,569 13,887

母子世帯 1,212 1,224 1,183 1,122 1,083

障害者世帯 2,798 2,806 2,763 2,821 2,920

傷病者世帯 3,421 3,294 3,138 3,044 2,993

内訳 

その他世帯 4,412 4,263 4,208 4,120 4,106
注：保護停止中の世帯を除くため、上のグラフの被保護世帯数とは一致しない。 
資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課「福祉行政報告例」 

   

子どもの貧困の状況等 

指標（全国） H24 H27 H30 

子どもの貧困率 16.3％ 13.9％ 13.5％ 

ひとり親世帯の貧困率 54.6％ 50.8％ 48.1％ 

   指標：国民生活基礎調査 

   資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 
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相対的貧困率（全国） 

 相対的貧困率とは、一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない人

の割合をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標：国民生活基礎調査 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局祉地域福課 

 

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率        （単位：％） 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 
 

生活困窮者自立支援事業の相談件数 

 
新規相談受付件(A) 

（件）

支援プラン作成件数(B) 

（件）

就職者数(C) 

(人) 

就職率(C/A)

(％)

H27 6,313 861 718 11.4

H28 6,221 1,211 870 14.0

H29 6,311 1,135 776 12.3

H30 6,151 1,311 652 10.6

R1 7,153 1,438 771 10.8

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 
 

住居確保給付金の支給実績（政令市含む） ※新型コロナウイルス感染症対策関連       

 R2.4 R2.5 R2.6 R2.7 R2.8 R2.9 

支給開始件数
（件）

66
(1)

360
（17)

697
（17)

562
（13)

249
(9)

200
(7)

支給済金額 
（千円）

2,510
（31)

15,473
（486）

48,839
（883)

67,674
(1,274)

58,846
(1,374)

46,699
(1,331)

※括弧内は郡部の実績、R2.4.20 から支給要件が緩和 

  資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 

 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 

全   国 91.1 92.8 93.3 93.6 93.7

静 岡 県 83.6 85.7 86.4 89.9 90.1

 順位（高い方から） 45 位 40 位 41 位 36 位 34 位 

 

48.150.8
54.6

50.854.3
58.758.2

50.151.454.5

63.1
53.2

13.513.916.315.7
12.110.9 12.9 12.8 13.4 14.5 13.7 14.2

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

Ｓ60 63 Ｈ3 6 9 12 15 18 21 24 27 30

ひとり親世帯の貧困率 子どもの貧困率
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生活福祉資金の特例貸付状況（政令市含む）  ※新型コロナウイルス感染症対策関連     

 ～R2.4 R2.5 R2.6 R2.7 R2.8 R2.9 

件数 2,311 2,857 2,842 2,721 2,196 1,713
緊急小

口資金 金額 
(千円)

348,300 425,900 507,838 500,600 398,850 317,800

件数 8 20 429 789 864 797
総合支

援資金 金額 
(千円)

2,685 8,622 221,146 374,691 434,280 466,150

件数 2,319 2,877 3,271 3,510 3,060 2,510

計 
金額 

(千円)
350,985 434,522 728,984 875,291 833,130 783,950

  ※R2.3.25 より特例貸付の受付を開始 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 
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(5)その他福祉を取り巻く状況 

①成年後見制度等の利用状況 

成年後見制度は、認知症や障害等により判断能力が不十分な人に対し、法的に

権限を与えられた後見人等が財産管理や身上保護を行うための制度ですが、十分

に利用されていないことが課題になっています。 

後見等の開始原因別・年齢別利用件数を見ると、令和元年に認知症を原因とす

る開始件数が 747 件と認知症以外の 412 件に比べ２倍近くになっており、年齢別

では 65 歳以上が 948 件と 65 歳未満 211 件の４倍以上となっています。 
  

申立件数   ※各年１月～12月に申立てのあった件数         （単位：件） 

 H27 H28 H29 H30 R1 

全 国 

（前年比） 

34,782

（＋1.2％）

34,249

（－1.5％）

35,737

（＋ 4.3％）

36,549

（+2.3％） 

35,959

（-1.6％） 

静岡県 

（前年比） 

 1,059

（＋3.6％）

 1,003

（－5.3％）

 1,148

（＋14.5％）

1,200

（+4.5％） 

1,170

（-2.5％） 

   資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 
 

成年後見制度の利用者数 ※令和元年１月～12月に申立てのあった件数   （単位：人） 

 

 利用者数 うち 
成年後見 

保佐 補助 任意後見 

全 国 224,442 171,858 38,949 10,983 2,652

静岡県 7,007 5,099 1,433 404 71
 

 

後見等開始原因別・年齢別 ※各年１月～12 月に申立てのあった件数（単位：件） 

 H29 H30 R1 

認知症 680 737 747
原因別 

認知症以外 391 407 412

65 歳未満 238 245 211
年齢別 

65 歳以上 833 899 948

 

中核機関設置市町数（R2.9.1 時点） 

成年後見制度等を適切に利用できる環境や体制を整備した市町数 

○４市町（静岡市、浜松市、三島市、牧之原市）／35 市町 

 

 

 

 

＜中核機関の５つの機能等＞ ※国の成年後見制度利用促進計画による 

①広報 ②相談 ③制度利用の促進 ④後見人の支援 ⑤不正防止効果 
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実施機関設置数（市民後見人養成市町数）（R2.9.1 時点） 

 市民後見人の育成やその活動を支援する体制を整備した市町数 

○ 34 市町 ／ 35 市町 

 

日常生活自立支援事業の利用状況                (単位:人) 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 

 

②ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の相談状況 

ＤＶは、配偶者・パートナーなど親密な関係者の間で振るわれる暴力であり、

相談件数や一時保護件数は年々増加しています。 

ＤＶは、家庭という密室の中で起こることが多く表面化しにくいため、早期に

発見し、相談支援や安全確保につなぎ、自立支援に至るまでの就労等の切れ目な

い支援を行うことが課題となっています。 

ＤＶ相談、一時保護件数の推移（静岡県）             （単位：件） 
 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 
相談件数 2,996 2,938 3,081 3,193 3,231

一時保護件数 58 35 50 55 61

資料：静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課 
 
 

市町社協名 H29 H30 R1 市町社協名 H29 H30 R1 

下田市 12 14 18 小山町 5 2 3

東伊豆町 4 6 6 富士宮市 86 85 92

南伊豆町 2 2 2 富士市 69 65 67

松崎町 1 1 2 藤枝市 28 24 25

西伊豆町 1 1 1 焼津市 68 68 70

伊豆市 16 14 17 島田市 42 41 42

河津町 1 1 1 牧之原市 15 17 18

伊東市 11 13 10 吉田町 5 4 4

熱海市 53 62 68 川根本町 4 5 6

三島市 15 21 19 掛川市 47 43 34

伊豆の国市 26 29 34 御前崎市 19 17 20

函南町 5 6 14 菊川市 16 11 12

沼津市 61 51 49 磐田市 52 50 47

御殿場市 27 22 18 袋井市 8 9 10

裾野市 9 6 5 湖西市 12 12 12

清水町 4 5 5 森町 5 5 6

長泉町 15 14 12 33 市町社協 744 726 749
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③各福祉分野別の相談体制の状況 
 

（高齢者）地域包括支援センターの状況          （単位：件） 

ケアプラン作成件数 相談件数 

年度 センター数 
要支援 

総合事業

対象者 

介護保険

その他 

権利擁護 

(成年後見等）

高齢者 

虐待 
合計 

H27 142 
83,140

(585)

1,527

(139)

309,178

(2,177)

11,515

(81)

6,386 

(45) 

327,079

(2,303)

H28 143 
80,763

(708)

7,786

(268)

323,732

(2,263)

11,056

(77)

7,345 

(51) 

342,133

(2,392)

H29 146 
66,927

(458)

15,814

(108)

339,766

(2,327)

13,247

(91)

8,001 

(55) 

361,014

(2,473)

H30 161 
61,850

(384)

19,981

(124)

334,398

(2,077)

16,981

(105)

8,784 

(55) 

360,163

(2,237)

R1 162 
76,187

(470)

22,656

(140)

343,991

(2,123)

17,455

(108)

10,141 

(63) 

371,587

(2,294)

※上段は件数、下段の（ ）はセンターあたりの平均 

資料：静岡県健康福祉部健康局健康増進課 

 

 

（障害児者）障害者就業・生活支援センターの状況 

年度 箇所数
利用登録者数

(人) 

相談支援件数

(件) 

職場実習等 

あっせん件数(件)
就職件数(件) 

全体 3,761 30,357 285 404
H27 

平均 
8

470 3,795 36 51

全体 3,695 37,550 313 440
H28 

平均 
8

462 4,694 39 55

全体 4,121 36,427 310 445
H29 

平均 
8

515 4,553 39 56

全体 4,280 27,796 325 491
H30 

平均 
8

535 3,475 41 61

全体 4,654 26,623 289 499
R1 

平均 
8

582 3,328 36 62

※平均（全体数／箇所数） 

資料：静岡県健康福祉部障害者支援局障害者政策課 
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（子ども）子育て世代包括支援センターの状況 

１施設当たりの平均（年間） 

年度 
箇所数 

(か所) 

利用者数 

(全施設) 

(年間) 
利用者数
(人) 

面接相談
件数 
(件) 

専門機関へ
の紹介数
(件) 

家庭訪問
件数 
(件) 

支援 
サークル数
(か所) 

子育て支援講
習会の開催数

(回) 

H27 209 1,930,637 9,237 244 4 0 4 41

H28 211 2,078,896 9,853 253 4 0 3 44

H29 217 2,218,015 10,714 278 3 0 3 43

H30 219 2,191,143 9,870 255 3 0 3 46

R1 223 1,869,133 8,653 234 4 0 2 45

 資料：静岡県健康福祉部こども未来局こども未来課 

 

（生活困窮者）生活困窮者自立支援事業の相談件数    ※Ｐ111 再掲 

 
新規相談受付件(A) 

（件）

支援プラン作成件数(B)

（件）

就職者数(C) 

(人) 

就職率(C/A) 

(％)

H27 6,313 861 718 11.4

H28 6,221 1,211 870 14.0

H29 6,311 1,135 776 12.3

H30 6,151 1,311 652 10.6

R1 7,153 1,438 771 10.8

 資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 

 

④広域的支援が必要な方への対策の状況 

専門的な医療ケアを必要とする難病患者等への支援、犯罪・非行などの再犯防

止や社会復帰支援など、単独の市町では解決や支援が難しい課題に対しては、広

域的な視点からの支援が必要です。 
 

静岡県難病相談支援センター相談件数 

年度※ H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

相談件数(件) 1,108 1,014 1,624 1,403 1,629 1,492 574 395

相談延べ人数(人) 810 748 1,094 687 1,093 968 354 362

※H29 までは政令市（静岡市、浜松市）を含む 

資料：静岡県健康福祉部医療局疾病対策課 
 
 

県内の刑法犯検挙者及び再犯者数・率の推移 

県内の刑法犯認知件数は平成 15 年以降、17 年連続減少している。    (単位：件) 

年※ H14 H15 H27 H28 H29 H30 R1 
刑法犯認知件数 63,008 62,275 23,480 22,097 20,869 19,659 17,876

※1 月から 12月までの年間 

資料：静岡県くらし・環境部県民生活局くらし交通安全課 
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 H26 H27 H28 H29 H30 

静岡県内の刑

法犯検挙者数
6,754 人 6,491 人 6,812 人 6,329 人 5,758 人

うち再犯者数 3,184 人 3,066 人 3,146 人 2,917 人 2,714 人

再犯者率 47.1％ 47.2％ 46.2％ 46.1％ 47.1％

※各年の数値は、1月から 12月までの年間 

資料：静岡県再犯防止推進計画 
  
⑤福祉・介護分野における人材不足の状況 

少子・高齢化、核家族化などにより、福祉・介護ニーズは多様化し、増大する

一方で、生産年齢人口は減少することから、福祉・介護人材の確保は重要な課題

となっています。 

他の業種と比べ、給与、平均年齢、勤続年数について労働状況は厳しく、さら

に①従事者の離職率が高い ②介護福祉士等の養成施設（学校）において定員割

れが生じている ③介護福祉士等の資格を有しながら、この分野で働いていない

者が多数存在しているなど、課題があります。 

福祉・介護分野の有効求人倍率は、全産業に比べて、依然として高い水準にあ

り、引き続き、人材の確保・定着を図る必要があります。 

介護人材に係る需給推計（結果）   ※R5から推計値  （単位：人） 
 

介護職員数 R元 R5 R7 

需要推計 54,310 59,449 62,988 

供給推計 54,310 56,442 57,222 

需要と供給の差 0 3,007 5,766 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局介護保険課 
 
介護人材を取り巻く課題（静岡県） 

有効求職・求人・求人倍率の推移（うち介護関連）
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資料：Ｒ2.8 静岡労働局集計 
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有効求人倍率（職業計・福祉関連職業等比較）         （単位：倍）  

有効求人倍率（倍） 
全国計 

（一般＋パート） 

有効求人倍率 

職業計 

（季節調整値） 
福祉関連 

職業計 

うち介護 

関連 

平成 27 年度（月平均） 1.21 3.21 2.96

平成 28 年度（月平均） 1.39 3.59 3.50

平成 29 年度（月平均） 1.58 4.22 4.59

平成 30 年度（月平均） 1.68 4.12 4.58

令和元年度 （月平均） 1.48 4.00 4.64

資料：Ｒ2.8 静岡労働局集計 
 

他産業との給与や勤続年数等の比較 
全 体 男 女  

区 分 所定内

給 与

（千円）

平均

年齢

（歳）

勤続

年数

（年）

所定内

給 与

（千円）

平均

年齢

（歳）

勤続

年数

（年）

所定内 
給 与

（千円） 

平均

年齢

（歳）

勤続

年数

（年）

全産業 287.1 43.4 12.7 315.4 43.7 14.2 231.8 42.9 9.7

福祉施設介護員 227.1 44.0 5.9 235.9 41.7 6.3 222.2 45.3 5.7

ホームヘルパー 210.7 49.6 7.0 287.3 44.3 2.0 206.1 50.0 7.3
県 

保育士 228.8 38.7 7.3 254.6 31.0 4.8 228.3 38.9 7.4

資料：令和元年賃金構造基本統計査 
  

静岡県社会福祉人材センター 無料職業紹介事業の推移（静岡県） 

資料：静岡県社会福祉人材センター(社会福祉法人静岡県社会福祉協議会) 
 
⑥県内の在住外国人の状況 

本県における外国人登録者数は、平成 27 年に７万６千人、令和元年に 10 万人

と、年々増加しています。国籍では多いほうからブラジル、フィリピン、中国と

なっており、介護事業所への就労者数も増加しています。 

在住外国人は、今後、様々な分野における担い手や地域活性化につながる人材

として期待されており、国籍や言葉などの異なる人々が、互いの文化の違いを認

め合いながら、地域社会の一員として、共生する社会を創っていくことが必要で

す。 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 

新規求職登録者数(人） 4,759 4,264 4,261 4,494 4,775

新規求人数 （人） 16,198 17,670 19,373 21,743 19,482

紹介人数 （人） 1,410 950 938 998 1,009

就職人数 （人） 938 736 759 813 841

採用率(就職人数/紹介人数) 66.52％ 77.47％ 80.92％ 81.46％ 83.35％

充足率(就職人数/新規求人数) 5.79％ 4.17％ 3.92％ 3.74％ 4.32％
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外国人登録者数の推移（静岡県・全国）               (単位：千人) 

区分 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

静岡県 77 75 75 76 79 85 92 100

全 国 2,033 2,066 2,121 2,232 2,382 2,561 2,731 2,933

資料：法務省「在留外国人統計」、各年 12月末日現在 
 

令和元年度 外国人登録者の国籍（出身地）別人数（静岡県）    (単位：千人) 

国別 
区分 計 

ブラジル フィリピン 中国 ベトナム 韓国 ペルー インドネシア ネパール

静岡県 100 31 17 12 12 4 4 3 2

資料：法務省「在留外国人統計」、令和元年 12月末日現在 
  

外国人介護職員の受入状況             令和２年 10月１日時点 

区 分 H28 H29 H30 R1 R2 

雇用事業所数（Ａ） 144 箇所 161 箇所 183 箇所 204 箇所 255 箇所

 対前年度増減箇所数 ＋26 箇所 ＋17 箇所 ＋21 箇所 ＋22 箇所 ＋51 箇所

雇用人数(Ｂ) 245 人 277 人 326 人 394 人 563 人

 対前年度増減人数 ＋48 人 ＋32 人 ＋68 人 ＋49 人 ＋169 人

１事業所あたりの雇用人数(Ｂ/Ａ) 1.70 人 1.72 人 1.78 人 1.93 人 2.21 人

  資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局介護保険課 
  
⑦福祉のまちづくりの推進状況 

本県では、平成７年に福祉のまちづくり条例を制定し、誰もが安全で円滑に

利用できる公共的施設の整備やゆずりあいによる身体者障害者用駐車場の適

正利用の促進を図っています。施設の条例適合率は令和元年度は 43.0％であ

り、施設管理者等への整備基準の周知や啓発が課題です。 

また、ゆずりあい駐車場の利用証交付枚数は毎年約 5,000 枚であり、民間施

設の協力を一層図っていくことが課題となっています。 
 

施設の条例適合件数の推移                （単位：件数） 

年 度 
H８～

H22 
H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 累計 

適合率％ 63.2 66.6 58.7 58.6 58.1 53.8 50.8 41.2 44.6 43.0 60.1 

適 合 

／ 

届 出 

3,516 

／ 

5,558 

231

／ 

347

192

／ 

327

201

／ 

343

175

／ 

301

157

／ 

292

156

／ 

307

118

／ 

286

127 

／ 

285 

89 

／ 

207

4,962 

／ 

8,253 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 
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ゆずりあい駐車場の協力施設数・交付枚数の推移    

協力施設数（箇所） 利用証交付数（枚） 

年度 
公の施設 民間施設 合 計 

車いす常時 

利用者用 

その他の 

歩行困難者用
合 計 

H25 520 1,061 1,581 3,534 9,830 13,364

H26 1 38 39 811 3,578 4,389 

H27 5 3 8 534 2,919 3,453 

H28 6 4 10 675 3,773 4,448 

H29 1 1 2 662 4,018 4,680 

H30 1 10 11 910 4,590 5,500 

R1 3 8 11 664 4,274 4,938

合計 537 1,125 1,662 8,112 34,090 42,202 

※焼津市と藤枝市は制度開始（H25.2）前に先行実施 

 

⑧災害対策の状況 

令和元年台風第 19 号により、県内では死者３名、重傷者２名等の人的被害の

ほか、多数の住家被害等が発生し、大規模な災害となりました。 

高齢者や障害のある人、外国人、乳幼児、妊婦など、災害時に特に配慮を要す

る人について、個々の状況に応じた迅速できめ細かな支援が必要となることから、

平時から要配慮者情報の把握、様々な災害を想定した避難訓練、ネットワークづ

くりなど防災対策を地域において取り組む必要があります。 
 

避難行動要支援者の避難支援対策の取組状況 （調査市町数：35 市町） 

地域防災計画の策定、福祉避難所設置は、35 市町すべての市町で策定、設置済 

項     目 平成 31 年４月１日時点 

着手済 31 (89%) 

 策定済 28 (80%) 全体計画の策定 

未策定  4 (11%) 

作成済 35 (100%) 
避難行動要支援者名簿の作成 

未作成  0 ( 0%) 

着手済 29 (83%) 

 作成済 15 (43%) 個別計画の作成 

未作成  6 (17%) 

着手済 29 (83%) 

 作成済 24 (69%) 福祉避難所運営マニュアルの作成 

未対応  6 (17%) 

避難行動要支援者の避難訓練実施（30 年度実績） 19 (54%)    

 資料：静岡県健康福祉部政策管理局健康福祉政策課 
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市町における自主防災組織の結成状況 

現在、県下には、5,161 の自主防災組織が結成されています。 

・組織数からみた結成率 100％（ 自主防災組織 / 町内または自治会 ） 

・世帯数からみた結成率 94.2％（1,506,972 世帯/1,600,343 世帯） 

資料：静岡県危機管理部危機情報課 

 

近年の地震・風水害等による被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨自殺者対策の状況 

本県の自殺者数は、減少傾向にあるものの、令和元年度の県内の自殺者数は、

依然 564 人と高い数値となっています。 

40 歳代から 60 歳代の中高年が半数を占めていることに加えて、近年では、10

代の若年層の自殺が増加傾向にあることから、若年層への対策も強化する必要が

あります。「自殺は追い込まれた末の死」である、｢自殺は防ぐことができる」と

いうことを踏まえ、社会的な取組として、総合的な対策を講じる必要があります。 

 

自殺者数の推移（静岡県・全国） 

自殺率は、人口 10万人当たりの自殺者数（自殺者数÷人口×100,000 人）。 

資料：静岡県健康福祉部障害者支援局障害福祉課 

 

日時 概況 主な被害 

R1. 

10.12 

＜台風第 19 号＞ 

伊豆の国市、函南町に災害救助

法が適用 

 

伊豆市、伊豆の国市、函南町に

被災者生活再建支援法が適用 

 

 

死者 3 名、災害関連死 1 名 

重症者 2 名、軽症者 5 名 

住家  

全壊 7 戸、半壊 9 戸、一部損壊

449 戸、床上浸水 1,010 戸、床下

浸水 1,424 戸 

非住家  

公共建物 61 棟、その他 

区分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

自殺者数 759人 674人 682人 602人 588人 586人 564 人

男性 544 人 495 人 502 人 430 人 437 人 417 人 428 人 
女性 215 人 179 人 180 人 172 人 151 人 169 人 136 人

静岡県 

自 殺 率 20.7人 18.5人 18.7人 16.6人 16.3人 16.4人 15.9 人

自殺者数 26,063人 24,417人 23,152人 21,021人 20,468人 20,031人 19,415 人

 男性 18,158人 16,875 人 16,202人 14,642 人 14,336人 13,851 人 13,668 人

 女性 7,905 人 7,542 人 6,950 人 6,379 人 6,132 人 6,180 人 5,757 人
全 国 

自 殺 率 20.7人 19.5人 18.5人 16.8人 16.4人 16.1人 15.7 人
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⑩ひきこもり対策の状況 

平成 27 年度と平成 30 年度に行った内閣府の調査によると、ひきこもり状態に

ある人の推計数は、全国で 115.4 万人、本県では 3.2 万人（15 歳～39 歳：1.4

万人、40 歳～64 歳：1.8 万人）とされています。40 歳～64 歳では、ひきこもり

状態になってから７年以上の者が約５割を占めるなど、ひきこもりは長期化、高

年齢化しています。 

   令和元年度に本県が市町と共同で民生委員・児童委員等を対象に実施したひき

こもり等に関する状況調査では、民生委員・児童委員が把握している分析が可能

なひきこもり状態にある人は 2,082 人となっています。 

   80 代の親と 50 代のひきこもりの子が同居する 8050 問題をはじめ、ひきこもり

の背景にある生活課題は複雑化、複合化していることから、地域における包括的

な支援体制の整備が必要となっています。 

  

静岡県ひきこもり支援センター相談件数 ※相談者の年度別概況 

                   （単位：件） 

年 度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 
合 計 871 885 1,231 1,567 1,868 1,851 2,014

母 337 394 499 589 746 717 725

父 70 63 144 98 143 168 125

両親 81 103 90 78 85 117 96

本人 108 46 197 61 320 266 249

本人＋家族 62 109 66 356 112 116 77

その他家族 67 108 51 253 93 62 88

相
談
者
別 

その他 146 62 184 132 369 405 654

資料：静岡県健康福祉部障害者支援局障害福祉課 

 

静岡県ひきこもり等に関する状況調査（令和元年９月実施） 

県及び市町により民生委員・児童委員等を対象に実施した調査では、回答した民生委

員・児童委員のうち 25.3％がひきこもり状態にある人を把握していました。 

県全体 東部 中部 西部 
2,082 人 601 人 606 人 875 人
100.0％ 28.9％ 29.1％ 42.0％

 

15～19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60～64 歳 わからない
・無回答 計 

103 人 178 人 369 人 574 人 495 人 181 人 182 人 2,082 人
4.9％ 8.6％ 17.7％ 27.6％ 23.8％ 8.7％ 8.7％ 100.0％

資料：静岡県健康福祉部障害者支援局障害福祉課 
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２ 地域福祉活動の状況 

（1）民生委員・児童委員の活動状況 

民生委員・児童委員の定数は、令和元年 12 月の改選時において、政令市を含

め 6,938 人であり、住民の良き相談役、支援機関へのつなぎ役として住民に最も

身近な地域で活動しています。 

しかし、近年、民生委員・児童委員の活動負担や担い手不足が課題となってお

り、本県では、民生委員・児童委員の活動負担軽減のため、令和元年 12 月から

民生委員・児童委員協力制度を導入し、民生委員の活動を補佐するペアサポータ

ーと地区民生委員児童委員協議会の運営等を補助するエリアサポーターを希望

により配置しています。 

 

民生委員・児童委員の数 

○現行定数（令和元年 12月１日から）                  （単位：人） 

 
地区担当委員 

（Ａ） 

主任児童委員 

（Ｂ） 

民生委員・児童委員

（Ａ＋Ｂ） 

県計 6,360 578 6,938 

県計(政令市除く) 4,051 346 4,397 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 
 

民生委員・児童委員の活動状況 

○活動日数         （単位：日）  ○訪問回数        （単位：回） 

 H29 H30 R1   H29 H30 R1 

延べ日数 571,670 558,915 563,560  延べ回数 510,550 492,491 496,653

１委員当り 133.07 129.68 130.94  １委員当り 118.84 114.27 115.39

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 

 

民生委員・児童委員協力員の配置状況（ペア、エリア別） (令和２年８月１日時点） 
 

協力員 
区 分 

ペアサポーター エリアサポーター 

配 置 
希望する民生委員に配置 

（主任児童委員は除く。） 

希望する地区民児協に配置 

３人まで配置が可能 

目 的 活動負担軽減、精神的負担の緩和 地区民児協の運営補助 

人 数 110 人 14 人 

 資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 

 

民生委員・児童委員アンケート調査  （平成 31 年３月地域福祉課実施） 

○県内 162 地区民生委員児童委員協議会の会長、主任児童委員、１期目委員（２人）

から抽出により調査を実施 

○回答数は 633 件、回答率 97.6% （有効回答数 617 件） 
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＜委員になったことについての感想＞ 

 地区担当、主任児童委員ともに「とても良かった」「良かった」と８割超が回答 

  
 

＜委員の活動に対する負担＞ 

 地区担当、主任児童委員の６割以上が委員の活動に負担を感じていると回答 

   
 

（2）地域活動団体の登録の状況 
  ボランティア登録団体数、ＮＰＯ法人数ともに、年間の推移は横ばいとなって

います。学生、社会人など幅広い県民を対象とし、地域活動の担い手やリーダー

となるＮＰＯ法人などの活動は重要であることから、組織化や活動の活性化を図

り、地域活動への参加促進を図ることが課題となっています。 

 

ボランティア登録団体数（社会福祉協議会調べ）    (単位：団体) 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

団体数 3,365 3,215 3,148 2,919 3,018 3,160 2,857

※ 各年度４月時点 

資料：静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課 

 

NPO 法人数（認証法人数）の推移           （単位：法人） 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

県内 1,203 1,250 1,258 1,266 1,281 1,265 1,264

全国 48,854 50,094 50,870 51,526 51,874 51,610 51,269

※ Ｒ2.7現在 

 資料：静岡県くらし・環境部県民生活局県民生活課 
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年 度 策定委員会・策定本部会議・県民等の意見聴取等 

令和元年度 
 

○地域福祉を考えるブロック会議（市町、市町社協） 

・賀茂地区（7/23）       

・熱海・東部・御殿場・富士地区（7/8）  

・中部・西部地区（7/10） 

 

○県民意識調査（インターネットモニターアンケート 11/8～11/21） 

令和２年度 

○地域福祉を考えるブロック会議（市町、市町社協） 

＜全体会＞   講義 （6/26） 

＜地域別会議＞ 

・賀茂地区（7/31）       ・熱海・東部１（7/21）  

・東部２・御殿場・富士（8/7） ・中部地区（8/5） 

・西部地区（8/12） 
 
○ 第１回地域福祉支援計画策定委員会（8/3） 
 ・策定方針の説明 
 
○ 第２回地域福祉支援計画策定委員会（9/4） 
 ・骨子案の検討 
 
○ 第１回地域福祉支援計画策定・推進本部会議（9/7） 
 ・骨子案の提示・検討 
 
○ 地域福祉支援計画地域懇談会 

（ＮＰＯ、ボランティア等の地域福祉実践者等との意見交換） 
・東部(10/27)、中部(10/29)、西部(10/22) 

 
○ 第３回地域福祉支援計画策定委員会（11/17） 
 ・素案の検討 
 
○ 第２回地域福祉支援計画策定・推進本部会議（11/20） 
 ・素案の提示・検討 
 
○ パブリックコメント（12/25～1/20） 
 
○ 第４回地域福祉支援計画策定委員会（2/15） 
 ・最終案の検討 
 
○ 第３回地域福祉支援計画策定・推進本部会議（2/24） 
 ・最終案の了承 

 

Ⅱ 静岡県地域福祉支援計画の改定経過 
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（目的） 
第１条 静岡県地域福祉支援計画の策定及び推進を図るため、静岡県地域福祉支援計画策

定・推進本部（以下「本部」という｡)を設置する。 
（所掌事務） 
第２条 本部は、次に掲げる事務を所掌する。 
（１）静岡県地域福祉支援計画の策定及び推進 
（２）市町地域福祉計画の策定及び推進に関する支援 
（３）その他前条の目的を達成するために必要な事項 
（本部） 
第３条 本部は、別表に掲げる本部員をもって構成する。 
２ 本部に本部長を置き、本部長には健康福祉部長をもって充てる。 
３ 本部は、別に組織する静岡県地域福祉支援計画策定委員会と連携して、所掌事務に当

たるものとする。 
（作業部会） 
第４条 第２条に掲げる事務に係る調査研究等を行うため、本部に静岡県地域福祉支援計

画策定・推進作業部会（以下「作業部会」という｡）を必要に応じて置くことができる。 
２ 作業部会は、本部員の所属する課等のうち、部会長が必要と認める課等の職員及び部

会長が必要と認める健康福祉センターの職員等をもって構成する。 
３ 作業部会の部会長は、健康福祉部福祉長寿局地域福祉課長をもって充てる。 
（会議） 
第５条 本部の会議は本部長が招集し、本部長は会議の議長となる。 
２ 本部長が必要があると認めるときは、本部員以外の者を出席させて意見又は説明を求

めることができる。 
（庶務） 
第６条 本部の事務局は、健康福祉部福祉長寿局地域福祉課に置く。 
（委任） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は別に定める。 
   附 則 
 この要綱は、平成17年１月14日から施行する。 
   附 則 
 この改正は、平成17年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この改正は、平成19年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この改正は、平成20年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この改正は、平成21年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この改正は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 
 この改正は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則 
 この改正は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 
この改正は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則 
この改正は、令和２年５月１日から施行する。 

附 則 
この改正は、令和２年８月 20 日から施行する。 
 

Ⅲ 静岡県地域福祉支援計画策定・推進本部設置要綱 
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静岡県地域福祉支援計画策定・推進本部 

区 分 部局名 役職名 

本部長 健康福祉部 健康福祉部長 

知事直轄組織 政策推進局長 

危機管理部 危機管理部参事（政策調整担当） 

経営管理部 地域振興局長 

政策管理局長 

県民生活局長 くらし・環境部 

建築住宅局長 

スポーツ局長 

スポーツ・文化観光部 

総合教育局長 

理事（医療介護連携対策・社会健康医学
推進担当） 

政策管理局長 

福祉長寿局長 

こども未来局長 

障害者支援局長 

医療局長 

健康局長 

健康福祉部 

生活衛生局長 

政策管理局長 

経済産業部 

就業支援局長 

交通基盤部 政策管理局長 

教育委員会事務局 教育部参事（総括担当） 

 
本部員 

警察本部 総務部参事官兼総務課長 

事務局 健康福祉部 地域福祉課長 

別表 
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（目的） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第108条の規定に基づき策定する静岡県

地域福祉支援計画（以下「支援計画」という。）を検討し、広く県民の意見を反映

させるため、静岡県地域福祉支援計画策定委員会(以下「委員会」という。)を設置

する。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、支援計画の策定に関する事項について検討する。 

 

（組織） 

第３条 委員会は、知事が委嘱した別表に掲げる委員をもって構成する。 

２ 委員の任期は、令和２年５月１日から令和３年３月31日までとし、欠員が生じた

場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

３ 委員会に委員長１名及び副委員長１名を置き、委員の互選により選任する。 

４ 委員長は、委員会を代表し会務を総括する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条 委員会の会議(以下｢会議｣という。)は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議長は、委員長がこれに当たる。 

４ 委員長は、必要に応じ、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聞

くことができる。 

５ 委員会の議事その他運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

 

（庶務） 

第５条 委員会の事務局は、健康福祉部福祉長寿局地域福祉課に置く。 

 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年５月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年７月 15 日から施行する。 

 

 

 

 

Ⅳ 静岡県地域福祉支援計画策定委員会設置要綱 
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別表 

静岡県地域福祉支援計画策定委員会名簿   

◎委員長 ○副委員長 ※５０音順 

氏 名 職業又は役職名 

青島 英一郎 
公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート 

静岡支部長 

安藤 千晶 
一般社団法人静岡県社会福祉士会元副会長 

静岡市清水医師会在宅医療介護相談室 室長 

太田嶋 俊彦 静岡県保育連合会理事 

奥田 真美 
NPO 法人みんなの家 

静岡宅老所・グループホーム連絡協議会元会長 

小栁津 順平 藤枝市健康福祉部自立支援課係長 

幸田 享子 一般財団法人静岡県老人クラブ連合会副会長 

五味 響子 
NPO 法人静岡県ボランティア協会副理事長 

静岡市番町市民活動センター長 

古本 達也 静岡県地域包括・在宅介護支援センター協議会会長 

齋藤 昌一 一般社団法人静岡県医師会理事 

杉本 正 静岡県民生委員児童委員協議会会長 

土屋 幸己 
一般社団法人コミュニティーネットハピネス  

代表理事 

◎中島 修 文京学院大学人間学部人間福祉学科教授 

中村 彰男 
KHJ 静岡県いっぷく会代表 

(NPO法人KHJ全国ひきこもり家族会連合会静岡県支部)

○西村 慎言 
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会福祉企画部 

部長代理 

松井 洋治 社会福祉法人掛川市社会福祉協議会事務局次長 

諸田 嘉人 
社会福祉法人・学校法人天竜厚生会 

地域福祉事業部地域福祉課課長 

山本 真由美 静岡県手をつなぐ育成会常任理事 
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 持続可能な社会の実現を目指し、平成 27（2015）年 9 月に国連で採択された「持

続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」では、令和 12（2030）年に向けて、すべての国々

に普遍的に適用される 17 の目標に基づき、経済・社会・環境をめぐる広範な課

題への統合的な取組が求められている。 

 
ＳＤＧｓの 17 の目標 

１ あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

２ 飢餓を終わらせ、食料安全保障と栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する

３ あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

４ 
 
すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進
する 

５ 
 
ジェンダー（社会的・心理的性別）の平等を達成し、すべての女性と女児のエン

パワーメント（能力強化）を行う 

６ すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

７ 
 
すべての人々の安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセス
を確保する 

８ 
 
包摂的かつ持続可能な経済成長、すべての人々の完全かつ生産的な雇用とディー
セント・ワーク（働きがいのある人間らしい雇用）を促進する 

９ レジリエント（強靭）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進、イ
ノベーションの拡大を図る 

10 国内と国家間の不平等を是正する 

11 包摂的、安全、レジリエント（強靭）で持続可能な都市と人間居住を実現する 

12 持続可能な生産消費形態を確保する 

13 気候変動とその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

14 持続可能な開発のために海洋資源を保全し、持続的に利用する 

15 
 
陸上生態系の保護・回復・持続的な利用、森林の持続可能な管理、砂漠化への対
処、土地の劣化の阻止・回復、生物多様性の損失の阻止を促進する 

16 
 

 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会の促進、すべての人々の司法へのア
クセス提供、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度の構
築を図る 

17 
 
持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活
性化する 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅴ 計画に位置付ける施策と SDGｓの関連 
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(目的) 

第一条 この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、
社会福祉を目的とする他の法律と相まつて、福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域
における社会福祉(以下「地域福祉」という。)の推進を図るとともに、社会福祉事業の公
明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図り、もつて社会
福祉の増進に資することを目的とする。 

 
(福祉サービスの基本的理念) 

第三条 福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービスの利用者
が心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと
ができるように支援するものとして、良質かつ適切なものでなければならない。 

 
(地域福祉の推進) 

第四条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、共
生する地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者

(以下「地域住民等」という。)は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が

地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の

活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住民及び

その世帯が抱える福祉、介護、介護予防(要介護状態若しくは要支援状態となることの予防

又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。)、保健医療、住ま

い、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤

立その他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に

参加する機会が確保される上での各般の課題(以下「地域生活課題」という。)を把握し、

地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関(以下「支援関係機関」という。)との連

携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。 

 
(福祉サービスの提供の原則) 

第五条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その提供する多様な福祉サービスにつ
いて、利用者の意向を十分に尊重し、地域福祉の推進に係る取組を行う他の地域住民等と
の連携を図り、かつ、保健医療サービスその他の関連するサービスとの有機的な連携を図
るよう創意工夫を行いつつ、これを総合的に提供することができるようにその事業の実施
に努めなければならない。 

 
(福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務) 

第六条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力して、社会
福祉を目的とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、福祉サービスを提供する
体制の確保に関する施策、福祉サービスの適切な利用の推進に関する施策その他の必要な
各般の措置を講じなければならない。 

２  国及び地方公共団体は、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の
整備その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう努めるとともに、当該
措置の推進にあたつては、保健医療、労働、教育、住まい及び地域再生に関する施策その
他の関連施策との連携に配慮するよう努めなければならない。 

３  国及び都道府県は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）において重層的支援体制整備事
業（第百六条の四第二項に規定する重層的支援体制整備事業をいう。）その他地域生活課題
の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備が適正かつ円滑に行われるよう、必
要な助言、情報の提供その他の援助を行わなければならない。 

Ⅵ 社会福祉法（抄） 
(昭和 26 年法律第 45 号 
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(包括的な支援体制の整備) 

第百六条の三 市町村は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとする地
域の実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等
及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活
課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。 
一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住
民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その
他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情
報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることがで
きる体制の整備に関する施策 

三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者
その他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、
その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策 

２ 厚生労働大臣は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとする前項各
号に掲げる施策に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するもの
とする。 

 
（重層的支援体制整備事業） 

第百六条の四 市町村は、地域生活課題の解決に資する包括的な支援体制を整備するため、
前条第一項各号に掲げる施策として、厚生労働省令で定めるところにより、重層的支援体
制整備事業を行うことができる。 

２  前項の重層的支援体制整備事業とは、次に掲げるこの法律に基づく事業及び他の法律に
基づく事業を一体のものとして実施することにより、地域生活課題を抱える地域住民及び
その世帯に対する支援体制並びに地域住民等による地域福祉の推進のために必要な環境を
一体的かつ重層的に整備する事業をいう。 
一 地域生活課題を抱える地域住民及びその家族その他の関係者からの相談に包括的に応

じ、利用可能な福祉サービスに関する情報の提供及び助言、支援関係機関との連絡調整
並びに高齢者、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための援助その他厚生
労働省令で定める便宜の提供を行うため、次に掲げる全ての事業を一体的に行う事業 
イ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号から第三号までに掲げる事業 
ロ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項第 

三号に掲げる事業 
ハ 子ども・子育て支援法第五十九条第一号に掲げる事業 
ニ 生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業 

二 地域生活課題を抱える地域住民であつて、社会生活を円滑に営む上での困難を有する
ものに対し、支援関係機関と民間団体との連携による支援体制の下、活動の機会の提供、
訪問による必要な情報の提供及び助言その他の社会参加のために必要な便宜の提供とし
て厚生労働省令で定めるものを行う事業 

三 地域住民が地域において自立した日常生活を営み、地域社会に参加する機会を確保す
るための支援並びに地域生活課題の発生の防止又は解決に係る体制の整備及び地域住民
相互の交流を行う拠点の開設その他厚生労働省令で定める援助を行うため、次に掲げる
全ての事業を一体的に行う事業 
イ 介護保険法第百十五条の四十五第一項第二号に掲げる事業のうち厚生労働大臣が定

めるもの 
ロ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第五号に掲げる事業 
ハ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項第

九号に掲げる事業 
ニ 子ども・子育て支援法第五十九条第九号に掲げる事業 

四 地域社会からの孤立が長期にわたる者その他の継続的な支援を必要とする地域住民及
びその世帯に対し、訪問により状況を把握した上で、相談に応ずること、利用可能な福
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祉サービスに関する情報の提供及び助言を行うことその他の厚生労働省令で定める便宜
の提供を包括的かつ継続的に行う事業 

五 複数の支援関係機関相互間の連携による支援を必要とする地域住民及びその世帯に対
し、複数の支援関係機関が、当該地域住民及びその世帯が抱える地域生活課題を解決す
るために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う
体制を整備する事業 

六 前号に掲げる事業による支援が必要であると市町村が認める地域住民に対し、当該地
域住民に対する支援の種類及び内容その他の厚生労働省令で定める事項を記載した計画
の作成その他の包括的かつ計画的な支援として厚生労働省令で定めるものを行う事業 

３  市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するに当たつては、母子保健法第二十二条第
二項に規定する母子健康包括支援センター、介護保険法第百十五条の四十六第一項に規定
する地域包括支援センター、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律第七十七条の二第一項に規定する基幹相談支援センター、生活困窮者自立支援法第三条
第二項各号に掲げる事業を行う者その他の支援関係機関相互間の緊密な連携が図られるよ
う努めるものとする。 

４  市町村は、第二項各号に掲げる事業の一体的な実施が確保されるよう必要な措置を講じ
た上で、重層的支援体制整備事業の事務の全部又は一部を当該市町村以外の厚生労働省令
で定める者に委託することができる。 

５  前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であつ
た者は、正当な理由がないのに、その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らして
はならない。 

 
（重層的支援体制整備事業実施計画） 

第百六条の五 市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第百六条の三第二項
の指針に則して、重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため、重層的支援
体制整備事業の提供体制に関する事項その他厚生労働省令で定める事項を定める計画（以
下この条において「重層的支援体制整備事業実施計画」という。）を策定するよう努めるも
のとする。 

２  市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更するときは、地
域住民、支援関係機関その他の関係者の意見を適切に反映するよう努めるものとする。 

３  重層的支援体制整備事業実施計画は、第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画、
介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画、障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律第八十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画、
子ども・子育て支援法第六十一条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画そ
の他の法律の規定による計画であつて地域福祉の推進に関する事項を定めるものと調和が
保たれたものでなければならない。 

４  市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更したときは、遅
滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

５  前各項に定めるもののほか、重層的支援体制整備事業実施計画の策定に関し必要な事項
は、厚生労働省令で定める。 

 
（支援会議） 

第百六条の六 市町村は、支援関係機関、第百六条の四第四項の規定による委託を受けた者、
地域生活課題を抱える地域住民に対する支援に従事する者その他の関係者（第三項及び第
四項において「支援関係機関等」という。）により構成される会議（以下この条において「支
援会議」という。）を組織することができる。 

２  支援会議は、重層的支援体制整備事業の円滑な実施を図るために必要な情報の交換を行
うとともに、地域住民が地域において日常生活及び社会生活を営むのに必要な支援体制に
関する検討を行うものとする。 

３  支援会議は、前項に規定する情報の交換及び検討を行うために必要があると認めるとき
は、支援関係機関等に対し、地域生活課題を抱える地域住民及びその世帯に関する資料又
は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

133



 

４  支援関係機関等は、前項の規定による求めがあつた場合には、これに協力するよう努め
るものとする。 

５  支援会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がないのに、支援会議
の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６  前各項に定めるもののほか、支援会議の組織及び運営に関し必要な事項は、支援会議が
定める。 

 
（市町村の支弁） 

第百六条の七 重層的支援体制整備事業の実施に要する費用は、市町村の支弁とする。 
 
（市町村に対する交付金の交付） 

第百六条の八 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、次に掲げる額を合算した
額を交付金として交付する。 
一 前条の規定により市町村が支弁する費用のうち、重層的支援体制整備事業として行う

第百六条の四第二項第三号イに掲げる事業に要する費用として政令で定めるところによ
り算定した額の百分の二十に相当する額 

二 前条の規定により市町村が支弁する費用のうち、重層的支援体制整備事業として行う
第百六条の四第二項第三号イに掲げる事業に要する費用として政令で定めるところによ
り算定した額を基礎として、介護保険法第九条第一号に規定する第一号被保険者（以下
この号において「第一号被保険者」という。）の年齢階級別の分布状況、第一号被保険者
の所得の分布状況等を考慮して、政令で定めるところにより算定した額 

三 前条の規定により市町村が支弁する費用のうち、重層的支援体制整備事業として行う
第百六条の四第二項第一号イ及び第三号ロに掲げる事業に要する費用として政令で定め
るところにより算定した額に、介護保険法第百二十五条第二項に規定する第二号被保険
者負担率（第百六条の十第二号において「第二号被保険者負担率」という。）に百分の五
十を加えた率を乗じて得た額（次条第二号において「特定地域支援事業支援額」という。） 
の百分の五十に相当する額 

四 前条の規定により市町村が支弁する費用のうち、重層的支援体制整備事業として行う
第百六条の四第二項第一号ニに掲げる事業に要する費用として政令で定めるところによ
り算定した額の四分の三に相当する額 

五 前条の規定により市町村が支弁する費用のうち、第一号、第三号及び前号に規定する
事業以外の事業に要する費用として政令で定めるところにより算定した額の一部に相当
する額として予算の範囲内で交付する額 

 
第百六条の九 都道府県は、政令で定めるところにより、市町村に対し、次に掲げる額を合

算した額を交付金として交付する。 
一 前条第一号に規定する政令で定めるところにより算定した額の百分の十二・五に相当

する額 
二 特定地域支援事業支援額の百分の二十五に相当する額 
三 第百六条の七の規定により市町村が支弁する費用のうち、前条第一号及び第三号に規

定する事業以外の事業に要する費用として政令で定めるところにより算定した額の一部
に相当する額として当該都道府県の予算の範囲内で交付する額 

 
（市町村の一般会計への繰入れ） 

第百六条の十 市町村は、当該市町村について次に定めるところにより算定した額の合計額
を、政令で定めるところにより、介護保険法第三条第二項の介護保険に関する特別会計か
ら一般会計に繰り入れなければならない。 
一 第百六条の八第一号に規定する政令で定めるところにより算定した額の百分の五十五

に相当する額から同条第二号の規定により算定した額を控除した額 
二 第百六条の八第三号に規定する政令で定めるところにより算定した額に百分の五十か

ら第二号被保険者負担率を控除して得た率を乗じて得た額に相当する額 
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（重層的支援体制整備事業と介護保険法等との調整） 
第百六条の十一 市町村が重層的支援体制整備事業を実施する場合における介護保険法第百

二十二条の二（第三項を除く。）並びに第百二十三条第三項及び第四項の規定の適用につい
ては、第百二十二条の二第一項中「費用」とあるのは「費用（社会福祉法第百六条の四第
一項に規定する重層的支援体制整備事業（以下「重層的支援体制整備事業」という。）とし
て行う同条第二項第三号イに掲げる事業に要する費用を除く。次項及び第百二十三条第三
項において同じ。）」と、同条第四項中「費用」とあるのは「費用（重層的支援体制整備事
業として行う社会福祉法第百六条の四第二項第一号イ及び第三号ロに掲げる事業に要する
費用を除く。）」とする。 

２  市町村が重層的支援体制整備事業を実施する場合における障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法律第九十二条の規定の適用については、同条第六号中「費
用」とあるのは、「費用（社会福祉法第百六条の四第一項に規定する重層的支援体制整備事
業として行う同条第二項第一号ロ及び第三号ハに掲げる事業に要する費用を除く。）」とす
る。 

３  市町村が重層的支援体制整備事業を実施する場合における子ども・子育て支援法第六十
五条の規定の適用については、同条第六号中「費用」とあるのは、「費用（社会福祉法第百
六条の四第一項に規定する重層的支援体制整備事業として行う同条第二項第一号ハ及び第
三号ニに掲げる事業に要する費用を除く。）」とする。 

４  市町村が重層的支援体制整備事業を実施する場合における生活困窮者自立支援法第十二
条、第十四条及び第十五条第一項の規定の適用については、同法第十二条第一号中「費用」
とあるのは「費用（社会福祉法第百六条の四第一項に規定する重層的支援体制整備事業（以
下「重層的支援体制整備事業」という。）として行う同条第二項第一号ニに掲げる事業の実
施に要する費用を除く。）」と、同法第十四条中「費用」とあるのは「費用（重層的支援体
制整備事業として行う事業の実施に要する費用を除く。）」と、同法第十五条第一項第一号
中「額」とあるのは「額（重層的支援体制整備事業として行う社会福祉法第百六条の四第
二項第一号ニに掲げる事業に要する費用として政令で定めるところにより算定した額を除
く。）」とする。 

 
(市町村地域福祉計画) 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める
計画(以下「市町村地域福祉計画」という。)を策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通し
て取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
五  地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、
地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるもの
とする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価
を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更
するものとする。 

 
(都道府県地域福祉支援計画) 

第百八条 都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通ずる広域
的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定
める計画(以下「都道府県地域福祉支援計画」という。)を策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通し
て取り組むべき事項 

二 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項 
三 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項 
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四 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達のため
の基盤整備に関する事項 

五 市町村による地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備の実
施の支援に関する事項 

２ 都道府県は、都道府県地域福祉支援計画を策定し、又は変更しようとするときは、あら
かじめ、公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるよう努めるとともに、その内
容を公表するよう努めるものとする。 

３ 都道府県は、定期的に、その策定した都道府県地域福祉支援計画について、調査、分析
及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該都道府県地域福祉
支援計画を変更するものとする。 
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